
 

- 1 - 

様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ａ （参考） 本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

Ａ Ａ Ａ Ｂ  

評定に至った理由 項目別の評定は、Ⅰ１．から３．はそれぞれＡ、Ａ、Ａ、ⅡはＡ、ⅢはＢ、ⅣはＡとなっており、総合評定は「Ａ」としている。 

評定に至った理由としては、以下に挙げているとおりである。 

① 平成２７年３月にサービス提供を開始した特許情報プラットフォームに対して利用者から高い評価があること。また、初心者向け講習会に加え企業等からの要請に応えて４１回の個別説明会を実施、利用ガイドブック等の配布などの広報活動により、

IPDL の利用者の移行を円滑に進めるとともに、年度計画の目標数値の 129％の検索回数があったこと。 

② 平成２７年１０月に開発した最新のイメージマッチング技術を利用した画像意匠公報検索支援ツールに対して利用者から「期待した以上の機能と使いやすさ」等の評価を得ていること。 

③ 各都道府県の知財総合支援窓口に常駐する相談支援人材９４名（各都道府県２名）を採用・配置するとともに、その知識・能力向上を目的とした研修を実施することにより窓口における相談支援件数の増加等の成果を上げ、中小企業等による特許出

願件数の増加に貢献したこと。 

④ 知的財産プロデューサー派遣事業、海外知的財産プロデューサー派遣事業、広域大学知的財産アドバイザー派遣事業のそれぞれで、期待される水準を超える成果（アウトプット）を得たこと。 

⑤ 知的財産プロデューサー派遣事業の波及効果（アウトカム）について指標を定めてデータを収集・整理したところ、経済効果の創出に近い段階のものが複数存在することが判明し、近年中に具体的な経済効果に結実することが期待できること。 

⑥ 特許庁の目標である「世界最速・最高品質の審査」の実現に資する改善の取組（先端技術分野の技術動向に関する技術研修の充実、実務演習の拡充等）を行い、外国企業からの「我が国の特許審査の質の高さ」を讃える声の一因となるような研修を

実施していること。 

⑦ 政府全体としても大きな政策課題となっているグローバル知財人財の育成・確保について、１０件のケーススタディ教材を含む教材等を開発するとともに、効果検証研修を実施し、教材等の改訂版の作成にまで至るなど、年度計画（「教材開発等に着

手する」）を大きく上回る取り組みを行ったこと。 

⑧ 情報・研修館が、我が国企業の知財戦略に関する支援を充実させるために業務見直しだけでなく、政府の新たな政策課題への対応や、情報・研修館のミッションに則った事業の効果的な実施と事業間のシナジー効果発揮のため、業務運営組織の体

制を刷新し事業環境の変化等にも機動的かつ効果的に対応できる体制整備を図ったことは、中期目標及び中期計画で掲げられた取組以上の成果であり、高く評価されるものであること。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 特に重大な業務運営上の課題は検出されておらず、全体として順調な組織運営が行われている。 

全体の評価を行う上で特

に考慮すべき事項 

なし 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した課

題、改善事項 

なし 

その他改善事項 なし 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

 

 

４．その他事項 

監事等からの意見  

その他特記事項  
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書No 

備考  中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書No 

備考 

 平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

  平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ⅱ  

 １．工業所有権情報の提供 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ １   Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅲ  

 
２．知的財産情報の高度活用による権利化

の推進 
Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ２   Ⅳ．その他の事項 － － － － Ａ Ⅳ  

 ３．知的財産関連人材の育成 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ ３           

 

※重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本事項 

１ 工業所有権情報の提供 

関連する政策・施策 ・知的財産政策に関する基本方針（Ｈ２５．６．７閣議決定） 

・「日本再興戦略」改訂２０１４（Ｈ２６．６．２４閣議決定） 

・「日本再興戦略」改訂２０１５（Ｈ２７．６．３０閣議決定） 

・知的財産推進計画２０１４（Ｈ２６．７．４知的財産戦略本部決定） 

・知的財産推進計画２０１５（Ｈ２７．６．１９知的財産戦略本部決定） 

・工業所有権保護等に関する条約（パリ条約）第１２条 

・特許協力条約第１２条 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条など） 

独立行政法人工業所有権情報・研修館法 第１１条 

一 発明、実用新案、意匠及び商標に関する公報、見本及びひな形を収集し、保管し、及び陳列し、並びにこれらを閲

覧させ、又は観覧させること。 

二 審査及び審判に関する図書及び書類その他必要な文献を収集し、及び保管し、並びにこれらを閲覧させること。 

四 前三号に掲げるもののほか、工業所有権に関する情報の活用の促進を図るため必要な情報の収集、整理及び提

供を行うこと。 

五 工業所有権に関する相談に関すること。 

六 工業所有権に関する情報システムの整備及び管理を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビューシート 

平成２７年度行政事業レビューシート 事業番号 ０５６８ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

  平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

 特許情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ（J-PlatPat）

検索回数（計画値） 

8,000 万回 - 80,000,000 回 80,000,000 回 80,000,000 回 80,000,000 回 90,000,000 回  
予算額（千円） 6,873,552 6,479,883 6,715,028 8,182,480 7,547,720 

 特許情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ（J-PlatPat）

検索回数（実績値） 

- - 87,762,326 回 111,490,492 回 106,538,349 回 107,705,160 回 115,961,464 回  
決算額（千円） 6,295,631 6,149,086 6,237,937 7,799,075 5,793,549 

 達成度 - - 110％ 139％ 133％ 135％ 129％  経常費用（千円） 6,606,353 6,315,101 6,199,538 8,756,180 6,293,275 

 整理標準化データを作成し外部に

提供（計画値） 

全件 － 全件 全件 全件 全件 全件  
経常利益（千円） -918 -907 -755 -538 -428 

 整理標準化データを作成し外部に

提供（実績値） 

－ － 12,852,086 件 

（全件） 

15,054,614 件 

（全件） 

15,474,697 件 

（全件） 

16,760,355 件 

（全件） 

19,177,383 件 

（全件） 

 行政サービス 

実施コスト（千円） 
6,606,353 6,315,101 6,199,538 8,756,180 6,293,275 

 達成度 － － 100％ 100％ 100％ 100％ 100％  従事人員数 43 44 39 38 43 

 他国工業所有権情報の和文抄録

作成・提供（計画値） 

26 万件 － 260,000 件 260,000 件 260,000 件 260,000 件 260,000 件 

 他国工業所有権情報の和文抄録

作成・提供（実績値） 

－ － 269,928 件 270,899 件 308,222 件 336,522 件 280,434 件 

 達成度 － － 104％ 104％ 119％ 129％ 108％ 

 公開特許公報の英文抄録（ 

PAJ）の作成・提供（計画値） 

全件 － 全件 全件 全件 全件 全件 

 公開特許公報の英文抄録（ 

PAJ）の作成・提供（実績値） 

－ － 259,701 件 

（全件） 

257,458 件 

（全件） 

258,913 件 

（全件） 

241,728 件 

（全件） 

249,301 件 

（全件） 

 達成度 － － 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

※行政サービス経費については、共通経費を事業に配賊できないため計上していない。 

※年度計画予算における業務部門の人件費は、共通経費として一括で計上しているため、予算額及び決算額欄の

金額に人件費を含めていない。 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賊した後の金額を記載 
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  公報の書誌データの作成・提供

（計画値） 

全件 － 全件 全件 全件 全件 全件 

 公報の書誌データの作成・提供

（実績値） 

－ － 550,297 件 

（全件） 

564,988 件 

（全件） 

581,666 件 

（全件） 

528,642 件 

（全件） 

463,691 件 

（全件） 

 達成度 － － 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 公報閲覧室の利用者数（実績値） － － 12,883 人 12,318 人 10,632 人 9,779 人 9,331 人 

 閲覧用機器の操作方法等の講習

会の開催数（実績値） 

月1 回以上 － 15 回 18 回 13 回 13 回 12 回 

 審査・審判に関する内外国技術文

献の収集冊数（実績値） 

－ － 15,756 冊 15,513 冊 15,427 冊 14,876 冊 13,866 冊 

 意匠審査で必要となるカタログ収

集冊数（実績値） 

－ － 15,004 冊 15,000 冊 15,000 冊 15,000 冊 15,000 冊 

 産業財産権相談窓口における相

談対応件数（実績値） 

－ － 35,075 件 32,019 件 29,294 件 27,051 件 25,307 件 

 産業財産権相談サイト（FAQ）のア

クセス回数（実績値） 

※H27 年度のみ 

設定：25 万件 

－ 465,099 件 329,189 件 306,151 件 278,142 件 321,769 件 

 相談サービス利用者の顧客満足

度（実績値） 

－ － 79.9％ 89.7％ 90.6％ 90.1％ 85.8％ 

 産業財産権相談サイト利用者の満

足度（実績値） 

－ － 84.0％ 79.8％ 80.3％ 82.4％ 85.2％ 

 営業秘密・知財戦略相談窓口にお

ける相談対応件数（実績値） 

※H27 年度のみ 

200 件以上 

－ － － － － 250 件 

 営業秘密・知財戦略関係セミナー

の開催回数（実績値） 

※H27 年度のみ 

20 箇所以上 

－ － － － － 31 回 

（21 箇所） 

 Ｆターム解説書作成テーマ数（実

績値） 

－ － 13 テーマ 13 テーマ 11 テーマ 11 テーマ 20 テーマ 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

       評定  

 １．工業所有権情報の提供 

［工業所有権情報普及業

務］工業所有権情報の普及

及び内容の充実 

 

出願人の出願や審査請求

等を支援するとともに、審

査・審判の迅速化に資する

ため、内外の最新の工業所

有権情報を収集し、これを

出願人などのユーザーにイ

ンターネットを利用して常時

提供するとともに、その活用

を支援する。また、迅速かつ

的確な審査の実施に資する

ため、諸外国の工業所有権

庁との審査情報の交換を促

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．工業所有権情報の提供 

［工業所有権情報普及業

務］工業所有権情報の普及

及び内容の充実 

１．工業所有権情報の提供 

[工業所有権情報普及業務] 

〈主な定量的指標〉 

 特許電子図書館（IPDL）

の利用者による検索回数 

［指標］毎年度 8,000 万回

（平成 27 年度計画では

9,000 万回） 

 

 特許庁における審査経過

等を含む工業所有権情

報について標準的なフォ

ーマットに変換し、外部に

提供 

〔指標〕毎年度全件 

 

 ユーザーニーズの高い他

国の工業所有権情報の

和文抄録の作成と利用者

への提供 

〔指標〕毎年度２６万件以

上 

 

 特許庁が発行する公開

特 許 公 報 の 英 文 抄 録

（PAJ）の作成、他国の工

業所有権庁への提供 

〔指標〕毎年度全件 

 

 公報の書誌データの作成

と他国への提供 

〔指標〕毎年度全件 

 

〈その他の指標〉 

 公報閲覧室の利用状況 

 

 閲覧用機器の操作方法

等の講習会の開催数 

 

 審査・審判に関する内外

国技術文献の収集実績 

 

 意匠審査で必要となるカ

タログ収集実績 

 

 相談支援の件数 

 

 インターネット上の FAQ

等のアクセス件数 

 

 相談支援サービスの利用

者の満足度 

 

 産業財産権相談サイト利

用者の満足度 

 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 工業所有権情報の提供

の各項目の自己評価

は、 

Ｓ：０ Ａ：８ Ｂ：４ 

Ｃ：０ Ｄ：０ 

であり、総合自己評価

をすると「Ａ」に相当す

る。 

 

② 中期計画・年度計画で

掲げる全ての取組を確

実に実施し、これに加

え、数値目標を超え、経

費を削減しつつもユー

ザーサービスの水準を

格段に向上させたこと。 

 

③ 平成２７年３月にサービ

ス提供を開始した特許

情報プラットフォームに

対して利用者から高い

評価があること。また、

初心者向け講習会に加

え企業等からの要請に

応えて41回の個別説明

会を実施、利用ガイドブ

ック等の配布などの広

報活動により、年度計

画の目標数値の 129％

の検索回数があったこ

と。 

 

④ 平成２７年１０月に開発

した最新のイメージマッ

チング技術を利用した

画像意匠公報検索支援

ツールに対して利用者

から「期待した以上の機

能と使いやすさ」等の評

価を得ていること。 

 

 

〈課題と対応〉 

① 特許情報プラットフォー

ム （ J-PlatPat ） の 利 用

者拡大、及び次期 J-

PlatPat システムのシス

テムアーキテクチャや新

機能等に関する調査検
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 相談部から関係機関へ

の紹介実績件数 

 

 特許庁への情報提供件

数 

 

 電子出願サポートセンタ

ーの利用数 

 

 Ｆターム解説の作成テー

マ数 

 

討を継続的に進めるこ

とが課題の１つである。 

 

② 都道府県に設置する知

財総合支援窓口の運

用・管理等に関する業

務が特許庁から完全移

管されるにあたり、情

報・研修館の専門性が

高い窓口との連携活動

の仕組み構築による利

用者へのサービス水準

の向上も大きな課題で

ある。 

 

③ 平成28年度からの第四

期中期計画では、これ

らの課題に対応するた

めの計画が立てられて

おり、ロードマップに則

って着実に実施すること

としている。 

 

 （１）ユーザーに対する工業

所有権情報の普及・提供 

 

特許電子図書館につい

て、「特許庁業務・システ

ム最適化計画」の進ちょく

状況も踏まえ、制度改正・

国際関係への対応、不具

合対応やユーザーニーズ

の中でも真に備えるべき

機能等必要不可欠なもの

について経費の増大を招

かないよう費用対効果を

精査しつつ、工業所有権

情報がより幅広く簡便に

利用されるための基礎的

インフラとしてサービスの

向上を図る（この結果、年

間の検索回数８，０００万

回以上を維持する）。その

際、ユーザーの要請によ

り的確に対応するため、

閲覧業務及び相談業務と

の連携を図る。また、特許

庁の提供する一次情報を

基に多様な高付加価値サ

ービスの提供を行う特許

情報提供事業者との協

力、相互補完関係を構築

しつつユーザーにおける

工業所有権情報の効率

的な活用に資するため、

特許庁における審査経過

等の情報を標準的なフォ

ーマットに変換し、外部に

（１）ユーザーに対する工業

所有権情報の普及・提供 

 

①特許電子図書館につい

て、「特許庁業務・システ

ム最適化計画」の進ちょく

状況も踏まえ、制度改正・

国際関係への対応、不具

合対応やユーザーニーズ

の中でも真に備えるべき

機能等必要不可欠なもの

について経費の増大を招

かないよう費用対効果を

精査しつつ工業所有権情

報がより幅広く簡便に利

用されるための基礎的イ

ンフラとしてのサービス向

上を図り、毎年度８，０００

万回以上の検索回数を維

持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ユーザーに対する工業

所有権情報の普及・提供 

 

①平成２７年３月にサービス

提供を開始した特許情報

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム （ J-

PlatPat）は、定期メンテナ

ン ス に 必 要 な 期 間 を 除

き、原則２４時間体制で運

用することとし、インター

ネット回線に接続出来る

環境があれば何時でも何

処でも産業財産権情報の

検索・閲覧ができるサー

ビスを提供する。 

なお、甚大な障害生起が

予想される事態が生じた

ときは、速やかに障害拡

大を未然に防ぐ措置を取

ることとする。 

 

 特許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）のサービス機

能については、高度化、

多様化するユーザーニー

ズにこたえるべく、機能向

上を図っていくが、平成２

７年度は、制度改正・国際

関係への対応等ユーザー

ニーズのうち真に備える

べき機能向上等に限り、

費用対効果を精査した上

で、実施する。 

 

 特許情報プラットフォーム

〈評価の視点〉 

 

 

 特許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）について、定

期メンテナンスを除き、原

則２４時間体制で運用し、

サ ー ビ ス を 提 供 で き た

か。 

 

 特許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）の機能向上

を図るにあたり、費用対

効果を精査し、ユーザー

ニーズのうち真に備える

べき機能を提供したか。 

 

 「産業構造審議会知的財

産分科会とりまとめ」（平

成２６年２月２４日）に示さ

れた特許公報等の情報

の一括ダウンロードサー

ビスの提供を開始できた

か。 

 

 パテントファミリー審査書

類情報（ドシエ情報）を一

括表示ができるシステム

（OPD）のシステム要件の

検討が計画どおりに進め

られたか。 

 

 特許情報プラットフォーム

のさらなるサービス向上

〈主要な業務実績〉 

 

 

①工業所有権情報の普及・提供の主役を担う「特許情報プラットフォーム（J-

PlatPat）」の運用では、原則 24 時間体制で運用するとともに、費用対効果比を

勘案して必要不可欠な機能改善を図った。さらに、「知的財産推進計画２０１

４」（平成２６年７月４日）で示された画像意匠公報検索支援ツールを開発し、平

成２７年１０月にユーザーの利用に供した。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

◆特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）の 24 時間体制の運用 

定期メンテナンス等を除き、原則２４時間、通年で運用し、稼働率９９％以

上でサービスを提供した。 

 

◆自動データダウンロード等の不正アクセスへの対応 

ロボットアクセスソフトによる大量データの検索とダウンロード行為は、一

般の利用者にとって障害になることから、ロボットアクセスに対する制限を

迅速に行った。 

 

◆機能改善への対応 

＜平成 28 年 1 月＞ 

 国際意匠登録出願検索への対応 

 商標国際分類第 10-2016 版への対応 

 審判公報 DB（英語版）のリリース 

 公報掲載住所マスクへの対応 

    ＜平成 28 年 3 月＞ 

 特許庁とのデータ共通化（特許・実用新案）への対応 

 画像意匠分類検索への対応 

 ◆特許公報等の情報一括ダウンロードサービスの開始 

特許公報等の情報一括ダウンロードサービスの機能整備を行い、平成 27

年 3 月から、特許情報提供事業者等に対して一括ダウンロードサービス

を開始した。 

 

 ◆パテントファミリー情報の表示機能提供に向けた取り組み 

１つの発明に関して各国での権利取得状況を容易に調べることができる

パテントファミリー情報の表示機能の搭載については、日米欧中韓の五

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ  

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で

掲げる取組を全て確実

に実施したことに加え、

年度計画で掲げた中期

目標等で設定された目

標を超える高い数値目

標を超過する成果を上

げたこと。 

 

② 工業所有権情報提供シ

ステムの経費を大幅に

削減しながら、ユーザー

サービスの水準を格段

に向上させたこと。 

 

③ 平成２７年３月にサービ

ス提供を開始した特許

情報プラットフォームに

関し、広報活動を集中

的に実施し、IPDL の利

用者の移行を円滑に進

めるとともに、機能面で

もユーザーから高い評

価を得たこと。 

 

④ 平成２７年１０月にリリ

ースされた画像意匠公

報検索支援ツールにつ

いて概ね高い評価を得

た結果、画像デザイン

に関する登録要件を緩
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提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（J-PlatPat）が備える機能

を利用して、平成２７年４

月より、「産業構造審議会

知的財産分科会とりまと

め」（平成２６年２月２４日）

に示された特許公報等の

情報の一括ダウンロード

サービスの提供を開始す

る。 

 

 「産業構造審議会知的財

産分科会とりまとめ」（平

成２６年２月２４日）に示さ

れたパテントファミリー（あ

る特許庁に出願した特許

出願と他の国の特許庁に

優先権主張期間内に優先

権を主張して出願された

同一の特許出願から生じ

るすべての特許文献のこ

とをいう）情報の参照につ

いては、我が国特許庁が

主導して構築された日米

欧中韓の五大特許庁のパ

テントファミリー審査書類

情報（ドシエ情報）を一括

表示ができるシステム、い

わゆる「ワン・ポータル・ド

シエ」（One Portal Dossier: 

OPD）の一般公衆への提

供に向け、システム要件

の検討を開始する。 

 

 「特許庁業務・システム最

適化計画」（平成２５年３

月１５日改定）の進捗にあ

わせた平成２８年度以降

の特許情報プラットフォー

ムのさらなるサービス向

上に向けて、システム構

成の検討を行う。 

 

 上記検討においては、「特

許庁業務・システム最適

化計画」（平成２５年３月１

５日改定）の進捗に伴い、

特許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）の一部に利

用するシステム（データベ

ース等）が段階的にリプレ

ースされることを踏まえ、

アーキテクチャ設計、モジ

ュールを分割して行うアプ

リケーション設計等の各種

観点を考慮し、将来のシ

ステム移行コストの増大を

招かない柔軟でコストパフ

ォーマンスの高い構成を

目指す。 

に向けたシステム構成の

検討が計画どおりに進め

られたか。 

 

 画像デザイン意匠公報検

索支援ツールを開発し、

平成２７年１０月を目途に

ユーザーにサービスを提

供できか。 

 

 特許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）の平成２７年

度の管理・運用経費が、

特許電子図書館（IPDL）

の管理・運用経費の期中

平均値の９０％を下回っ

たか。 

 

 特許情報プラットフォーム

の説明会を年間３０回以

上開催、ガイドブックや利

用マニュアル等の配布に

よる周知活動により、特

許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）の利用者検

索回数は年間９，０００万

回以上を達成したか。 

 

 特許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）の利用者の

要望等に関する調査を実

施し、現行システムへの

満足度、改善要望等の収

集と分析を行ったか。 

 

 中期計画・年度計画で掲

げる取組以外で目標を達

成するために行った特筆

すべき取組はあるか。 

 

 

大特許庁が推進しているワン・ポータル・ドシエの一般公衆への開放を活

用して実現することとし、平成２８年度からサービス提供ができるように、

システムの要件定義と基本設計等を実施した。 

 

◆将来の特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）に関する検討 

「特許庁業務・システム最適化計画」（平成２５年３月１５日改定）の進捗に

あわせた平成２８年度以降の特許情報プラットフォームのさらなるサービ

ス向上に向けたシステム（データベース等）が段階的にリプレースされるこ

とを踏まえ、以下の事項に関する検討を行うため、調査事業を開始した。 

＜次期の J-PlatPat システムに関する調査検討項目＞ 

 効率的かつ安定稼働できる次期 J-PlatPat システムの基本アー

キテクチャに関すること。 

 基本アーキテクチャに基づく基幹システムのモジュール分割設計

に関すること。 

 各ソフトウェアコンポーネントが相互にやりとりするために使うイン

タフェースであるアプリケーションプログラミングインタフェース

（API）に関すること。 

 システムへの不正侵入等のリスクを低減するための手立てに関

すること。 

 ランニングコストのみならず、システムの一部機能の改造に伴うコ

ストに関すること。 

 その他、機能強化に関すること。 

 

◆画像意匠公報検索支援ツールのサービス提供開始 

最新のイメージマッチング技術を利用した画像意匠公報検索支援ツール

を開発し、平成２７年１０月１日からサービスの提供を開始した。 

 

◆画像意匠公報検索支援ツールの普及・広報及び意見・要望等の収集 

〔普及・広報活動〕 

画像意匠公報検索支援ツールの操作方法に関する説明会を開催 

〔意見・要望の収集〕 

画像意匠出願の多い業界団体を中心に、意見や要望を聴取 

→ 整理した要望は、平成２８年度の改造項目に反映する予定 

 

◆産業財産権情報提供サービス経費の削減の取組と実績 

特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）の平成２７年度の管理・運用経費の

削減に努めた。 

    〔実績〕 特許電子図書館（IPDL）の期中平均値に対し約６５％に削減 

           目標値であった 90％以下に対し、大幅なコスト削減を実現 

 

 
 

和するという意匠審査

基準の大きな改訂が実

現する一助となったこ

と。 

 

〈課題と対応〉 

① 次期J-PlatPatシステム

の基本アーキテクチャ

等の検討を重ね、次期

システムによるサービス

提供に関する調達準備

を進めることが最大の

課題となっている。 

 

② 新たな産業財産権情報

提供サービス事業（特

許情報プラットフォーム

（J-PlatPat））について、

利用拡大に向けた周知

活動や説明会を行うと

ともに、ユーザーの利便

性の向上も着実に進め

ていくことが課題の１つ

である。 

 

③ J-PlatPat 等の産業財

産権情報サービスの成

果（アウトプット）は利用

数とされているが、波及

効果（アウトカム）につ

いては、平成 27 年度か

ら検討を開始しているも

のの、結論を得るには

至っていない。測定可

能 な 指 標 を 定 め る た

め、平成 28 年度も継続

的に検討をすることが

課題となっている。 

 

④ これらの課題のうち、①

と②に掲げたものにつ

いては、平成 28 年度に

具体化を進める予定と

している。 

 

⑤ 一方、②に掲げた波及

効果（アウトカム）に関

する検討については、

平成 28 年度中に方向

性を取りまとめ、平成 29

年度から指標に基づく

モニタリングを開始する

ことを予定している。 
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②中小・ベンチャー企業等を

対象に、特許電子図書館

の説明会を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「産業構造審議会知的財

産分科会とりまとめ」（平

成２６年２月２４日）及び

「知的財産推進計画２０１

４」（平成２６年７月４日）に

おいて、画像デザインにつ

いて、事業者のクリアラン

ス負担を軽減すべくインフ

ラ整備を進める必要があ

るとされたことを受け、ユ

ーザーが作成した画像デ

ザインと意匠公報に掲載

された画像デザインを機

械的に照合し、画像デザ

インの意匠公報を、より似

ていると認識された順番

に閲覧することを可能とす

る、最新のイメージマッチ

ング技術を利用した画像

デザイン意匠公報検索支

援ツールを開発し、平成２

７年１０月を目途にユーザ

ーの利用に供することとす

る。さらに、当該ツールの

操作法に関する説明会の

開催及び業界団体等を通

じた広報と普及活動によ

って本ツールの利活用を

促すとともに、利用者から

の意見・要望については

アンケート等を通じて収集

し、利用状況の把握、分

析等を行う。 

 

 特許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）の中期目標

期間の最終年度（平成２７

年度）の管理・運用経費

が、平成２７年３月に廃止

し た 特 許 電 子 図 書 館

（IPDL）の管理・運用経費

の期中平均値の９０％を

下回ることを目標とする。 

 

 

②特許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）の機能と操作

方法に関する広報活動を

推進する。情報・研修館

主催の説明会、官民の諸

団体や中小企業等からの

個別要請に応じて開催す

る説明会（講師派遣も含

む）を年間３０回以上開催

するとともに、ガイドブック

や利用マニュアル等を政

府関係機関や民間団体

等を通じて広くユーザー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②平成２７年３月にサービス提供を開始した特許情報プラットフォーム（J-

PlatPat）の利用促進、及び旧来の特許電子図書館（IPDL）ユーザーのスムー

スな J-PlatPat への利用移行を図るため、説明会を全国各地で開催した。そ

の結果、J-PlatPat の利用増につながった。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

◆特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）の利用促進に関する取組 

特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）の利用者が同サービスを円滑に利

用できるよう、機能と操作方法に関して以下の広報活動を実施した。 
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に頒布し普及することによ

って、利用者拡大を図るこ

ととし、検索回数は年間９

千万回を目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全国各地で開催した説明会（平成 27 年度実績） 

 初心者説明会：16 回 

 団体・企業等の要請に応えた個別説明会：41 回 

計 57 回 

     （参考）受講者の反応の代表例 

 ユーザーインターフェイスが使いやすい 

 新機能が役に立つ、等 

 利用マニュアル・ガイドブック編纂・作成 

  H26 年度 H27 年度 

J-PlatPat 利用マニュアル 13,000 部 7,500 部 

J-PlatPat ガイドブック 28,000 部 29,000 部 

 

 展示会等でのデモンストレーション 

 各種展示会等でデモを実施 

 1,700 名の参加者があった「グローバル知財戦略フォーラム」

でも実演ブースを設置 

 

以上の取組の結果、ユーザーを特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）へ

混乱なく導くことにより、検索回数９，０００万回以上の年度計画に掲げた

数値目標を超過達成。 

 

◆特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）の検索利用回数 

   （検索利用回数の推移（平成 26 年度までは特許電子図書館のもの） 

 
 

成果（アウトプット）： 115,961,464 回 （平成２７年度実績値） 

↓ 

年度計画に掲げた目標値（90,000,000 回）の１２９％ 

 

◆特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）に対する評価結果 

特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）の利用者に検索機能・検索結果表

示機能・文献閲覧機能等に関するアンケート及び説明会等における意見

聴取によるユーザー評価結果は以下のとおり。 

 

高い評価があった項目（代表的な意見） 今後の改善要望 

◇検索機能が向上し、ユーザーインターフ

ェイスが改善され操作しやすくなった。 

◇Ｊ-Ｇｌｏｂａｌとの連携により、特許等の技

術文献と学術文献を一度に検索・閲覧

可能になった。 

◇印刷機能の改善 

  

◇検索結果等の表示レイ

アウトの改善 
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000 その他
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初心者
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特許・実用
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③情報・研修館が提供する

サービスの利用の拡大を

図るため、特許電子図書

館にアクセスしたユーザ

ーに相談業務等の取組を

紹介する。 

 

 

 

 

 

④特許庁が定める方針に基

づき、特許庁における審

査経過等の工業所有権

情報について全件（未公

開情報は除く）を標準的な

フォーマットに変換し、外

部に提供する。なお、本

業務については、「特許庁

業務・システム最適化計

画」に基づく特許庁の新

事務処理システム開発の

進展及び効果を踏まえて

廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③特許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）のお知らせス

ペースを活用して、情報・

研修館の民間向けの研

修情報、相談サービス情

報、イベント情報等を適宜

掲載することにより、広範

な ユ ー ザ ー に 対 する 情

報・研修館の事業周知と

利用を促す。 

 

④特許庁が保有する特許・

実用新案・意匠・商標のマ

スタ情報を、XML 形式及

び SGML 形式に変換・編

集して「整理標準化デー

タ」を作成し、引き続き確

実に民間等のユーザーに

提供する。民間の特許情

報提供事業者等に提供す

る「整理・標準化データ」

は、毎週の提供体制を確

立することにより、データ

更新日より 25 日以内に民

間等の事業者がデータを

利用可能にすることを目

標とする。 

 

 ◆特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）利用の波及効果（アウトカム）の検討 

    J-PlatPat 利用者は、概ね以下の者が多数を占めると想定される。 

 企業、大学、研究機関等の知的財産部員 

 弁理士等の知財専門家 

 技術動向やビジネストレンド等の分析を行う専門家 

 企業、大学、研究機関等の研究者 

 知財学習に取り組む学生・生徒等 

    利用目的は、概ね以下のようなものと想定される。 

 出願前の先行文献調査 

 他者が出願した特許等のステイタス（審査請求、権利化等）の把握 

 技術動向分析結果を利活用した研究開発方針の決定 

 特許ポートフォリオ分析等のビジネス利活用のための分析 

 商標、意匠等の権利化状況の分析 

 外国特許文献抄録のサーチ 

 その他 

 

 こうした検討結果を踏まえると、様々に利活用される J-PlatPat の波及

効果（アウトカム）を測定する指標も様々なものが候補になりうる。 

 特許等の産業財産権制度は、産業の発展のための制度であることを勘

案すると、産業財産権情報の提供を担う J-PlatPat の波及効果（アウト

カム）も、最終的には産業における事業活動の成果、すなわち経済効果

と考えるのが自然である。 

 平成２７年度末までの検討段階では、「J-PlatPat 等の産業財産権情報

提供サービスの波及効果（アウトカム）を測定する指標として最も妥当な

ものは何か」という設問に対する回答はまだ出ていない。 

 J-PlatPat の波及効果（アウトカム）を測定する指標の検討は、継続検

討課題であり、平成２８年度においても検討を進め、何らかの測定可能

な指標を定めたいと考えている。 

 

③特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）のトップページに情報・研修館主催のイ

ベント、研修等の案内を随時掲載する等の取組は着実に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④中期計画・年度計画に定められたとおり、公開不可情報を除く全件について整

理標準化データを作成し、ユーザーに提供した。主要な業務実績は以下のと

おり。 

◆整理標準化データの作成及び提供 

   （作成・提供件数の推移） 

 
 

 

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000
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整理標準化データの作成・提供では、毎週１回のデータ作成・提供ができ

る体制を確立し、不正データを除き、特許庁が更新するデータの全件に

ついて、データ更新日から 25 日以内に民間の事業者等に提供した。 

    

   平成 27 年度の成果：19,177,383 件のデータを提供 

 

◆整理標準化データの作成・提供事業の廃止について 

第三期中期目標及び中期計画に掲げられている事業廃止については、

「特許庁業務・システム最適化計画」が改定されたことを踏まえ、特許庁と

協議の結果、第三期中期目標期間での廃止を見送り、改定された「特許

庁業務・システム最適化計画」と整合する時期に段階的に廃止することと

なった。 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

 

【特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）に関する特筆すべき取組と成果】 

① J-PlatPat のサービス提供前後の普及・広報に関する取組 

 ユーザーが IPDL から J-PlatPat に円滑に移行できるよう、以下の取組

を実施 

 全国各地で説明会を計 57 回開催 

 マニュアルとガイドブックを編纂し、大量配布 

 ホームページにも電子版マニュアルとガイドブックを掲載 

 

② J-PlatPat の成果（アウトプット）：検索利用回数 

      J-PlatPat：115,961,464 回 （平成２７年度実績値） 

        → 中期目標・計画の目標値に対して、145％ 

        → 年度計画の目標値に対して、129％ 

        → 前年度実績に対して、108％ 

 

③ J-PlatPat の安定的なサービス提供 

稼働率９９％以上で、安定的にサービスを提供 

 

④ J-PlatPat に対するユーザー評価 

      初心者、中上級者から高い評価 

 

⑤ J-PlatPat の運用コスト低減 

      年度計画に掲げた目標値（90％以下にコストダウン）に対して、65％ま

でコストダウンを実現 

 

【画像意匠公報検索支援ツールに関する特筆すべき取組または成果】 

① 平成２７年１０月１日に画像意匠公報検索支援ツールをリリース 

 

② 業界、専門家等から、提供した機能に対し「期待していた以上の性能と使い

やすさ」という声が多数 

 

  

 （２）他国の工業所有権庁と

の工業所有権情報の交換

及び情報の活用 

 

ユーザーニーズに応える

とともに特許庁の審査等

に資するため、他国の工

業所有権情報の収集、保

管及び管理を行うととも

に、ユーザーの要請の強

い工業所有権情報につい

て和文抄録を作成し、一

般に提供する。また、他

国における我が国出願人

（２）他国の工業所有権庁と

の工業所有権情報の交換

及び情報の活用 

 

①他国の工業所有権情報

の収集、保管及び管理を

行うとともに、ユーザーニ

ーズの高い工業所有権情

報について、毎年度２６万

件以上の和文抄録を作成

し、提供する。 

 

 

 

（２）他国の工業所有権庁と

の工業所有権情報の交換

及び情報の活用 

 

①他国の工業所有権庁と工

業所有権情報の交換を確

実に実施し、他国から受

け入れた工業所有権情報

を適切に保管・管理する。 

 

 工業所有権情報交換のメ

ディアレス化に関し、他国

の工業所有権庁への提供

については、情報・研修館

〈評価の視点〉 

 

 

 

 我が国のユーザーニーズ

及び我が国特許庁の審

査・審判ニーズに応える

ため、外国の特許情報を

確実に収集・保管・管理し

ているか。 

 

 特許庁が行う他国との情

報交換のためのメディア

レス化支援システムの運

〈主要な業務実績〉 

 

 

 

①他国の工業所有権情報を収集、保管、管理し、欧米の公報の和文抄録を作成

し、J-PlatPat 等で提供した。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

◆他国の工業所有権情報の収受におけるメディアレス化 

 特許庁が必要とする米国特許商標庁（USPTO）、欧州特許庁（EPO）等

他国の工業所有権データ（米国公開公報テキストデータ等の工業所有

権情報）を収集するに当たり、平成２５年１１月から順次 CD／DVD 等の

記録メディアを介した情報の送受を、インターネット通信回線経由で直接

収集する方式に切り替えたところ。 

 平成２７年８月から特許庁が「FOPISER」を正式リリースしたことに合わ

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：A 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で

掲げる取組を実質的に

全て確実に実施し、数

値目標を越える取組を

行い、成果（アウトプッ

ト）が目標値の 100％を

5％以上越えたこと。 

 

 

〈課題と対応〉 
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の権利の的確な保護に貢

献するため、特許庁が保

有する工業所有権情報の

英文抄録を作成し、他国

の工業所有権庁に提供

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②特許庁が発行する公開特

許公報の英文抄録を全件

作成し、他国の工業所有

権庁に提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が構築・整備したメディア

レス情報交換システムの

特 許 庁 に よ る 利 用 に 関

し、年度中期まで引き続き

運用支援を行う。 

 

 他国から受け入れた工業

所有権情報のうち、ユー

ザーの関心が特に高い米

国公開公報、米国特許公

報、欧州公開公報等につ

いては、従前のとおり、明

細書の和文抄録を人手翻

訳により年間２６万件以上

作成し、特許庁へ提供し、

審査に資するとともに、特

許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）を使って一般

ユーザーの検索・閲覧に

供する。 また、ユーザー

の関心が急速に高まって

い る 中 国 文 献 に つ い て

は、従前の中国公開特許

の 和 文 抄 録 （ 特 許 庁 作

成）、中国実用新案機械

翻訳和文抄録（情報・研修

館作成）を引き続き特許

情報プラットフォーム（J-

PlatPat）を通じて提供す

る。なお、平成２７年１月５

日から特許庁が本格運用

を開始した中国・韓国語

の特許文献を日本語で検

索可能な「中韓文献翻訳・

検索システム」（機械翻訳

による）も特許情報プラッ

トフォーム（J-PlatPat）か

ら利用できる状況を継続

する。 

 

 

②他国の工業所有権庁にお

ける実体審査等において

我が国の特許文献を先行

技術調査等で利用できる

よう、特許庁が発行する

全ての公開特許公報につ

いて、英文抄録（Patent 

Abstracts of Japan：PAJ）

を作成し、他国の工業所

有権庁に提供する。また、

各国の一般ユーザーが我

が国の特許文献を英文で

検索できるよう、特許情報

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム （ J-

PlatPat）の英語版にも掲

載する。 

 

 

用支援は適切に実施した

か。 

 

 我が国ユーザーのニーズ

が高い外国の特許公報

情報について、２６万件以

上の和文抄録を作成し、

特許庁に提供するととも

に、特許情報プラットフォ

ームを通じて一般ユーザ

ーに提供したか。 

 

 中国公開特許の和文抄

録（特許庁作成）、中国実

用新案機械翻訳和文抄

録（情報・研修館作成）を

特許情報プラットフォーム

（J-PlatPat）を通じて提供

しているか。また、「中韓

文献翻訳・検索システム」

（機械翻訳による）も特許

情報プラットフォーム（J-

PlatPat）から利用できる

状況を継続しているか。 

 

 外国特許庁の実体審査

等において我が国の特許

文献を先行技術調査等で

利用できるよう、我が国

特許庁が発行する公開

特許公報の全件につい

て、英文抄録（PAJ）を作

成し、各国の工業所有権

庁に提供し、F ターム検索

コードの解説情報を英訳

し、外国特許庁に提供し

たか。 

 

 外国の一般ユーザーが

我が国の特許文献を検

索できるよう、PAJ を新た

な産業財産権情報提供

サービス（英語版）で検索

できるようにしているか。 

 

 和文抄録、英文抄録、Ｆタ

ーム解説情報の英訳の

翻訳品質評価を行う等、

翻訳品質の向上に努め

たか。 

 

 中期計画・年度計画で掲

げる取組以外で目標を達

成するために行った特筆

すべき取組はあるか。 

せ、他国との工業所有権情報データ交換は「FOPISER」において保管・

管理することとした。 

 

◆欧米公報の和文抄録の作成 

 ユーザーニーズが高い米国公開特許明細書、米国特許明細書及び欧

州公開特許明細書について、目標値の 26 万件を上回る和文抄録を作

成した。 

 作成した和文抄録は、特許庁に審査用資料として提供するとともに、特

許情報プラットフォーム（J-PlatPat）に掲載して一般の利用に供した。 

 和文抄録の作成実績は 280,434 件であり、目標値の 108％であった。 

 
 

◆中国・韓国文献への J-PlatPat を介した提供 

 ユーザーの関心が高まっている中国公開特許の和文抄録（特許庁作

成）、中国実用新案機械翻訳和文抄録（情報・研修館作成）を、特許情

報プラットフォーム（J-PlatPat）を通じて提供した。 

 特許庁が提供する「中韓文献翻訳・検索システム」（機械翻訳による）に

ついても、特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）からリンクを設定し、一

般ユーザーが容易に利用できる環境を提供した。 

 

 

 

 

 

 

②他国における我が国出願人の権利を的確に保護するため、特許庁が平成 27

年公報発行計画に基づいて発行した公開特許公報について、その全件の英

文抄録（PAJ）を作成した。主要な業務実績は下記のとおり。 

 

◆英文抄録（PAJ）の作成実績 

   平成 27 年度は特許庁が H27 年 1 月～12 月発行した全件を作成した。 

 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

PAJ 

作成件数 
259,701 257,458 258,913 241,728 249,301 

 

 ◆英文抄録（PAJ）の提供実績 

 他国における我が国出願人の権利を的確に保護するため、他国の工業

所有権庁に英文抄録（PAJ）を提供した。 

  → 83 カ国・機関に送付 

 英文検索を希望する一般ユーザーが PAJ を閲覧できるよう、特許情報

プラットフォーム（J-PlatPat）の英語版に掲載した。 

 

 

①今後とも着実に翻訳事業

等を進めるとともに、事業

の効率化や翻訳の質の

向上に努めることが課題

である。 

 

②上記の課題に対応する

ため、第四期中期目標期

間において当該事業の

効率的な遂行方策を検

討し、実施可能なものか

ら順次実施することを予

定している。 

0
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③特許庁が発行する公報の

書誌データを全件整理し、

他国の工業所有権庁に提

供する。また、Ｆターム等の

検索コードに関する情報に

ついては英訳し、提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 和文抄録、英文抄録、英

語版Ｆターム解説書等の

翻訳品質の維持及び向

上に反映させるため、客

観的なサンプル調査を毎

年度実施する。 

 

 

③特許庁が発行する全ての

公報の書誌データについ

て、特許庁と他国の工業

所有権庁との合意に基づ

くフォーマットに則って加

工・編集し、他国の工業

所有権庁に提供する。ま

た、我が国の特許文献の

効率的な検索に使われる

検索ツールであるＦターム

等の解説も英訳し、他国

の工業所有権庁に提供す

るとともに、特許情報プラ

ットフォーム（J-PlatPat）

の英語版に掲載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 情報・研修館が人手翻訳

によって作製する和文抄

録、英文抄録、英語版Ｆタ

ーム解説書等について、

第三者機関による翻訳品

質の調査を実施し、これ

によって翻訳品質 の維

持・向上に努める。 

 

 

③特許庁が発行する公報の書誌データは、他国の工業所有権庁との合意に基

づくフォーマットで加工・編集し、F ターム等の解説文書を英訳し、それらを他国

の工業所有権庁に提供するとともに、特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）に

も掲載した。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

◆特許公報等の書誌データの加工・編集 

 特許庁が発行する公報（公開、公表、登録）全件の書誌データを加工・

編集 

 加工した書誌データは、欧州特許庁（EPO）、韓国特許庁（KIPO）、中国

国家知識産権局（ＳＩＰＯ）、ロシア特許庁(Rospatent)、世界知的所有権

機関（WIPO）へ提供 

公報 

種別 
H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

公開 264,618 件 254,175 件 252,686 件 243,145 件 220,574 件 

公表 29,076 件 37,148 件 42,891 件 36,724 件 37,614 件 

登録 248,999 件 265,593 件 278,698 件 241,699 件 198,699 件 

実用 7,604 件 8,072 件 7,391 件 7,074 件 6,804 件 

合計 550,297 件 564,988 件 581,666 件 528,642 件 463,691 件 

 

 ◆F ターム検索コードの解説書類の英訳 

 平成２７年度実績：30 テーマ分の英訳を実施 

 英語版 F タームは、J-PlatPat 英語版にも掲載 

 

④特許庁に提供する翻訳文書（和文抄録及び英文抄録）について、翻訳品質の

維持・向上を目的として、国際特許分類の全８セクションを対象とし、外部の専

門家により評価を実施した。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

 ◆翻訳品質の維持・向上のための取組 

〔翻訳品質の評価〕 

対象数 

 和文抄録（米国・欧州）：276 件 

 英文抄録（公開特許）：200 件 

評価の観点 

 言語の内容が正確に翻訳されているか 

 専門用語が正しく翻訳されているか 

 翻訳文として正しい表現になっているか 等 

〔翻訳品質の維持のための調査〕 

今後の翻訳品質の維持・向上策の検討に資するため、翻訳業者等

に対し、アンケート調査を実施した。 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

 

  特になし 

 

  

 （３）審査結果等情報の提供

システムの整備・運用 

 

他国における的確な審査

を促進し、我が国出願人

のこれらの国における迅

速かつ的確な権利取得に

貢献するため、特許庁が

行った審査の結果や出願

書類等に関する情報を機

械を用いて英訳して他国

の工業所有権庁に提供

するシステムを整備し、運

用する。 

（３）審査結果等情報の提供

システムの整備・運用 

 

①他国の工業所有権庁や

関連機関の審査官が、我

が国の出願に係る審査結

果情報、出願書類及び拒

絶理由通知等の審査関

連情報並びに引用文献情

報にインターネットでアク

セスし、機械翻訳システム

で翻訳された英語情報を

容易に参照することが可

能なシステムの整備・運

（３）審査結果等情報の提供

システムの整備・運用 

 

①他国の工業所有権庁にお

いて我が国特許庁の審査

結果情報や審査経過情

報を利用できる環境を提

供することにより、我が国

出願人の他国における権

利取得を迅速化すること

を目的として、我が国の

出願に係る審査結果情報

や経過情報等を英語に機

械翻訳して他国の工業所

〈評価の視点〉 

 

 

 外国特許庁の審査にお

いて、我が国出願の審査

結果や審査経過情報を

参照することにより、当該

国の審査の効率化と審査

の質の向上、我が国出願

人の他国での適切な権

利取得を促すために整

備・運用している、高度産

業 財 産 ネ ッ ト ワ ー ク

（AIPN）を的確に運用した

〈主要な業務実績〉 

 

 

①日本国特許庁が行った審査の結果や出願書類等に関する情報を機械翻訳に

より英訳して他国の工業所有権庁に提供する AIPN システムを２４時間体制で

安定的に運用した。主要な業務実績は以下のとおり。 

 ◆AIPN システムの運用による他国の工業所有権庁への審査結果等の提供 

    （AIPN 利用国・機関） 

  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

新規登録

機関の数 
16 5 3 2 2 

登録機関

数の総計 
56 61 64 66 68 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で

掲げる取組を全て確実

に実施したことに加え、

システムを 24 時間体制

で安定的に運用し、計

画を越える取組を行っ

たこと。 

 

② AIPN システムの安定稼
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 用を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

②基幹機能である機械翻訳

システムの精度向上を図

るため、語彙数の増強と、

これに伴う翻訳機能の強

化を行う。 

 

有権庁に提供する高度産

業 財 産 ネ ッ ト ワ ー ク

（ Advanced Industrial 

Property Network：AIPN）

システムを的確に運用す

る。 

 

 

②高度産業財産ネットワー

ク（AIPN）の基幹機能であ

る機械翻訳システムの翻

訳 精 度 を 向 上 さ せ る た

め、語彙数を増強し、これ

に よ っ て 翻 訳 機 能 の 改

善・強化を進める。 

 

か。 

 

 AIPN の機械翻訳の精度

向上のため、外国特許庁

等の要望も反映して翻訳

辞書の語彙数を増強した

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②AIPN システムの基本機能である機械翻訳の精度向上を図るため、機械翻訳

辞書に辞書データの追加登録を実施した。 

 

 ◆辞書に増強した語彙数 

    平成２７年度に増強した辞書の語彙数：5,030 語 

→ 累計 101,248 語 

 

働とシステムの性能を

左右する機械翻訳精度

の向上に努める中で、

新興国の工業所有権庁

からの新規登録が続く

など、システム増強によ

る 波 及 効 果 （ ア ウ ト カ

ム）が生じていること。 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

 

①AIPN システムの２４時間体制の安定稼働を行うとともに、AIPN システムの性  

能を規定する機械翻訳の精度を向上するため、辞書の語彙数の増強を行い、

新興国の工業所有権庁を中心に、新規登録利用機関が着実に増加するなど、

波及効果（アウトカム）が生まれていること。 

 

  

 ［工業所有権関係公報等閲

覧業務］中央資料館として

の工業所有権情報の提供 

 

公報等の閲覧におけるユー

ザーの利便性向上を図るた

め、相談業務及び工業所有

権情報普及業務とも連携し

つつ、工業所有権の保護に

関するパリ条約に基づく「中

央資料館」として、ユーザー

に対して工業所有権情報を

確実に提供する。 

 

（１）中央資料館としての確

実な情報提供 

 

「中央資料館」として、内

外の工業所有権情報・文

献を収集し、閲覧室を通

じて工業所有権に係る確

実な情報提供を行う。特

に我が国の公報情報につ

いては、公報発行日に即

日閲覧に供するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［工業所有権関係公報等閲

覧業務］中央資料館として

の工業所有権情報の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）中央資料館としての確

実な情報提供 

 

①パリ条約に基づく「中央資

料館」として、内外の工業

所有権情報・文献を収集

し、閲覧室においてユー

ザーに対する情報提供を

確実に行う。 

 

 

 

 

①我が国の公報情報につい

ては、公報発行日に遅滞

なく即日閲覧に供する。 

 

 

 

 

 

 

［工業所有権関係公報等閲

覧業務］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）中央資料館としての工

業所有権情報の提供 

 

①パリ条約に定められた「中

央資料館」の機能を果た

すために、国内外の工業

所有権情報と文献を確実

に収集し、情報・研修館の

公報閲覧室においてユー

ザーの閲覧に供する。 

 

 

 

②我が国の公報情報の提

供については、公報発行

日に遅滞なく即日閲覧に

供する。 

 

 

 

 

 

〈評価の視点〉 

 パリ条約に基づく中央資

料館として内外の工業所

有権情報・文献を確実に

収集したか。 

 

 我が国の公報情報の提

供については、公報発行

日に遅滞なく閲覧に供し

たか。 

 

 高度な検索が可能な閲

覧用機器（特許審査官端

末と同等性能機器）及び

CD-ROM・DVD-ROM 公

報閲覧機器を適切に運用

したか。 

 

 閲覧用機器の講習会を

月１回以上開催したか。 

 

 閲覧室に検索指導員を複

数名配置し、スキルアッ

プ 研 修 を 適 時 開 催 し た

か。 

 

 閲覧室利用者の要望等

を調査するとともに、閲覧

用機器の利用状況をモニ

タリングし、調査データ等

を蓄積したか。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①パリ条約に基づく「中央資料館」として、国内外の工業所有権情報・文献を収

集・整理し、行政機関の休日に関する法律で指定する日以外の全日、閲覧室

を通じて利用者への閲覧に供した。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

◆閲覧可能な内国公報と外国公報 

  紙 CD/DVD ﾏｲｸﾛﾌｨﾙﾑ 

内国公報 約 12 万冊 4,748 枚 14,469 巻 

外国公報 約 24 万冊 34,469 枚 9,700 巻 

 

 

②我が国の公報情報の提供については、DVD-ROM 等により公報発行日に年

間を通して全件即日閲覧に供した。 

◆公報閲覧室の利用者数 

     H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

利用者数 12,883 12,318 10,632 9,779 9,331 

 

 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

 根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で

掲げる取組を全て確実

に実施したこと。 

 

② CD／DVD-ROM 公報閲

覧用機器に最新の検索

ソフトを倍増して実装し

た こ と で 、 CD ／ DVD-

ROM 公報閲覧用機器

の利 用 者 が前 年 比で

135 ％ の 増 と な っ た こ

と。 
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（２）閲覧サービスの向上 

 

出願人などのユーザーが

より高度な検索が可能な

閲覧用機器（特許庁の審

査官が使用するコンピュ

ータ端末と同等機能の端

末）を閲覧室等に整備し、

サービスの充実を図る。

閲覧用機器については、

「特許庁業務・システム最

適化計画」の進展による

工業所有権情報普及業

務の効率化に合わせ、ユ

ーザーの利用状況に応じ

て見直しを行う。 

 

（２）閲覧サービスの向上 

 

① 出願人などのユーザー

がより高度な検索が可能

な閲覧用機器（特許庁審

査官が使用するコンピュ

ータ端末と同等機能の端

末）を閲覧室等において

提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「特許庁業務・システム最

適化計画」の進ちょく状

況も踏まえつつ、効率的

に閲覧業務を実施するた

め閲覧室の利用状況等

に応じて閲覧用機器の

見直しを行う。 

 

 

 

 

（２）閲覧サービスの向上 

 

① 情報・研修館の公報閲覧

室に設置している高度な

検索が可能な閲覧用機

器（特許庁審査官が審査

に使用する機器とほぼ同

等な機能をもつ機器）、

CD-ROM・DVD-ROM 公

報閲覧用機器等を運用

することにより、閲覧サー

ビスに対するユーザーの

様々なニーズに応える。 

 

 公報閲覧室を利用するユ

ーザーのために、閲覧用

機器の操作方法や効率

的な検索方法等に関する

講習会を月１回以上開催

するとともに、ユーザーか

らの要請に応じ臨時講習

会を随時開催する。講習

会受講者のアンケート調

査により講習会の満足度

と改善要望等を把握す

る。 

 

 公報閲覧室を利用するユ

ーザーの求めに応じて的

確な支援や指導を随時行

えるように、引き続き公報

閲覧室に複数の検索指

導員を配置するとともに、

これら検索指導員に対す

るスキルアップ研修を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 平成２５年度の更新の際

に設置台数等を見直した

閲覧用機器の利用状況

を引き続きモニタリング

し、次期更新の際の検討

用データとして蓄積する。 

 

 

 

〈主要な業務実績〉 

 

①高度な検索が可能な閲覧用機器（特許審査官端末と同等性能をもつ）は、特

許庁の審査官端末のメンテナンス時期に同期して、常に特許庁審査官端末と

同様な高度な検索が可能な状態でユーザーにサービスを提供した。主要な実

績は以下のとおり。 

 

◆高度情報検索機器の利用者数  

 

  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

高度情報

検索機器

利用者数 

7,031 6,576 5,064 4,560 4,338 

 

◆CD/DVD 公報閲覧用機器の利用者数 

CD-ROM、DVD-ROM 公報閲覧は、最新の公報仕様に合わせた検索ソフ

トをユーザーの強い要望により、２から４ライセンスに倍増して実装し、ユ

ーザーに提供した。 

  

 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

CD/DVD 公

報閲覧用機

器利用者数 

986 1,087 1,411 1,455 1,968 

   （注） CD/DVD 公報閲覧用機器の利用者数は増加傾向にあったため、平

成２７年度に、利用者へのサービス水準を向上したところ、平成２７年

度は前年度の 135％に利用者が急増した。 

 

◆「高度情報検索機器」の講習会の開催 

閲覧室利用者の検索技能の向上を図るため「高度な検索が可能な閲覧

用機器」の講習会を開催した。 

 講習会開催回数：12 回 （月１回の頻度で開催） 

 関西エリアの知財担当者等を対象に、「高度検索端末操作スクー

ル講習会」を開催 

→ 関西での講習会開催回数：6 回 

 講習内容の評価 

→ 90％以上の受講者が「有意義」「非常に有意義」と回答 

 

◆検索指導員による利用者への支援 

年間を通し指導員３名体制で利用者に対する支援及び指導を実施 

 利用者等から寄せられたアンケート調査の内容を指導員にフィード

バック 

 CS 研修、画像意匠公報検索支援ツールリリース前の説明会等を

受講 

等によって、指導員の顧客対応力の向上を図った。 

 

 

②「高度情報検索機器」の設置台数の見直し用データを収集してきたところ、１日

当たり、平均 35 名の利用であったものの、ピーク時には 45 名以上になること

から、現行の設置台数は必要と判断される。 
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     〈特筆すべき取組または成果〉 

 

① 利用者の要望等を踏まえ、CD／DVD-ROM 公報閲覧用機器に最新の検索

ソフトを倍増して実装した 

→ その結果、CD／DVD-ROM 公報閲覧用機器の利用者が前年比

135％の増となった。 

 

  

 ［審査・審判関係図書等整

備業務］審査・審判関係資

料の充実及び閲覧等サービ

スの向上 

 

迅速かつ的確な審査の実現

に不可欠な技術文献等の審

査・審判関係資料の収集・

管理を一層充実させるととも

に、ユーザーに対する閲覧

等のサービスの向上を図

る。 

 

（１）審査・審判に関する技

術文献等の充実 

 

国内外の最新の技術水

準を適時に把握できるよ

う、特許協力条約に規定

する国際調査の対象とな

る文献（ミニマムドキュメ

ント）や特許公報以外の

技術文献（非特許文献）

に加え、カタログ等の公

知資料について最新のも

のを収集し、提供する。 

 

 

［審査・審判関係図書等整

備業務］審査・審判関係資

料の充実及び閲覧等サービ

スの向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）審査・審判に関する技

術文献等の充実 

 

① 特許協力条約に規定さ

れている国際調査の対

象となる非特許文献を網

羅的に収集するため、そ

の調達計画を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

② 審査・審判関係資料の充

実を図るため、図書等の

選定においては特許庁

の審査官等の専門的視

点から必要性等を判断

し、国内外の技術文献の

収集を適正かつ効果的

に行う。 

 

 

 

 

③ 最新のデザイン等の情

報を得るため、国内外の

意匠の公知資料（カタロ

グ等）を収集する。 

 

［審査・審判関係図書等整

備業務］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）審査・審判に関する技

術文献等の充実 

 

① 特許協力条約に規定され

ている審査における国際

調査の対象となる非特許

文献（ミニマム・ドキュメン

ト）を漏れなく確実に収集

し、特許庁に提供する。 

 

 

 

 

 

 

② 特許庁の審査官等を含

めた担当者会議を年４回

以上開催することにより、

審査・審判で必要となる

国内外の図書・雑誌等を

選定し、選定された図書・

雑誌等を漏れなく確実に

収集し、特許庁に提供す

る。 

 

 

 

③ 特許庁が指定する意匠

審査に用いる公知資料

（最新のデザインが掲載

される国内外のカタログ

やパンフレット等）を漏れ

なく確実に収集し、特許

庁に提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評価の視点） 

 特許協力条約に規定する

国際調査の対象となる文

献 （ ミ ニ マ ム ド キ ュ メ ン

ト）、特許公報以外の技

術文献（非特許文献）、カ

タログ等の公知資料等に

ついて、最新のものを収

集し、特許庁審査官等に

提供したか。 

 

 特許庁の審査官等を含

めた担当者会議を年４回

以上開催し、国内外の図

書・雑誌等を選定し、網羅

的収集の計画を策定して

収集を行ったか。 

 

 収集したミニマムドキュメ

ント、非特許文献、カタロ

グ等公知資料は、特許庁

における審査等業務に支

障ないよう、迅速に特許

庁に提供したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈主要な業務実績〉 

 

 

① 技術文献、ミニマムドキュメント、カタログの収集にあたり、最新の文献及び

資料を漏れなく収集し、特許庁の審査官に提供した。主要な業務実績は以下

のとおり。 

 ◆非特許文献の収集 

 特許協力条約（PCT）で規定されているミニマムドキュメント、特許庁の

審査に用いる技術文献、商品カタログ等を収集 

       ミニマムドキュメントの収集数：１，８９８冊（６７タイトル） 

 

 電子化されて提供されている技術文献（学術論文等）は、インターネッ

トによる文献提供サービスを使うこととして、重複調達を避け、コスト削

減を図った。 

 

② 特許庁の審査官等を含めた担当者会議を実施し、審査・審判で必要となる国

内外の図書・雑誌等を選定した。担当者会議にて決定されたタイトルは、全て

収集し特許庁に提供した。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

◆担当者会議の開催 

   ５月、８月、１２月、１月の年４回実施 

 

◆内外国図書・雑誌の収集と特許庁への提供 

内国図書：１７４冊 内国雑誌：１０，２１１冊 （４５５タイトル） 

外国図書： ３６冊 外国雑誌： ３，４４５冊 （２３６タイトル） 

 

 

③ 特許庁意匠課からのカタログ収集要請に応じて新製品カタログを収集し、特

許庁に提供した。 

◆意匠審査に用いる内外国の意匠カタログの収集と特許庁への提供 

内国カタログ：１２，０００件, 

外国カタログ： ３，０００件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ｂ 

 根拠は以下のとおり 

 

①中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に実

施したこと 

 

〈課題と対応〉 

①引き続き、業務を確実に

実施するとともに、効率

化や経費の削減に努め

る必要がある。 

 

 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

  

特になし 
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 （２）閲覧等サービスの向上 

 

閲覧環境の一層の整備を

図るため、収集した技術

文献の閲覧等に必要な検

索ツールの整備や文献リ

ストの提供を行う。 

 

（２）閲覧等サービスの向上 

 

閲覧環境の一層の整備を

図るため、収集した技術

文献の閲覧リストを毎月

更新し、ホームページで

情報提供をするとともに、

収集した文献を検索する

機能提供を行い閉架式の

閲覧サービスを行う。 

 

（２）閲覧等サービスの向上 

 

① 情報・研修館が収集・管

理する文献・資料の検索

をユーザーがインターネ

ット回線を介して容易に

行うことができるよう、平

成２７年度からオンライン

蔵書目録（Online Public 

Access Catalog : OPAC）

検 索 シ ス テ ム を 稼 働 さ

せ、本システムの利用促

進を図ることによって、出

願人等のユーザーが文

献・資料等を検索する際

の利便性を高める。 

 

 ユーザーが検索して閲覧

申請した文献・資料につい

ては、申請日から２開館

日以内に閲覧に供すると

いうサービス水準を引き

続き維持する。 

 

〈評価の視点〉 

 審査・審判のために収集

した各種文献・資料のリ

ストを月１回の頻度で更

新し、特許庁審査官のみ

ならず一般ユーザーも当

該リストを検索できるシス

テムを構築し、当該文献・

資料をサーチする全ての

ユーザーの利用に供した

か。 

 

 収集した技術文献資料閲

覧等サービスにおいて、

ユーザーの閲覧申請日

から２営業日以内に閲覧

ができるようにしている

か。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

① 収集した各種文献・資料のリストはホームページでも情報提供し、月１回の頻

度で最新情報を更新し、平成２７年度から運用を開始したオンライン蔵書目

録（Online Public Access Catalog : OPAC）によるサービスを展開した。主要

な業務実績は以下のとおり。 

 

◆図書館システム（OPAC）の導入によるサービス 

平成２７年４月から、図書検索システム（OPAC）の運用を開始し、特許庁

審査官等、さらには一般ユーザー向けに安定的な運用を行った。 

 

◆技術文献資料の閲覧サービス 

技術文献資料閲覧サービスにおいて閲覧申請日から２開館日以内に閲

覧に供するサービスを維持した。 

 

◆審査審判関係資料の閲覧サービス 

審査や審判で使われた資料の閲覧サービスを安定的に行った。 

  閲覧者数：２２５名（２６年度：１５４名） 

  閲覧件数：５４８件（２６年度：３４７件） 

 

※ 特許庁の審査官、一般ユーザーからの閲覧請求に対しては、２開館日以内

に確実に閲覧に供し、年度計画に掲げた数値目標を達成した。 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で

掲げる取組を全て確実

に実施したことに加え、

数値目標を達成したこ

と。 

 

② 平成２７年４月から一般

ユーザーが図書検索シ

ステム（OPAC）を一般

ユーザーも利用できる

ようにしたことにより、ユ

ーザーの利便性が格段

に向上したこと。 

 

（課題と対応） 

① 平成２７年４月から稼働

を開始した図書検索シ

ステム（OPAC）をトラブ

ルなく運用すること、そ

れと同時に広報活動を

強化して利用促進を図

ることが課題である。 

 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

 

① 平成 27 年 4 月から、図書検索システム（OPAC）の運用を開始し、特許庁の

審査官のみならず、一般ユーザーの利便性が向上した。 

 

〔OPAC が提供する一般利用者へのメリット〕 

情報・研修館が所蔵・管理する書籍・文献の所蔵状況について、インター

ネットを使って調べた後に、閲覧申請をすることができ、問い合わせ等に

要した時間が短縮できる 

 

  

 ［工業所有権相談等業務］

相談サービスの充実 

 

中小・ベンチャー企業等の

ユーザーに対する利便性向

上の観点から、工業所有権

に関する相談サービスの強

化を図る。 

 

（１）相談への迅速な対応 

 

面接・電話のほかあらゆ

る形態の相談に対応する

とともに、相談形態ごとに

回答期限（原則、来館及

び電話での相談について

は直ちに、文書及び電子

メールでの相談について

は１開館日以内）を設ける

ことにより、それらに迅速

に対応する。 

 

［工業所有権相談等業務］

相談サービスの充実 

 

 

 

 

 

 

 

（１）相談への迅速な対応 

 

① 相談に迅速に対応する

ため、原則、来館及び電

話での相談については

直ちに回答し、文書及び

電子メールでの相談は１

開館日以内に回答する。 

 

 

 

 

 

［工業所有権相談等業務］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）相談への迅速な対応 

 

① 我が国の特許、実用新

案、意匠、商標の出願と

権利化の手続き等に関す

る対面窓口相談及び電

話相談に対してはその場

で直ちに、文書（郵便、フ

ァックス）及び電子メール

による相談に対しては１

開館日以内で、それぞれ

迅速かつ的確な回答を提

供する体制を引き続き維

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈評価の視点〉 

 来館及び電話による相談

については直ちに、文書

及び電子メールによる相

談については１開館日以

内に回答する体制を維持

したか。 

 

 相談データベースに相談

事項と回答要旨を蓄積し

て相談員で共有、制度改

正説明会等への参加、部

内勉強会の開催、情報・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈主要な業務実績〉 

 

①年度目標に掲げられた出願と権利化の手続き等に関する相談（情報・研修館

の｢産業財産権相談窓口｣で受付）については、以下のとおり迅速かつ的確な

回答を提供した。主要な実績は以下のとおり。 

◆対面相談と電話による相談への対応 

全ての相談（件数：23,018 件）に対し、即座に的確な回答を提供した。 

 

◆文書（電子メール、FAX、封書等による）による相談への対応 

全ての相談（件数：2,289 件）に対し１開館日以内に的確な回答を提供した。 

 

〔参考） 

◆産業財産権相談窓口での相談等対応数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で

掲げる取組を全て確実

に実施したことに加え、

数値目標を大きく越える

成果を得たこと。 

 

② CS 研修や勉強会の実

施により相談員の相談

対応力と知識の向上に
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② 相談データベースに全て

の相談対応情報を蓄積

し、蓄積された情報を共

有することによって相談

業務の改善を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 相談データベースに蓄積

された情報を基に、「産

業財産権相談サイト」に

おける回答事例集を整

備し、ユーザーに提供す

る。 

 

 

持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 工業所有権の出願と権利

化の手続き等に関するユ

ーザーからの相談事項と

相談員による回答要旨を

相談データベースに蓄積

し、その情報を全ての相

談員が共有して回答の水

準を向上する。各相談員

に対しては情報・研修館

の顧客満足度向上研修

の受講を義務づけるとと

もに、特許庁の関連部署

との連携のもとに実施す

る勉強会を随時開催する

こと等によって、相談員の

相談対応力と知識の向上

を図り、顧客満足度をさら

に高める。 

 

③ 相談データベースに蓄積

される情報や関係機関か

らの意見等を参考に、「産

業財産権相談サイト」の

「よくある質問と回答（日

本語版）」に新たな相談回

答事例を追加掲載し、「産

業財産権相談サイト」をよ

り充実することにより、対

面窓口相談や電話相談

の受付時間外の夜間や

休日においても利用者が

課題を解決できる機会を

提供する。産業財産権相

談サイトの利用回数の目

標を年間 250,000 件とす

る。また、「産業財産権相

研修館の独自研修である

ＣＳ研修の受講、管理職

と相談員との意見交換等

によって、相談員の相談

対応力とユーザーの満足

度を高めたか。 

 

 相談データベースに蓄積

した情報をもとに、インタ

ーネットでいつでもどこで

もユーザーが活用できる

「産業財産権相談サイト」

の掲載事例を充実させ、

ユーザーの利用を促進し

たか。 

 

 「産業財産権相談サイト」

のユーザーを対象とする

アンケート調査によって、

ユーザー満足度と改善課

題を把握し、解決可能な

課題に対応したか。 

 

 中期計画・年度計画で掲

げる取組以外で目標を達

成するために行った特筆

すべき取組はあるか。 

 

平成２７年度 個別相談 25,307 件 

（対前年度 個別相談▲1,744 件） 

相談件数は減少傾向にあるが、一部相談項目は顕著に増加した。 

 

◆顕著に増加した相談サービス項目 

出願書類等の書式チェックサービス 

平成２７年度：1,100 件 ← 前年度実績(669 件)の 164％ 

 

◆個別相談内容の内訳割合 

 
  （注）商標に関する相談の比率が高まっている。特許に関する相談は都道

府県に設置された｢知財総合支援窓口｣の利用が増えたことが比率低

下の一因。 

 

②相談者からの質問と情報・研修館が行った回答をデータベースに蓄積し、蓄積

された情報を相談員で共有することにより、相談対応力を向上して相談者に正

確かつ迅速な回答を提供した。主要な実績は以下のとおり。 

◆データベースへの相談・回答要旨の蓄積 

平成２７年：25,307 件を新たに蓄積 

→ 平成２１年度からの総蓄積件数は２４万件 

→ 新たな相談を受け付けた際は、過去の回答例も参考にして回答 

◆ＣＳ研修（顧客対応能力の開発）の受講 

受講者：全ての相談員 

→ 受講者全員が「役立つ」だけでなく「業務に活かせる」との反応 

◆勉強会（法改正対応等）の実施回数 

平成２７年度：55 回  ← 平成２６年度実績値（20 回）に比べ 33 回増加 

 

これらの取組により、高い水準の顧客満足度を維持 

◆顧客満足度（平成２７年度実績値） 

   ・応答内容に満足した顧客：98.8％ 

   ・接客態度に満足した顧客：99.6％ 

 

 

③「産業財産権相談サイト」に設けられた「よくある質問と回答（FAQ）」に新たな

相談回答事例を追加掲載するとともに、同サイトのユーザーインターフェイス

やコンテンツの表示等の機能面の改善も行った。主要な実績は以下のとおり。 

◆FAQ への追加掲載数 

平成２７年度追加掲載数：21 件  （平成２７年度末の総掲載件数：456 件） 

◆産業財産権相談サイトの利用促進と FAQ 検索回数の増加、高い満足度 

相談者への閲覧促進、知財総合支援窓口での利用促進等の取組 

     → 平成２７年度：321,769 回 

平成２６年度実績値に比べ 43,627 回増加、対前年比：116％ 

      →「参考になった」とするユーザー：８５．２％ 

◆サイト内のコンテンツの改訂 

「かんたん商標出願講座（動画コンテンツ）」の内容刷新 

◆産業財産権相談サイトの充実による効果 

相談対応時間５分以内の簡単な相談案件が 18％減少 

→ 相談員が長時間対応を要する相談に集中でき、顧客満足度の

維持・向上に寄与 

 

努めた結果、特に接客

態度、応答内容につい

て高い水準の顧客満足

度を得たこと。 

 

③ 内容充実等の取り組み

の結果、産業財産権相

談サイトＦＡＱ利用回数

は１６％増加し、利用ア

ンケート「参考になった」

との回答も全回答者の

８５．２％と前年度からさ

らに相当程度改善した

こと。 

 

④ 各都道府県の知財総合

支援窓口に常駐する相

談支援人材９４名（各都

道府県２名）を採用・配

置するとともに、その知

識・能力向上を目的とし

た研修を実施すること

により窓口における相

談支援件数の増加等の

成果を上げ、中小企業

等による特許出願件数

の増加に貢献したこと。 

 

⑤ 営業秘密・知財戦略相

談窓口において、相談

件数やセミナー等の実

施箇所数で目標を大き

く上回る成果をあげたこ

と。 

 

 

〈課題と対応〉 

① 引き続き、相談対応力

を強化するとともに、産

業財産権相談サイトの

活用や知財総合支援窓

口等との連携による効

率的な相談業務を行う

ことが課題の１つとなっ

ている。 

 

② 「営業秘密・知財戦略相

談窓口」の利用拡大を

図ること、平成２８年度

に知財総合支援窓口の

移管を円滑に進めるこ

と等が課題となってい

る。 

 

③ 上記の①、②の課題に

ついては、地域のワン

ストップ相談窓口から、

33.3%

34.0%

32.6%

30.0%

26.6%

7.5%

7.0%

6.2%

6.1%

5.0%

5.4%

5.5%

5.9%

4.9%

5.1%

43.9%

47.6%

49.0%

50.0%

55.7%

9.9%

5.8%

6.4%

9.0%

7.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

23年度

24年度

25年度

26年度

27年度

特許 実用 意匠 商標 その他
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談サイト」の「よくある質問

と回答（日本語版）」に関

する利用者アンケートに

おいて、「役だった」と回

答する者が２／３以上と

なることを目標とする。 

 

 相談員の顧客対応や相談

による課題解決の程度、

相談員等に対する要望等

の調査のために利用者ア

ンケートを実施し、利用満

足度に関する状況を把握

するとともに、要望等の分

析によって今後の業務改

善課題を抽出し、解決可

能な課題については順次

解決を図る。アンケート調

査による利用満足度は９

０％以上を目標とする。 

 

④ 「知的財産政策に関する

基本方針」（平成２５年６

月７日閣議決定）等を踏

まえ、特許庁が実施する

各都道府県の知財総合

支援窓口事業が平成２７

年度から２８年度にかけ

て段階的に情報・研修館

に移管されることになった

ことを受け、平成２７年度

は特許庁が設置する各

都道府県の知財総合支

援窓口に常駐する相談支

援員人材を９４名（各都道

府県２名）採用して窓口に

配置するとともに、特許庁

との連携の下に、各地域

の実情と特徴に留意しつ

つ、各知財総合支援窓口

の支援内容と支援方法の

分析等を行い、相談支援

員等の集合型研修の実

施等の措置によって、知

財総合支援窓口の相談

対応力の向上及び利用

者に対する迅速かつ的確

な回答の提供体制を構築

していく。 

 

 平成２８年度に知財総合

支援窓口の事業主体が特

許庁から情報・研修館に

移行する予定であることを

踏まえ、特許庁とともに、

平成２８年度以降の事業

実施方針を固める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④知財総合支援窓口の支援担当者として９４名を採用し、各都道府県の窓口に

２名ずつ配置し、集合型研修を実施した。 

◆窓口支援担当者の採用及び研修の実施と効果 

計９４名を採用 ← 知識・能力・実績等の採用基準を明確化して実施 

   初任者研修：１回  スキルアップ研修：２回  

地域のニーズに対応した勉強会：３８回 

    → 支援担当者の相談対応力向上 

 → 通常の相談にはその場で回答 ⇔ 全相談件数の約 51％ 

◆窓口における相談支援件数等（平成２７年度と前年度の実績） 

 平成２７年度 平成２６年度 

窓口における 

相談支援件数 

相談実績値 

79,164 件 

相談実績値 

69,213 件 

（内訳）   

出願と権利化手続き 67％ 68％ 

社内体制 7％ 7％ 

侵害 4％ 4％ 

海外展開 3％ 3％ 

ノウハウ・営業秘密 2％ 1％ 

特許庁の施策 4％ 4％ 

その他 13％ 13％ 

中小企業の 

特許出願件数 

出願実績値 

36,017 件 

出願実績値 

35,007 件 

（注１）ノウハウ・営業秘密の関する相談の増加は、後述の｢営業秘密・知

財戦略相談窓口｣の地方での理解増進活動が一因となっている。 

（注２）窓口における相談支援件数、特に出願と権利化手続きの相談支援

件数の増加は、中小企業の特許出願件数と相関している。 

 

◆地域の実情と特徴を踏まえた支援内容等の分析と PDCA マネジメント 

各地域の産業集積の程度、主要産業分野等の特徴や環境因子を踏まえ

つつ、支援内容等について分析し、PDCA マネジメントを実施 

→ 新たな企業等からの相談： ：全相談の約 24％ 

 

◆平成２８年度の窓口事業の完全移管に向けた準備 

   特許庁＆情報・研修館の合同検討会：計１２回開催 

→ 全国４７都道府県の窓口の目標、業務内容の分析、今後の方針等

について検討を重ね、平成２８年度事業の基本方針等を整理 

→ 基本方針等に基づいて情報・研修館で具体準備 

専門性がある情報・研

修館の相談窓口との連

携の仕組みを平成 28

年度に構築し、企業等

からの相談対し、機能

的に対応できる体制を

構築する予定である。 
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⑤ 「知的財産推進計画２０１

４」（平成２６年７月４日）

において“営業秘密管理

のワンストップ支援体制

の整備”の方針が示され

たこと等を踏まえて平成２

７年２月に情報・研修館に

設置された営業秘密・知

財戦略相談窓口におい

て、権利化と秘匿化の適

切な組み合わせ、オープ

ン＆クローズ戦略等によ

る知財戦略の策定、不正

競争防止法で保護される

営業秘密である技術情報

の秘匿管理等に関する中

小・ベンチャー企業等から

の相談を受け付け、知的

財産戦略アドバイザーや

担当弁護士が的確な回

答を提供し、また、必要に

応じ出張相談にも対応す

る。平成２７年度は、年間

２００件以上の相談に対

応する。 

 

 中小・ベンチャー企業等か

らの海外展開における営

業秘密管理に関する相談

では、情報・研修館の海

外知的財産プロデューサ

ーとも連携して対応し、情

報セキュリティ対策事案、

営業秘密漏えい・流出事

案については、それぞれ

（独）情報処理推進機構

（IPA）、警察庁と連携す

る。また、窓口に寄せられ

た相談等の情報について

は、必要な加工を施したう

えで関係府省庁や営業秘

密官民フォーラムに提供

する。 

 

 中小・ベンチャー企業等の

様々な経営課題と密接に

関連する営業秘密・知財

戦略の重要性に関する理

解増進を図るため、営業

秘密・知財戦略ポータル

サイトのコンテンツの拡

充、ｅラーニングコンテンツ

の開発・提供等を進め、知

的財産戦略アドバイザー

によるセミナー等を全国２

０箇所以上で開催するとと

もに、セミナー終了後に個

別 相 談 会 を 実 施 す る な

 

⑤営業秘密・知財戦略相談窓口（平成２７年２月開設）では、営業秘密管理や営

業秘密の漏洩等に関する相談対応業務を本格的に開始した。営業秘密等に

関する相談では、迅速性のみならず現場の実情把握や秘匿性等が必要なた

め、窓口対面相談や電話相談の他に、企業等に出張して現場の実情を把握し

つつ相談を受ける出張相談の３本柱で対応することとした。主要な業務実績は

以下のとおり。 

◆営業秘密・知財戦略相談窓口の相談対応総件数 

平成２７年度実績：250 件 

 

◆窓口対面相談及び電話相談（総件数の内訳） 

窓口対面相談：43 件  電話相談：158 件 

→ 比較的簡単な相談に対してはその場で回答 

→ 営業秘密の管理状況等の実情把握が必要な場合は出張相談に 

切替え 

 

◆出張相談（総件数の内訳） 

出張相談：49 件 

→ 現場の実情把握ができた時点で速やかに助言等を提供 

 

◆高度な専門知識を有する者の助言が必要な相談（総件数の内訳） 

弁護士等の専門家の助言を要した相談：12 件 

      → 窓口に配置する弁護士等が対応 

情報システムへの侵入やサイバー攻撃に関する相談：4 件 

→ （独）情報処理推進機構（IPA）に紹介 

営業秘密の窃取事案に係る相談：1 件 

→ 相談者の希望に則り警察庁に照会 

→ 警察庁から県警に連絡 

 

年度 

相談 

支援 

件数 

相談支援の形態別の内訳数 

対面 

相談 

件数 

電話 

相談 

件数 

出張 

相談 

件数 

高度な専門知識を有する者

の助言を要した相談件数 

弁護士 IPA 警察庁 

H26 38 8 29 1 10 0 0 

H27 250 43 158 49 12 4 1 

計 288 51 187 50 22 4 1 

（注１）平成２６年度の実績値は、窓口開設後の 2 ヶ月間の実績 

（注２）高度な専門知識を有する者の助言を要した相談件数は、相談支援件

数の内数 

 

◆営業秘密管理や知財戦略の重要性に関する理解増進活動 

    全国各地で開催したセミナー等：31 回（21 箇所）開催（H27） 

 北海

道 

東北 関東 

甲信越 

中部 近畿 中国 四国 九州

沖縄 

計 

H26 1 1 2 1 1 1 1 2 10 

H27 1 2 13 4 5 1 1 4 31 

計 2 3 15 5 6 2 2 6 41 

 

 ポータルサイトに掲載したコンテンツ 

 FAQ セミナー

等の資料 

ｅラーニング 

コンテンツ 

知財戦略の 

実例 

秘匿化の 

実例 

H26 0 0 0 1 3 

H27 10 1 5 0 0 

計 10 1 5 1 3 
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ど、地方の中小・ベンチャ

ー企業等に対する営業秘

密・知財戦略に関する相

談機会の拡大を図る。 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

 

【産業財産権相談窓口の特筆すべき取組と成果】 

相談への迅速な対応等、中期目標・中期計画で掲げる取組に加え、年度計画

を踏まえて独自の工夫に基づく取組も展開し、ユーザーから高い満足度を得

るとともに、以下に示す成果に貢献した。 

 中小企業等の特許出願件数の増加（アウトカム） 

平成２６年：35,007 件 → 平成２７年：36,017 件 

 中小企業等の商標出願件数の増加（アウトカム） 

平成２６年：49,514 件 → 平成２７年：64,241 件 

 

【知財総合支援窓口の機能強化における特筆すべき取組と成果】 

知財総合支援窓口の窓口支援担当者の知識・能力向上を目的とした研修を

実施し、相談支援件数の増加等の成果を上げた。 

 窓口における相談支援件数の増加（アウトプット） 

 平成２７年度相談支援件数：79,164 件 ← 前年度より 9,951 件増 

 中小企業等による特許出願件数の増加（アウトカム） 

平成２７年：36,017 件 ← 前年より 1,010 件増 

 

【営業秘密・知財戦略相談窓口の特筆すべき取組と成果】 

 ｢知的財産推進計画 2014｣（平成２６年７月４日知的財産戦略本部決定）に則

って、平成２７年２月に開設した「営業秘密･知財戦略相談窓口」では、以下に

示す特筆すべき取組を行い、目標を超える成果を上げた。 

 

 
 

 相談対応及び支援活動 

◇中小企業を中心に、相談対応と支援を企業の状況に合わせてき

め細かく対応 

◇平成２７年度：250 件（窓口開設から平成２７年度末：288 件）の

支援を実施  ← 平成２７年度実績値は目標値（200 件）の

125％ 

 全国の中小企業等を対象とした営業秘密と知財戦略の理解増進

活動 

◇全国各地におけるセミナー開催（31 回）(21 箇所) 

◇ポータルサイトを活用した情報（事例を含む）の発信と利用促進 

  

 （２）他機関との連携 

 

相談サービスの充実を図

るため、日本弁理士会、

社団法人発明協会、中小

企業支援機関等との連携

を図り、工業所有権全般

に渡って効率的な相談体

制の整備を行う。その一

環として、工業所有権に

係る基本的な相談は他の

機関でも実施がなされる

よう、これらの機関に相談

ノウハウの提供を行う。 

 

（２）他機関との連携 

 

日本弁理士会、社団法人

発明協会、中小企業支援

機関等の関係機関に対

し、工業所有権相談対応

事例や相談ノウハウを提

供するとともに、情報交換

を行い、相談業務に関す

る効率的な連携を図る。 

 

 

 

 

（２）他機関との連携 

 

① 情報・研修館の各種相談

サービスを一層充実する

ため、 引き続き、日本弁

理士会、弁護士知財ネッ

ト（日本弁護士連合会）、

中小企業支援機関等との

情報交換を継続的に実施

し、連携の強化により、幅

広い相談に対し、より効

果的な対応を行う。 

 

 工業所有権の出願と権利

化の手続に関する相談に

ついては、これら関係機

関からの意見や要望等も

収集し、「産業財産権相談

〈評価の視点〉 

 

 相談サービスの充実のた

め、日本弁理士会、発明

協会、中小企業支援機関

等の関係機関と相談業務

に関する効率的な連携を

図り、効率的な相談体制

の整備を行ったか。 

 

 関係機関においても「産

業財産権相談サイト」が

活用されるような取り組

みを行ったか。 

 

 中期計画・年度計画で掲

げる取組以外で目標を達

〈主要な業務実績〉 

 

① 地方における相談対応強化のための連携活動 

「産業財産権相談窓口」及び「営業秘密・知財戦略相談窓口」の地方における

支援機能を強化するため、全国４７都道府県に設置されている「知財総合支援

窓口」等との連携支援体制の構築を進めながら、顧客サービスの地方展開を

進めた。 

◆「産業財産権相談窓口」と「知財総合支援窓口」の連携活動 

・地方の中小企業で対面相談を要する場合 → 知財総合支援窓口へ 

・手続き等に関する地方中小企業からの相談 → 産業財産権相談窓口へ 

 知財総合支援窓口への紹介（実績値） 

 平成２６年度：2,046 件 → 平成２７年度：2,733 件 

 産業財産権相談窓口への紹介（実績値） 

 平成２６年度 118 件 → 平成２７年度：165 件 

 

◆「営業秘密・知財戦略相談窓口」と「知財総合支援窓口」の連携活動 

地域の機関等との連携 

営業秘密・知財戦略セミナー開催等の普及啓発活動における知財総合

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：A 

根拠は以下のとおり 

 

① 「産業財産権相談窓口」

及び「営業秘密・知財戦

略相談窓口」の地方に

おける支援機能を強化

するため、全国４７都道

府県に設置されている

「知財総合支援窓口」等

との連携支援体制の構

築を進めた結果、地方

の中小企業に対するネ

ットワーク型の知財相談

システムが機能し始め、

利用者の利便性が向上

し、多くのユーザーが恩
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サイト」の「よくある質問と

回答（日本語版）」の掲載

コンテンツを追加するとと

もに、関係機関においても

「産業財産権相談サイト」

が広く活用されるようにす

る。 

 

 営業秘密・知財戦略相談

窓 口 で の 相 談 に おい て

は、相談対応シートを蓄積

するととともに、関係機関

からの意見や要望等を収

集し、「営業秘密・知財戦

略ポータルサイト」に「よく

ある質問と回答」として事

例を掲載して、関係機関

においても広く活用される

ようにする。 

 

 

成するために行った特筆

すべき取組はあるか。 

 

 関係機関において広く活

用されるように事例を掲

載しているか。 

 

支援窓口、経済産業局、地域の商工団体等との連携・協力 

   → 営業秘密・知財戦略セミナーの全国各地での開催（再掲） 

全国の計 21 箇所で 31 回開催 

   内容は、営業秘密保護の事例紹介、営業秘密の適切な保護・管理

体制、営業秘密管理のための指針、社内における管理体制の構築

の必要性の紹介等 

→ 個別企業に対する出前セミナーの開催 

企業等の要請に基づき、計 48 回実施 

→ これら取組により、知財総合支援窓口における相談において、ノウハ

ウ・営業秘密関連の相談が急増した。 

 

【他の専門機関との連携活動】 

「営業秘密・知財戦略相談窓口」では、官民の関連機関との情報共有を図るとと

もに、専門機関との連携によって、情報の活用と顧客サービスの水準向上に努

めた。 

◆営業秘密官民フォーラムに参加する機関への情報提供 

窓口相談案件の分析結果等の情報を提供 → 民間団体から参考にな

るとの声 

◆サイバー攻撃等の問題を含む相談への対応 → ＩＰＡとの連携（再掲） 

◆営業秘密の窃取等の相談への対応 → 警察庁との連携（再掲） 

 

恵にあずかっているこ

と。 

 

 

〈課題と対応〉 

① 平成２８年４月に実施さ

れる知財総合支援窓口

の運用・管理業務の特

許庁から情報・研修館

への完全移管の機を捉

え、各窓口や他の専門

機関との連携を深め、

地方の中小企業に対す

るネットワーク型の知財

相談システムの機能向

上を図ることが課題で

あり、この課題に対して

は、平成２８年４月から

具体アクションを進める

予定としている。 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

 

【地方の窓口や機関との連携における特筆すべき取組と成果】 

地方の中小企業等に対する権利化手続きの相談において、地方の窓口や諸

機関との特徴を活かした適材適所の連携構築を図った結果、ネットワーク型の

知財相談システムが機能し始め、以下に示すような中小企業の知財活動成果

に間接的に貢献した。 

 地方の中小企業等からの相談件数の増加（アウトプット） 

平成２６年度：38,633 件 

 → 平成２７年度：45,477 件に増加 

 中小企業等における営業秘密管理等の理解増進（アウトプット） 

   知財総合支援窓口における相談において、ノウハウ・営業秘密

関連の相談が急増 

     → 平成２７年度：2,896 件  （前年度実績の２倍） 

 中小企業等による特許出願件数の増加（アウトカム） 

平成２６年：35,007 件 

 → 平成２７年：36,017 件に増加 

 中小企業等による商標出願件数の増加（アウトカム） 

平成２６年：49,514 件 

 → 平成２７年：64,241 件に増加 

 

【他の専門機関との連携活動】 

平成２７年度も前年度に引き続き、日本弁理士会、弁護士知財ネット等との連

携強化を進め、顧客サービスの高度化（例えば、営業秘密・知財戦略相談窓

口での高度な支援、知財総合支援窓口における専門家派遣等）に寄与した。 

 

  

 ［情報システム業務］情報提

供業務等の基盤となる情報

システムの整備 

 

最新の情報通信技術を活用

して出願人などのユーザー

の利便性の向上に資するた

め、情報提供業務などの円

滑な実施に必要な情報シス

テムの整備を図る。 

 

 

［情報システム業務］情報提

供業務等の基盤となる情報

システムの整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［情報システム業務］ 
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（１）電子出願ソフトの整備・

管理及び利用の促進 

 

電子出願の促進・定着を図

るため、電子出願ソフトの整

備・管理を行うとともにユー

ザーに対する普及活動、操

作方法等に関する支援を行

う。電子出願ソフトについて

は、「特許庁業務・システム

最適化計画」の進ちょく状況

も踏まえ、制度改正等必要

不可欠なものを除き経費の

増大を招かないよう費用対

効果を精査しつつ利便性向

上に努める。 

 

 

 

 

 

（１）電子出願ソフトの整備・

管理及び利用の促進 

 

① 電子出願の普及を図る

ため、中小・ベンチャー

企業に対する普及説明

会等を実施するととも

に、電子出願ソフトサポ

ートセンターにおいて操

作方法等に関する支援

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②電子出願ソフトの整備・管

理を行うとともに、「特許庁

業務・システム最適化計画」

の進ちょく状況も踏まえ、制

度改正等必要不可欠なもの

を除き経費の増大を招かな

いよう費用対効果を精査し

つつ、情報通信技術の進ち

ょくに対応した操作性等の

機能向上を含めた利便性向

上を図る。 

 

（１）電子出願ソフトの整備・

管理及び利用の促進 

 

① 電子出願ソフトの整備・管

理事業については、「特

許庁業務運営計画」（平

成２６年６月）に定められ

た方針に則って平成２７

年度期首より特許庁に移

管するため、平成２７年度

は、電子出願サポートセ

ンターによる出願人支援

事業のみを実施する。 

 

 電子出願サポートセンタ

ーによる出願人支援事業

においては、電子出願ソフ

トの操作方法等に関する

ユーザーからの質問に迅

速、的確に対応する。ま

た、同サポートセンターに

寄せられる質問等を十分

に踏まえて、「電子出願ソ

フトサポートサイト」の「よく

あるＱ＆Ａ」の充実を図る

とともに、特許庁の電子出

願ソフト担当部署にユー

ザーの声をフィードバック

する。 

 

② 電子出願ソフトの整備・管

理事業については、平成

２７年度期首に情報・研

修館事業から特許庁事

業に移管する。 

 

〈評価の視点〉 

 電子出願ソフトの操作方

法に関する支援を行った

か。 

 

 中期計画・年度計画で掲

げる取組以外で目標を達

成するために行った特筆

すべき取組はあるか。 

 

 電子出願ソフトの整備・管

理事業については、「特

許庁業務運営計画」（平

成２６年６月）に定められ

た方針に則り、平成２７年

度期首に特許庁に移管し

たか。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

 

① 情報・研修館では、「電子出願ソフトサポートセンター」を通じ、電子出願ソフト

の設定、操作方法に関する利用者からの質問に答える体制を維持し、利用

者への支援を行った。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

  ◆電子出願ソフトサポートセンター相談対応総数 

      平成２７年度実績  8,977 件 

電子出願ソフトサポートセンター受付の相談内容は、定期的に整理さ

れ、回答内容の精査を経たのち、電子出願ソフトサポートサイトの「よく

ある Q&A」に反映させるなど、サービス向上を継続的に行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 電子出願ソフトの整備・改造・管理等に関する業務は、「特許庁業務運営計

画」（平成２６年６月）に定められた方針に則り、平成２７年度期首に特許庁に

移管した。 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：B  

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で

掲げる取組を全て確実

に実施したこと。 

 

 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

  

特になし 

 

  

 （２）公報システム等の整備・

管理 

 

ユーザーの利便性の向

上を図るため、公報の発

行又は利用に必要な公報

システム、出願書類管理

システム及び出願マスタ

データの整備・管理を行

う。公報システム等につ

いては、「特許庁業務・シ

ステム最適化計画」の進

ちょく状況も踏まえ、制度

（２）公報システム等の整備・

管理 

 

① 特許庁の公報発行計画

に支障をきたさぬよう、

適切な公報システムの

整備・管理を行う。なお、

「特許庁業務・システム

最適化計画」の進ちょく

状況も踏まえ、制度改正

等必要不可欠なものを

除き経費の増大を招か

ないよう努める。 

（２）公報システム等の整備・

管理 

 

① 公報システム等の整備・

管 理 事 業 に つ いて は 、

「特許庁業務運営計画」

（平成２６年６月）に定めら

れた方針に則り、平成２７

年度期首に特許庁に移

管する。 

 

 

 

〈評価の視点〉 

 

 

 「特許庁業務運営計画」

（平成２６年６月）に定めら

れた方針に則り、平成２７

年度期首に特許庁に移

管したか。 

 

 出願書類管理システムの

整備・管理を確実に実施

したか。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

 

① 公報システム業務については、「特許庁業務運営計画」（平成２６年６月）に

定められた方針に則り、平成２７年度期首に特許庁へ業務移管した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：B 

根拠は以下のとおり 

 

①中期計画及び年度計画

で掲げる取組を全て確実

に実施したこと。 
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改正等必要不可欠なもの

を除き経費の増大を招か

ないよう努める。 

 

 

 

 

② ユーザーに対する出願

書類等の閲覧及び貸出

しを効率的に行うための

出願書類管理システム

の整備・管理を行う。 

 

 

 

③ 電子出願化以前の出願

に係る経過情報の管理

を行うため、出願マスタ

データの追記・修正等の

データを作成し、出願マ

スタの整備を行う。 

 

 

② 情報・研修館では、引き

続きユーザーに対する出

願書類等の閲覧及び貸

出しを効率的に行う。この

ため、情報・研修館では

包袋管理システムを確実

に管理・運用する。 

 

③ 電子出願化以前の出願

書類の出願マスタへの追

記・修正等のデータ作成

と出願マスタの整備はす

で に事 業 が 完 了したた

め、平成２７年度は本事

業を行わない。 

 

 中期計画・年度計画で掲

げる取組以外で目標を達

成するために行った特筆

すべき取組はあるか。 

 

 

② ユーザーに対する出願書類（包袋）等の閲覧サービスについては、効率性と

迅速性を高めつつ、的確に実施した。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

  ◆出願書類（包袋）等の出納・保管 

     受入件数  17,646 件 

     出納件数   3,478 件 

     保管総数 約 230 万件 

 

③ 出願マスタ・審判マスタのデータ作成業務は、全て終了したため、平成２７年

度からは当該事業を実施していない。 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

 

 特になし 

 

  

 （３）審査・審判に必要な資

料等の電子データの整備 

 

迅速かつ的確な審査に資

するため、審査・審判に必

要な資料等の電子データ

の作成等を行い、データ

ベースを構築する。 

 

（３）審査・審判に必要な資

料等の電子データの整備 

 

① 特許出願書類から、ＤＮ

Ａ配列データ等必要な情

報の検索用データを作成

するとともに、外部で提

供されているＤＮＡ配列

データを収集し、蓄積す

る。 

 

② 先行技術文献調査の対

象として有益な非特許文

献のデータを作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 特許文献の検索を効率

的に実施する上で有用

な資料及び検索キー等

のデータの作成・収集を

行う。 

 

（３）審査・審判に必要な資

料等の電子データの整備 

 

① DNA 配列データの整備事

業については、「特許庁

業務運営計画」（平成２６

年６月）に定められた方

針に則り、平成２７年度期

首に特許庁に移管する。 

 

 

② 特許庁の審査・審判にお

いて必要性が高いものの

電子データとして提供さ

れていない非特許文献に

ついて、書誌情報と文献

イメージ情報を電子デー

タ化して特許庁に提供す

る。また、審査官・審判官

が拒絶理由通知等にお

いて引用した非特許文献

のうち電子データとして提

供されていない文献につ

いて、出願人等に通知書

とともに送付するため、原

則３開館日以内にイメー

ジデータを作成し、特許

庁に提供する。 

 

 

 

 

③ 我が国の特許文献の効

率的な検索に使われる検

索ツールであるＦターム

について、Fターム解説書

を作成し、特許庁に提供

する。 

〈評価の視点〉 

 

 

 「特許庁業務運営計画」

（平成２６年６月）に定めら

れた方針に則り、平成２７

年度期首に特許庁に移

管したか。 

 

 非特許文献のイメージデ

ータ作成 

［指標］３開館日以内 

 

 F ターム解説書作成テー

マ数 

 

 特許文献の検索を効率

的に実施する上で有用な

F ターム解説書を作成す

るとともに、検索キーデー

タを収集し、データベース

に蓄積したか。 

 

 中期計画・年度計画で掲

げる取組以外で目標を達

成するために行った特筆

すべき取組はあるか。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

 

① DNA 配列データ整備事業については、「特許庁業務運営計画」（平成２６年６

月）に定められた方針に則り、平成２７年度期首に特許庁に移管した。 

 

 

 

 

 

 

② 特許庁の調査員が抽出した重要な非特許文献及び拒絶理由通知等におい

て引用した非特許文献のイメージデータの作成を受入日から３開館日以内で

行った。主要な業務実績は以下のとおり。 

  ◆非特許文献等イメージデータの作成と特許庁への提供 

平成２７年度累計  71,764 件 

（内訳） 調査員抽出論文 644 件 

無効審判請求書引用文献 1,465 件 

国際調査報告書(引用文献) 13,336 件 

拒絶理由通知書引用文献等 56,319 件 

 

◆非特許文献等書誌データの作成・蓄積 

 

 

 

 

 

 

（注）データ作成・蓄積件数は、審査官が引用した件数に依存する。 

 

③ F タームの解説書を作成し、特許庁のデータベースに蓄積した。 

（F ターム解説書の作成数） 

 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

テーマ数 13 13 11 11 20 
 

平成２７年度累計  14,815 件 

（内訳） 無効審判請求書引用文献 1,465 件 

国際調査報告書引用文献 13,336 件 

実用新案技術評価書 14 件 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ｂ 

根拠は以下のとおり 

 

①中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に実

施したこと。 
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     〈特筆すべき取組または成果〉 

 

 特になし 

 

  

 

 

４．その他参考情報 

 

独立行政法人通則法第２８条の４に定める評価結果の業務運営の改善等への反映状況 

 特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）のシステム開発・改造にあたっては、経費の拡大をまねかないよう費用対効果を精査しつつ、ユーザーの利便性向上及び利用の更なる拡大に資するようサービスを提供していくものとする。 

→特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）については、運用コスト低減を図りつつ、普及・広報に関する取組やユーザーニーズを踏まえた機能改善への対応を行い、ユーザーの利便性向上及び利用の更なる拡大に資するようサービスを提供した。 

 整理標準化データ作成事業については、「特許庁業務・システム最適化計画（平成２５年３月１５日改定）」を踏まえつつ、廃止時期等を引き続き検討するものとする。 

→特許庁と協議の結果、第４期中期目標において『「特許庁業務・システム最適化計画」（平成２５年３月１５日改定）の進捗状況を踏まえつつ、利用者の利便性を損なうことのないよう第４期中期目標期間中に段階的に廃止を進める』こととなった。 

 電子出願サポートセンターについては、契約が終了する時期に合わせて INPIT の業務としては廃止する方向で見直す。 

→電子出願サポートセンターの管理･運営業務を平成２９年末をもって特許庁に移管することについて、第４期中期目標に掲げられたことを受け、第４期中期計画に盛り込むとともに、それまでの間は確実に管理・運用することも併せて盛り込み済。 

 営業秘密・知財戦略相談窓口の相談対応については、着実な推進を図るものとする。 

→同窓口の平成２７年２月の開設以降、中小企業を中心に相談対応と支援を企業の状況に合わせてきめ細かく対応するとともに、全国各地におけるセミナー開催、ポータルサイトを活用した情報発信と利用促進などの活動も実施した。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本事項 

２ 知的財産情報の高度活用による権利化の推進 

関連する政策・施策 ・「日本再興戦略」改訂２０１４（Ｈ２６．６．２４閣議決定） 

・知的財産推進計画２０１４（Ｈ２６．７．４知的財産戦略本部決定） 

・知的財産推進計画２０１５（Ｈ２７．６．１９知的財産戦略本部決定） 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条など） 

独立行政法人工業所有権情報・研修館法 第１１条 

三 工業所有権の流通の促進を図るため必要な情報の収集、整理及び提供を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビューシート 

平成２７年度行政事業レビューシート 事業番号 ０５６８ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

  平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

 知的財産ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ派遣プロジェ

クト数（計画値） 

26 箇所以上 － 24 箇所 24 箇所 24 箇所 26 箇所 26 箇所  
予算額（千円） 903,281 801,810 812,898 810,981 1,010,220 

 知的財産ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ派遣プロジェ

クト数（実績値） 

－ － 32 箇所 27 箇所 41 箇所 45 箇所 44 箇所  
決算額（千円） 736,776 661,652 661,771 772,975 781,715 

 達成度 － － － － － －   経常費用（千円） 816,706 713,687 731,404 855,431 865,723 

 海外知的財産ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ支援企業

数（計画値） 

※H24 年度以降 

180 箇所以上 

－ － 180 箇所 180 箇所 180 箇所 180 箇所  
経常利益（千円） 44 20 24 42 65 

 海外知的財産ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ支援企業

数（実績値） 

－ － － 192 箇所 243 箇所 241 箇所 295 箇所  行政サービス 

実施コスト（千円） 
816,706 713,687 731,404 855,431 865,723 

 達成度 － － － 107％ 135％ 134％ 164％  従事人員数 8 8 7 8 8 

 広域大学知的財産ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの派

遣ﾈｯﾄﾜｰｸ数（計画値） 

7 箇所以上 － 7 箇所 7 箇所 7 箇所 7 箇所 7 箇所 

 広域大学知的財産ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの派

遣ﾈｯﾄﾜｰｸ数（実績値） 

－ － 8 箇所 9 箇所 11 箇所 14 箇所 9 箇所 

 達成度 － － 114％ 129％ 157％ 200％ 129％ 

 国内外における知財情報共有、ネ

ットワーク形成等を行うセミナー

（フォーラム等）実施（計画値） 

毎年度 

1 回以上 

－ 1 回以上 1 回以上 1 回以上 1 回以上 1 回以上 

 国内外における知財情報共有、ネ

ットワーク形成等を行うセミナー

（フォーラム等）実施（計画値） 

－ － 3 回 2 回 1 回 1 回 1 回 

 達成度 － － 300％ 200％ 100％ 100％ 100％ 

 海外知的財産ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰのｾﾐﾅｰ

講師派遣数（実績値） 

－ － 21 86 85 68 89 

 海外知的財産ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ支援企業

の満足度（実績値） 

－ － － 

（※H24 年度に

まとめて調査） 

90％ 

 

90％ 98％ 100％ 

※行政サービス経費については、共通経費を事業に配賊できないため計上していない。 

※年度計画予算における業務部門の人件費は、共通経費として一括で計上しているため、予算額及び決算額欄の

金額に人件費を含めていない。 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賊した後の金額を記載 
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  開放特許情報データベースの新

規登録件数（実績値） 

－ － 5,601 件 3,087 件 2,753 件 2,527 件 1,861 件 

 大規模フォーラムの参加者数（実

績値） 

※H27 年度のみ 

1,000 名規模 

－ 816 名 859 名 937 名 1,567 名 1,732 名 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

       評定  

 ２．知的財産情報の高度活

用による権利化の推進 

［知的財産情報の高度活用

による権利化の推進業務］

新たなイノベーション創出に

向けた革新的・基盤的技術

の権利化支援 

 

 

新たなイノベーションを創出

していくためには、研究成果

の的確な権利化を推進する

知的財産戦略が極めて重要

であるから、研究開発機関

等（大学、研究開発コンソー

シアム、企業等）に対して、

知的財産マネジメントに関す

る専門人材による支援及び

知的財産情報の高度な活用

が活発に行われるための環

境整備を行うことにより、知

的財産情報の高度活用によ

る権利化等が推進されるこ

とを目標とする。 

 

２．知的財産情報の高度活

用による権利化の推進 

［知的財産情報の高度活用

による権利化の推進業務］

新たなイノベーション創出に

向けた革新的・基盤的技術

の権利化支援 

２．知的財産情報の高度活

用による権利化の推進 

〈主な定量的指標〉 

 知的財産プロデューサー

派遣プロジェクト数 

［指標］26 箇所以上 

 

 知的財産プロデューサー

の活動に関する有識者

委員会の評価 

[指標]高い評価が派遣プ

ロジェクトの 70％以上 

 

 海外知的財産プロデュー

サーの派遣企業数 

［指標］180 社以上 

 

 海外知的財産プロデュー

サーの派遣支援活動に

対する派遣企業から評価 

[指標]支援企業の80％以

上から高い評価 

 

 広域大学知的財産アドバ

イザーの派遣を受ける広

域大学ネットワークの数 

［指標］7 ネットワーク以上 

 

 広域大学知的財産アドバ

イザーの活動に関する有

識者委員会の評価 

［指標］妥当な活動で支

援 は 順 調 と の 評 価 が

70％以上 

 

 国内外における知財情報

の共有、ネットワーク形成

等を行う 1000 名規模の

参加者を集める大規模フ

ォーラム等の実施 

［指標］毎年度１回以上 

 

〈その他の指標〉 

 知的財産プロデューサー

派遣事業の成果（アウト

プット）は期待される水準

となったか。 

 

 知的財産プロデューサー

派遣事業の波及効果（ア

ウトカム）は期待される水

準 に 到 達 し 始 め て いる

か。 

 

 海外展開の企業支援に

おいて、他の機関との連

 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 知的財産情報の高度活

用による権利化推進の

各項目の自己評価は、 

Ｓ：０ Ａ：３ Ｂ：０  

Ｃ：０ Ｄ：０ 

であり、これらを総合す

ると、自己評価は「Ａ」に

相当する。 

 

② 全ての定量的な指標に

ついて、100％以上の達

成率であり、知的財産

プロデューサー派遣事

業、海外知的財産プロ

デューサー派遣事業等

では 120％以上の達成

率の取組を実施したこ

と。 

 

③ 知的財産プロデューサ

ー派遣事業、海外知的

財産プロデューサー派

遣事業、広域大学知的

財産アドバイザー派遣

事業のそれぞれで、期

待される水準を超える

成果（アウトプット）を得

たこと。 

 

④ 知的財産プロデューサ

ー派遣事業、広域大学

知的財産アドバイザー

派遣事業に対する有識

者委員会等による評価

が年度計画に定めた数

値目標に対し、100％以

上であったこと。 

 

⑤ 知的財産プロデューサ

ー派遣事業の波及効果

（アウトカム）について指

標を定めてデータを収

集・整理したところ、経

済効果の創出に近い段

階のものが複数存在す

ることが判明し、近年中

に具体的な経済効果に

結実することが期待で

きること。 
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携が強化されたか。連携

強化を背景にした普及啓

発活動が何回実施された

か。 

 

 開放特許情報データベー

スへの新規登録件数 

 

 大規模フォーラムのプロ

グラム内容に対する参加

者の満足度 

 

 

⑥ 開放特許情報データベ

ースへの新規登録件数

は、外部環境の変化を

反映して漸減傾向を脱

し切れていないが、着

実に新規登録が進んで

いること。 

 

⑦ 大規模フォーラムの参

加者が 1,700 名を越え、

参加者のプログラムに

対する満足度も高い水

準を保っていること。 

 

〈課題と対応〉 

① 年度計画に掲げた他機

関との連携強化を一層

進め、新輸出大国コン

ソーシアムの活動強化

によってアウトカムの創

出を目指すこと、地方の

中小企業支援を強化し

て地方創生に結実させ

ることが課題となってい

る。 

 

② 平成２８年度からの第

四期中期目標では、地

方創生、海外展開等に

おける知財支援を強化

することとしている。 

 

 （１）人材活用による研究開

発機関等の知的財産情報を

通じた戦略策定支援 

 

新たなイノベーション創出

が期待される革新的な成

果や海外での事業展開

が期待される技術を有す

る研究開発機関等を対象

として、知的財産マネジメ

ントに関する専門人材に

より、国内外の知的財産

情報の収集・分析や高度

な活用を通じた、研究の

初期段階より研究成果の

活用を見据えた戦略、海

外市場での事業を見据え

た戦略の策定を知的財産

の視点から支援する。支

援先の選定・評価にあた

っては、外部有識者によ

り構成される委員会を設

置する等適切な方法を採

用することにより、事業の

効率化及び透明性の確

（１）人材活用による研究開

発機関等の知的財産情報を

通じた戦略策定支援 

 

①研究の初期段階より研究

成果の活用を見据えた戦略

や海外市場での事業を見据

えた戦略の策定を知的財産

の視点から支援するため、

国内外の知的財産情報の

収集・分析や高度な活用に

関する知的財産マネジメント

の専門人材を毎年度２４箇

所以上の研究開発機関等

に派遣する 

（１）人材活用による研究開

発機関等の知的財産情報を

通じた戦略策定支援 

 

①-1 研究の初期段階から

研究成果の活用を見据え

た知財戦略の策定を支援

するため、知的財産プロ

デューサーを計２６箇所

以上の研究開発機関等

に派遣し、研究開発プロ

ジェクトの特徴や体制等

を把握したうえでプロジェ

クトリーダーとの連携のも

とで、研究開発での知的

財産の戦略的・効果的な

権利化と活用シナリオの

策定に係る支援を行う。 

 

 全ての知的財産プロデュ

ーサーが参加する研修会

で経験交流を図るととも

に、特定課題を抽出して

行う特定課題討論・検討

会を開催し、知的財産プロ

〈評価の視点〉 

 

 

 

知的財産プロデューサー派

遣事業 

 知的財産プロデューサー

（知財 PD）は、26 箇所以

上の産学連携型の研究

開発プロジェクトの支援を

行ったか。 

 

 知財 PD は、派遣先の研

究開発プロジェクトのリー

ダーとの連携のもとで、知

的財産の戦略的・効果的

な権利化と活用を実現す

るための戦略的支援を行

ったか。 

 

 知財 PD 派遣事業の成果

を上げるため、情報・研修

館は業務マネジメントを

適切に実施したか。 

〈主要な業務実績〉 

 

 

 

①-1 国等の大型研究開発資金が投入されている研究開発機関等に、知的財産

プロデューサー（知財 PD）を派遣し、研究開発段階から事業化を見据えた知

的財産の戦略的な権利化と活用シナリオの策定等の支援を実施した。主要な

業務実績は下記のとおり。 

 

◆知財 PD を派遣した研究開発プロジェクトの数 

平成２７年度：計 44 件 

 ← 前年度実績とほぼ同数のプロジェクトを支援 

 ← 中期計画に掲げた目標値（26 箇所）の 170％に相当 

R&D 資金

提供機関 

国等のプグラムの名称 知財 PD 

派遣機関数 

内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP)等 4 件 

JST 戦略的創造研究推進事業（CREST、

ERATO）等 

20 件 

NEDO 次世代人工知能・ロボット中核技術開発等 6 件 

AMED 医工連携事業化推進事業等 9 件 

その他 経産省、文科省等の各種プログラム 5 件 

  計 44 件 

 ◆知財 PD による研究開発プロジェクト支援の形態 

 準備支援（原則、半年～１年）：3 件（平成２７年度実績） 

 通常支援（原則、３年間）：32 件（平成２７年度実績） 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ  

根拠は以下のとおり 

 

知的財産プロデューサー派

遣事業 

① 研究開発プロジェクトに

対する知的財産プロデ

ューサー（知財 PD）派

遣事業において、計画

で掲げた取組を全て確

実に実施し、支援件数

等の数値目標（26 箇

所）に対し、120％以上

の 44 箇所のプロジェク

トへの支援を実施した

こと。 

 

② 知財 PD はプロジェクト

リーダーとの連携のも

とで、的確な支援を行

い、プロジェクトリーダ

ーが期待する活動（特

許出願戦略の策定支

援、発明の掘り起こし
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保に努める。 

 

デューサーの活動水準の

向上を図る。また、派遣先

研究開発機関等の実地調

査、外部有識者から構成

される委員会（以下「有識

者委員会」という。）による

活動成果の評価等を実施

し、知的財産プロデューサ

ーの派遣効果を検証す

る。 

 

 本事業による特徴的な成

果事例のうち公開可能な

成果事例については広く

公開し、多くのプロジェクト

リーダーやファンディング

エージェンシーに共有され

ることにより、研究の初期

段階から研究成果の活用

を見据えた知財戦略の重

要性に関する理解増進を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業の透明性と効果の向

上のために、有識者から

構成される委員会におい

て、知財 PD の派遣先選

定、派遣効果の評価、派

遣の継続または中断等

の審議・決定を行ったか。 

 

 知財 PD を複数年にわた

って派遣したプロジェクト

について、有識者委員会

によって知財 PD の活動

内容と派遣効果の評価を

適切に実施したか。 

 

 知財 PD 派遣事業は、特

許の権利化、想定する事

業で必要となる特許ポー

トフォリオの形成に関し

て、十分な成果（アウトプ

ット）を生み出したか。 

 

 知的財産プロデューサー

派遣の成果（アウトプット）

が事業化による経済効果

等の波及効果（アウトカ

ム）につながり始めている

か。 

 

海外知的財産プロデューサ

ー派遣事業 

 海外知的財産プロデュー

サー（海外知財 PD）によ

る支援企業等の数は年

度計画の目標を達成した

か。 

 

 海外知財 PD は、全国各

地の中小企業等の海外

展開を支援したか。企業

ニーズに応じられる支援

メニューを用意し、適切な

支援を行ったか。 

 

 海外知財 PD の支援対象

企業を発掘するため、全

国各地の知財総合支援

窓口、地域の中小企業支

援機関、経済団体、金融

機関等との連携ネットワ

ークを強化したか。 

 

 海外知財 PD を補佐する

海外知的財産アドバイザ

ー（海外知財 AD）による

 フォローアップ支援（支援終了後、原則１年）：9 件（平成２７年度実績） 

 

 ◆知財 PD が実施した戦略的支援のメニュー 

＜知財 PD が実施した戦略的支援のメニュー＞ 

 事業展開領域、事業化シナリオに対応した知財調査に係る支援 

 研究開発の対象分野の特許マップ作成に係る支援 

 研究開発成果の出願戦略の策定に係る支援 

 研究内容の把握と知財化可能な成果の掘り起こしに係る支援 

 発明者の発明内容の把握と機関による承継手続き等に関する支援 

 知的財産の活用（ライセンスを含む）に係る活動の支援 

 その他、研究開発リーダーの要請に基づく知財戦略に係る支援 

 

◆知財 PD の戦略的支援活動の業務マネジメントに関する実績 

 情報・研修館の統括知財 PD が、プロジェクトに派遣された知財 PD の活

動内容等をモニタリング（毎月 1 回実施）  

（年間支援活動計画と月次報告のチェック、計画達成度のチェック等） 

 知財 PD 派遣先のプロジェクトリーダー関係者ヒヤリング（計 31 回実施） 

 

◆知財 PD の支援の質の向上を目的とする特定課題検討会等 

 年 8 回実施 

 

◆公開可能な成果事例の公表 

「知財 PD 活動事例集」を作成し、関係者（派遣先プロジェクトリーダー等）、

関係機関（各省庁、研究開発資金交付機関等）に配布 

  

◆知財 PD 派遣プロジェクトの成果（アウトプット１） 

研究開発段階から事業化を見据えた知財戦略支援等を実施したことによる

直接的な成果（アウトプット）は以下のとおりであり、知財 PD の派遣による

成果は着実に上がっている。 

知財 PD の支援による直接的な成果の評価項目 件数 

（１）特許件数 27 件 

（２）特許等の活用（ライセンス等）の支援件数 57 件 

（３）特許出願件数 107 件 

（４）発明の掘り起こし件数 44 件 

（５）出願戦略の策定件数 44 件 

（６）その他、重要な支援取組の件数 44 件 

（注） 知財 PD を派遣している 44 プロジェクトの平成 27 年度の実績値 

  （４）～（６）はプロジェクト数（上記件数は平成 27 年 11 月末現在） 

 

◆知財 PD 派遣プロジェクトの成果（アウトプット２） 

成果（アウトプット）の水準を評価するため、事業化シナリオの実施に必要な

特許の出願・権利化の水準を仮指標として設定して、ファクトデータを整理し

たところ、事業化に必要な特許ポートフォリオ形成の水準が知財 PD 派遣に

よって着実に向上していることが認められた。 

水準 成果（アウトプット）を評価するための（仮）指標 該当数 

５ 事業化シナリオの実施に必要とされる特許のうち、 

重要な基本特許の出願がほぼ完了した支援プロジェクト 

3 件 

４ 事業化シナリオの実施に必要とされる特許のうち、 

重要な基本特許が概ね 70％出願された支援プロジェクト 

4 件 

３ 事業化シナリオの実施に必要とされる特許のうち、 

重要な基本特許が概ね 50％出願された支援プロジェクト 

14 件 

２ 事業化シナリオの実施に必要とされる特許のうち、 

重要な基本特許が概ね 30％出願された支援プロジェクト 

9 件 

１ 事業化シナリオの実施に必要とされる特許が定められ、 

重要な基本特許の出願が進められ始めた支援プロジェ

クト 

14 件 

（注１）知財 PD の支援期間が長くなるにつれ、成果（アウトプット）の仮指標に

おいてその水準が徐々に高まっている。 

支援等）を適切に行っ

たこと。 

 

③ 知財 PD の派遣効果を

高めるため、知財 PD

の活動を定期的にモニ

タリングし、派遣先のプ

ロジェクトリーダー等へ

のヒヤリング結果等を

踏まえて、適宜、知財

PD の支援の質の向上

を図る取組を実施した

こと。 

 

④ 知的財産プロデューサ

ーの派遣先の選定、派

遣効果の評価、派遣の

継続または中断等につ

いて、有識者委員会で

審議・決定を行ったこ

と。 

 

⑤ 複数年にわたって知財

PD を派遣したプロジェ

クトにおける知財 PD の

活動内容と派遣効果に

ついて、有識者委員会

に お い て 評 価 を 実 施

し、派遣継続の可否判

断も行ったこと。 

 

⑥ 知財 PD 派遣事業で

は、特許の権利化、特

許ポートフォリオの形成

に関して、着実な成果

（アウトプット）を生み出

したこと。 

 

⑦ 知財 PD 派遣事業で

は、事業化による経済

効果の創出に向けて着

実に水準をステップアッ

プする支援プロジェクト

が増えてきた。経済効

果の創出で定義される

波及効果（アウトカム）

の出現が期待される状

況が生まれてきたこと。 

 

海外知的財産プロデューサ

ー派遣事業 

⑧ 海外事業における知的

財産活用と知的財産リ

スクの低減等に係る戦

略策定等の支援を行う

海外知的財産プロデュ

ーサー（海外知財 PD）
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①-2「知的財産政策に関す

る基本方針」（平成２５年６

月７日閣議決定）におい

て、“中小・ベンチャー企

業などの海外事業展開を

支援するため、これら企

業の海外での知的財産の

権利化から権利行使まで

を一気通貫で支援するグ

ローバル展開支援体制を

拡充する”とされたこと等

を踏まえ、平成２７年度

は、関係機関ともこれまで

以上の緊密な連携を図り

つつ、中小・ベンチャー企

業等からの要請にもとづ

き、海外知的財産プロデ

ューサーが１８０以上の企

業等に対し、海外事業に

おける知的財産活用と知

的財産リスクの低減等に

係る戦略策定等の支援を

行う。また、海外知的財産

プロデューサー派遣支援

事業を補完するために平

成２６年度下期から配置

した海外知的財産アドバ

イザーは、全国各地１５箇

所以上で開催する情報・

研修館主催の海外知的

財産活用講座の講師を担

当するとともに、海外知的

財産プロデューサーの支

援活動をサポートする。 

 

 平成２７年度は、企業等の

意向と実情を踏まえた上

で、従来から実施してきた

通常支援に加え、重点支

援による企業支援強化を

セミナー等は、全国各地

で開催したか。セミナー等

の受講者は、年間 2000

名以上であるか、受講者

の理解度、満足度はどう

か。 

 

 実際に海外進出した企業

等の実情や課題を把握

する海外現地調査は、今

後の支援活動で活用でき

るものであったか。どのよ

うに活用する予定か。 

 

 支援企業等に対するアン

ケート調査とヒヤリング調

査等によって派遣効果を

検証されたか。有識者の

意見聴取で今後の事業

改善に活用できる意見は

あったか。これらの結果

はどのように活かす予定

か。 

 

（注２）想定している事業分野に依存して、必要とされる基本特許の数は大きく

異なることにも留意する必要あり。 

 

 ◆知財 PD 派遣プロジェクトの波及効果（アウトカム） 

波及効果（アウトカム）の水準を評価するため、以下のような仮指標を設

定して、波及効果を測ったところ、まだ少数ではあるが経済効果の創出に

向けてステップアップしているものが認められた。 

水準 波及効果（アウトカム）の（仮）指標 該当数 

５ 企業等において経済効果（売り上げ等）が生まれたもの 0 件 

４ 企業等において商品等の試作、試作品の顧客評価が行

われている段階のもの 

2 件 

３ 企業等において事業化に必要な人材・資金等の調達準

備が進んでいるもの 

0 件 

２ 企業等において事業化シナリオの精緻化が進められて

いる段階にあるもの 

6 件 

１ 企業等において事業化可能性があると判断され、事業

化の検討が開始された段階のもの 

0 件 

 

 

①-2 情報・研修館では、中小・ベンチャー企業等の海外展開を支援するため、海

外知的財産プロデューサー（海外知財ＰＤ、計 6 名）及び海外知的財産アドバ

イザー（海外知財 AD、計 2 名）を配置して、全国各地の海外展開を目指す中

小企業等における知的財産活用と知的財産リスクの低減等に関する支援を行

った。主要な実績は下記のとおり。 

 

 ◆海外展開を準備する中小企業等への支援の実績 

平成２７年度の支援企業数：295 社 

→ 計画に掲げた派遣企業数（180）に対し 164％の企業支援を実施 

→ 平成２６年度の派遣支援実績値（241）に対しても 122％ 

 

 ◆海外知財ＰＤが行った企業支援の内容 

海外知財 PD が実施する支援は、海外展開を進める企業の実情に合わ

せて選択されるが、主な支援メニューは下記のとおり。 

＜海外知財 PD の支援メニュー＞ 

 海外展開の事業領域と展開シナリオ等を踏まえた知財戦略（リスク分

析も含む）の検討等における支援 

 海外事業における知財リスク低減策の検討における支援 

 海外出願戦略の方針策定における支援 

 海外のビジネスパートナーとの交渉方針等の検討における支援 

 ライセンス方針の検討における支援 

 外国でのブランド形成の戦略と具体取組に関する支援 

 海外展開後の模倣品リスクに関するリスク低減策の検討支援 

 技術流出リスク軽減のための社内知財管理体制の構築に関する支援 

 海外展開時の契約書作成等の検討における支援 

 その他、企業の要請に基づく海外展開に関わる知財面からの支援 

 

◆海外知財ＰＤによる継続派遣支援の実施 

海外知財 PD の繰り返し派遣によって支援を継続することが必要と判断

される企業に対し、継続支援を実施 

  → 継続支援対象企業数：82 社 （支援企業 295 社の 28％） 

 

◆海外知財ＰＤによる重点支援の実施 

特定の課題に焦点を絞ってハンズオン支援することが必要と判断される

企業に対しては、重点支援を試行的に実施 

  → 重点支援の対象とした企業：若干数 

  → 重点支援の実績等を踏まえつつ、次年度以降の重点支援メニュ

ー等を検討した 

 

派遣事業において、計

画で掲げられた取組を

全て確実に実施したこ

とに加え、支援件数等

の数値目標（180 社）に

対し、120％以上の企

業支援を実施したこと。 

 

⑨ 北海道から九州・沖縄

の各地の支援要請が

あった企業に対し、海

外知財 PD を派遣して、

それぞれの企業ニーズ

に沿った支援を行った

こと。 

 

⑩ 中小機構、ジェトロ等の

他機関、地域の知財総

合支援窓口や地域の

諸団体と幅広く連携し

ながら、企業ニーズの

掘り起こしを行い、他機

関との連携ネットワーク

の強化を進めたこと。 

 

⑪ 海外知財 PD を補佐す

る海外知財 AD による

セミナー及び海外知財

PD の講師派遣等を計

89 回実施し、海外展開

における知財活用等に

関する普及啓発を行っ

たこと。 

 

⑫ 海外知財 PD 派遣先企

業の 75％が「大変有益

だった」、25％が「有益

だった」としており、派

遣先企業の満足度が

極めて高かったこと。 

 

⑬ 海外知財 PD 派遣事業

の事業内容に関する有

識者ヒヤリングでも、本

事業のパフォーマンス

に対して高い評価を得

たこと。 

 

〈課題と対応） 

知的財産プロデューサー派

遣事業 

① 知財 PD 派遣事業につ

いては、成果の事業化

による経済効果への波

及効果（アウトカム）の

創出につながる「フォロ

ーアップ支援」を拡大し
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図る。 

 

 各地の中小企業等のニー

ズに的確に応えられる体

制を強化するため、各都

道府県の知財総合支援窓

口、地域の中小企業支援

機関、経済団体、金融機

関等との連携を継続的に

強化し、情報・研修館主催

の海外知的財産活用講

座、及び中小企業支援機

関、経済団体、金融機関

等が主催するセミナーや

出 前 講 義 等 の 講 師 と し

て、海外知的財産プロデ

ューサーや海外知的財産

アドバイザーを派遣し、海

外事業を目指す企業の啓

発機会を拡大する。 

 

 海外知的財産プロデュー

サーの支援により、海外

戦略等が成功した事例の

うち、公開可 能な事例に

ついては事例集に収録す

る等により、海外事業展

開を目指す中小・ベンチャ

ー企業等の参考に資す

る。 

 

 海外進出した企業等の実

情や課題を把握して今後

の支援活動に活かすため

海外現地調査を実施す

る。 

 

支援企業の 

所在地 

海外知財 PD の派遣支

援企業数 

継続支援の対象とした 

企業数 

（重点支援の対象とした 

企業若干数を含む） 

北海道 14  8  

東北 15  3  

関東・甲信越 99  26  

中部 39  10  

近畿 59  14  

中国 24  6  

四国 8  2  

九州・沖縄 35  13  

複数地域 2  0  

計 295  82  

 

◆平成 27 年度の海外知財 PD 派遣支援による成果の例 

   海外知財 PD の派遣支援による成果は多岐にわたっているが、下に幾つ

かの例を示す。 

カテゴリー 具体支援内容と支援企業における成果の例 

海外知財 PD の支援内

容 

支援先企業の具体成果 

商品の輸出 現地パートナーとの交渉

方針支援、契約方針の策

定支援 

適切な契約を締結した上で

中国への製品輸出を開始 

外国の販売代理店との

取引の基本方針、契約方

針の策定支援 

策定した方針に則って適切

な取引契約を締結 

ブランド保護 外国でのブランド保護に

必要な取組を支援 

外国への商標出願戦略を

立て外国への商標出願を

完了 

外国での展示会や商談

会における適切な情報管

理の指導 

開示する情報と秘匿する情

報の区別を行い、技術等の

漏洩を防止 

秘密情報の

適切な管理 

外国からの訪問者（工場

見学を含む）に対する技

術ノウハウが含まれる部

分へのアクセス制限等の

指導 

技術ノウハウの漏洩防止に

よって事業を保護 

技術の優位性を確認した

上で、ライセンス方針の

策定を支援 

適切なライセンス方針を定

めたことにより、予期せぬ

技術漏洩 

を防ぎつつ交渉中 

技術・知財

ライセンス 

ライセンス契約について

アドバイスを行い、契約

書の作成支援をサポート 

技術ライセンス契約締結を

実現 

 

◆海外知財 AD を講師とする｢海外知的財産活用講座｣等の開催 

情報・研修館主催の｢海外知的財産活用講座｣の開催 

→ 全国各地で計 20 回開催 

他機関・他団体等との共催セミナー  

→ 全国各地で計 10 回開催 

 

◆海外知財 PD の他機関・他団体主催セミナー等への講師派遣 

   他機関・他団体のセミナーへの講師派遣：計 59 回 

 

 

ていくことが課題の１

つ。 

 

② 知財 PD 派遣事業で蓄

積された支援ノウハウ

の拡散・普及も課題の

１つ。 

 

③ これらの課題について

は、平成 28 年度以降

の事業において対応す

る予定。 

 

海外知的財産プロデューサ

ー派遣事業 

④ 新輸出大国コンソーシ

ア ム の 参 加 機 関 と し

て、ジェトロや中小機構

と の 連 携 活 動 を 強 化

し、中小企業等の海外

展開支援を質・量ともに

向上することが課題の

１つ。 

 

⑤ 海外知財 PD の人員

増、東京以外の支援拠

点 の構 築 が 課 題の１

つ。 

 

⑥ これらの課題に対応す

るための措置は平成

27 年度末から平成 28

年度の７月までに検討

し、実施可能な措置か

ら順次実施していく予

定。 
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開催地 
情報・研修館 

主催の講座 

他機関等との 

共催セミナー 

海外知財 PD 

の講師派遣 
計 

 
実施

回数 

受講

者数 

実施

回数 

受講

者数 

実施

回数 

受講

者数 

実施

回数 

受講

者数 

北海道 1 11 1 24 1 20 3 20 

東北 2 13 1 22 2 70 5 105 

関東 

甲信越 
8 228 1 60 22 459 31 747 

中部 1 23 2 53 8 269 11 345 

近畿 3 68 1 29 12 300 16 397 

中国 1 9 1 22 1 30 3 61 

四国 1 17 1 16 0 0 2 33 

九州 

沖縄 
3 37 2 62 13 456 18 555 

計 20 406 10 288 59 1,604 89 2,298 

（注）講座やセミナーの受講者のうち、具体課題をもつ企業から海外知財

PD 派遣支援の要請を受けている。 

 

◆海外知財 PD の支援活動のマネジメント 

・海外知財 PD の支援状況は企業ごとにカルテとして記録し、支援内容の

適時性や妥当性をモニタリング 

・海外知財 PD の派遣先中小企業等に対する支援内容等の有用性に関

するアンケート調査の実施と分析 

 

◆他機関との連携取組 

企業支援・セミナーにおける連携を継続的に実施 

→ 中小機構：25 回、経済産業局：19 回、地方自治体：27 回 

 計 71 回 

 

◆公開可能な支援事例の公表 

派遣効果が認められた支援案件のうち、支援企業が公開を了承したもの

に限定して、支援事例集を作成・配布 

→ 平成２７年度海外知財 PD 派遣成果事例集への掲載件数：6 件 

  

＜平成２７年度末に編纂・配布した事例集の掲載内容＞ 

1. 技術流出リスクの対策をした上での中国販売代理店契約 

2. 知財体制の構築、機密情報管理ガイドラインの作成 

3. 中国における販売代理店契約、商標登録 

4. 海外事業戦略の明確化、現地企業との合弁 

5. 社内知財セミナー、技術流出リスクの軽減策をとった上での展示

会出展 

6. 特許出願の内容や目的、出願国の選定 

 

◆海外調査の実施 

海外展開支援のため、海外知財ＡＤが中国、インドネシア、マレーシアで

最新情報を収集、海外 PD に共有 

→ 得られた情報を踏まえた海外展開支援を実施。 

 

   ②-1 知的財産プロデュー

サー派遣事業において

は、有識者委員会におい

て、派遣先の選定、派遣

効果の評価、派遣支援の

継続または中断、事業の

成果等に関する審議等を

 ②-1 有識者委員会において、派遣先の選定、派遣効果の評価、派遣支援の継

続または中断、事業の成果等を行った。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

◆有識者委員会による知財 PD の派遣先選定 

NEDO、JST、AMED 等のファインディングエージェンシーからの知財 PD 派

遣要請、研究開発プロジェクトリーダーからの派遣申し込みに対し、有識

者委員会における選定審議を経て、派遣先を決定した。 
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行い、今後の事業改善に

活用する。 

 

 有識者委員会による知的

財産プロデューサーの活

動評価において、「活動・

取組が順調に進捗してい

る」「活動・取組がおおむ

ね順調に進捗している」と

評価される事例が評価対

象案件の７０％以上とな

ることを目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-2 海外知的財産プロデ

ューサー及び海外知的財

産アドバイザー派遣事業

では、支援企業等に対す

るアンケート調査とヒヤリ

ン グ 等 に よ っ て 派 遣 効

果、事業の成果を検証す

るとともに、外部の有識者

から意見を聴取し、今後

の事業改善に活用する。 

 

 支援企業に対するアンケ

ート調査において、「海外

知的財産プロデューサー

に よ る 支 援 が 有 益 だ っ

た」と評価される事例が

支援案件の８０％以上と

なることを目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆有識者委員会による知財 PD の派遣効果の評価 

    年度末の評価結果 

評価対象 38 プロジェクトに対し、 

→ 派遣効果があり継続と判断されたプロジェクト：32 プロジェクト 

           （うち、3 プロジェクトがフォローアップ支援派遣として継続） 

→ 継続支援の必要性がないと判断されたプロジェクト：6 プロジェクト 

 

◆有識者委員会による知財 PD の活動評価 

通常派遣（３年間）の終了間近なプロジェクトにおける知財 PD の活動

及び取組内容の評価を有識者委員会において実施した。評価結果は

以下のとおり。 

評価対象とな

ったプロジェク

トの数 

有識者委員会による評価結果 

 

１０プロジェクト  活動・取組が順調に進捗している 80％ 

 活動・取組がおおむね順調に進捗している 20％ 

 改善すべき事項がある 0％ 

 

＜有識者委員会における代表的な評価コメント＞ 

 参加企業との共同研究の促進及び参加企業による研究開発成果の

事業化の加速を目指したスキームを立案・運用している点は高く評価 

 知的財産管理戦略を策定し、これらの戦略に基づいてプロジェクトの

知的財産活動を推進している点は高く評価 

 特許情報に基づく研究開発戦略策定、マクロ知的財産情報に基づく特

許ポートフォリオ策定、知的財産教育による啓発等プロジェクトの知的

財産活動の活性化が図られている点も高く評価 

 

 

②-2 海外知財 PD 及び海外知財 AD の派遣事業において、支援企業に対する

派遣効果、事業の成果を検証し、外部有識者から意見聴取等を行った。主要

な業務実績は下記のとおり。 

 

◆外部有識者からの意見聴取 

   平成 27 年度末に外部有識者の意見聴取を実施した。 

 

＜外部有識者の意見＞ 

1. 海外知財ＰＤの知見・能力は高く、フットワークも軽い 

2. 海外知財ＰＤの支援は実体験に基づいているため企業に響きやすい 

3 .簡単に支援依頼でき、無料で訪問支援が受けられるため使い勝手が

良い 

4. 海外知財ＰＤ派遣事業の紹介には事例が有効 

5. 都道府県に設置している｢知財総合支援窓口｣からの支援依頼を、引

き続き、増やしていくべき 

 

◆外部有識者からの意見の事業への反映  

上記の外部有識者の意見のうち、今後の活動において重要となると思わ

れる｢知財総合支援窓口からの支援依頼の増加｣を実現するため、窓口

での相談支援フローの中に、海外知財 PD 派遣事業への接続のフローを

組み込むべく、調整等を進めているところ。 

 

◆海外知財 PD 派遣事業の派遣効果と事業成果の検証 

支援企業からの評価結果は以下のとおり。 

調査した支援企業の数 調査結果の概要 

全ての支援企業 295 社  大変有益だった 76％ 

 有益だった 24％ 

 不満が残った 0％ 
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支援企業の代表的な意見  海外進出にあたり知財面での基本的

な考え方が整理できた。 

 海外の企業等との契約において、自

社ビジネスに有益な観点・考え方を

知ることができた。 

 弊社の海外ビジネスに即した出願戦

略を考えることができた。 
 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

【知財 PD 派遣事業の特筆すべき取組と成果】 

知財 PD 派遣事業においては、支援規模の拡大、支援の質の向上、成果（ア

ウトプット）を測るための指標の整理と指標を用いた評価、波及効果（アウトカ

ム）を測るための指標の整理と指標を用いた評価、事例集の編纂と関係機関

への配布等の特筆すべき取組を実施した。その取組と成果は以下のとおり。 

 

 知財 PD の派遣 

◇知財 PD を「２６箇所の研究開発機関等に派遣する」とした計画を

上回る 44 箇所に派遣した。 

 知財 PD 派遣事業の成果（アウトプット） 

◇知財 PD 派遣先の成果を可視化するため、特許の権利化、特許ポ

ートフォリオ形成等を成果指標として採用 

◇成果指標に基づいてファクトデータを可視化 

→ 成果（アウトプット）が着実に生み出されていることが明確化 

 知財 PD 派遣事業の波及効果（アウトカム） 

◇波及効果を可視化するため、研究開発成果の事業化と経済効果

出現に至るプロセスの到達水準をモニタリング指標として採用 

◇ファクトデータを整理したところ、水準４の「企業等において商品等

の試作、試作品の顧客評価が行われている段階に到達したもの」

が複数件生まれてきたことなどが可視化 

→ 最終的な経済効果創出の一歩手前の水準まで波及効果

（アウトカム）が進化していることが明確化 

→ 近年中に最終的な経済効果の創出が期待される 

 「知財 PD 活動事例集」を編纂と関係機関への配布 

◇関係機関（各省庁、研究開発資金交付機関等）や派遣先プロジェ

クトリーダー等）に事例集を配布 

→ 「大いに参考になる」との意見及び反応 

→ 知財 PD の活動ノウハウが他機関で活用される可能性が拡

大 

 有識者委員会における知財 PD 派遣効果の評価 

◇支援開始から２年が経過した 10 プロジェクトを評価 

→ 「活動取り組みが順調に進捗している」「活動取り組みがお

おむね順調に進捗している」との評価 

 

【海外知財 PD 派遣事業の特筆すべき取組と成果】 

海外知財 PD 派遣事業では、普及啓発セミナー等の全国各地での開催、他の

中小企業支援機関や地域の諸団体との連携強化、新興国等における最近の

海外ビジネス環境の動向調査等の特筆すべき取組を展開した。その取組と成

果は以下のとおり。 

 

 全国の中小企業等を対象とした普及啓発活動 

◇全国各地におけるセミナー開催（計 89 回） ← 目標を超過達成 

◇支援事例集の作成・配布 ← 計画どおり 

 企業支援活動 

◇平成２７年度：295 社の支援を実施  ← 目標数値（180）の 164％ 

◇中小企業を中心に、相談対応と支援を企業の状況に合わせてき

め細かく対応 

→ 「大変有益だった」とした支援企業 76％ 

→ 「有益だった」とした企業 24％ 
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目標を超過達成 

 外部有識者の評価 

◇事業の取組と成果に対し、高い評価 
 

 （２）知的財産戦略に取り組

む大学のすそ野の拡大 

 

大学等から創出される産

業界に有用な技術を確実

に把握・選別し、知的財

産情報を活用することに

より適切な権利保護・活

用を行える仕組みづくりを

加速するため、知的財産

マネジメントに関する専門

人材が大学等における知

的財産管理体制の構築

等を支援する。 

 

（２）知的財産戦略に取り組

む大学のすそ野の拡大 

 

大学等における知的財産

管理体制の構築等を支援

するため、大学等から創

出される産業界に有用な

技術を確実に把握・選別

し、知的財産情報を活用

することにより適切な権利

保護・活用を行える仕組

みづくり等に関する知的

財産マネジメントの専門

人材を毎年度７箇所以上

の大学等に派遣する。 

 

（２）知的財産戦略に取り組

む大学のすそ野の拡大 

 

①複数大学等から構成され

るネットワークを活用して

知的財産管理体制や知

的財産活用体制の構築を

行おうとする大学等に対

し、広域大学知的財産ア

ドバイザーを派遣して体

制整備と人材育成等を支

援する。原則３年以内の

広域大学知的財産アドバ

イザー派遣の終了後は、

自立的に知的財産の権

利化と活用に関する取り

組みができることを目指

す。 

 

 平成２７年度は広域大学

知的財産アドバイザーを７

箇所以上のネットワーク等

に派遣する。 

 

 有識者委員会において、

派遣先の選定、派遣効果

の評価、派遣支援の継続

または中断、事業の成果

等に関する審議等を行う。 

 

 有識者委員会による広域

大学知的財産アドバイザ

ーの活動評価において、

「活動・取組が順調に進捗

している」「活動・取組がお

おむね順調に進捗してい

る」と評価される事例が評

価対象案件の７０％以上

となることを目標とする。 

 

〈評価の視点〉 

 

 

 知財マネジメントの専門

人材を７箇所以上の広域

大学ネットワークに派遣

し、大学等における知的

財産管理体制の構築等

を支援したか。 

 

 事業の透明性と効果の向

上のために、有識者から

構成される委員会におい

て、アドバイザーの派遣

先選定、派遣効果の評

価、派遣の継続または中

断等の審議・決定を行っ

たか。 

 

 複数年にわたって専門家

を派遣したプロジェクトに

ついて、有識者委員会に

よって派遣効果の評価と

今後の課題抽出を行った

か。専門家派遣がどのよ

うな成果と波及効果を生

み出したか。 

 

 派遣先機関の意見等で

評価に加味する要素はあ

るか。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

 

①複数大学等から構成されるネットワークを活用して知的財産管理体制や知的

財産活用体制の構築を行おうとする大学に、広域大学知的財産アドバイザー

（広域大学知財 AD）を派遣して体制整備と人材育成等の支援を実施した。主

要な業務実績は下記のとおり。 

 

◆広域大学知財 AD を派遣したネットワーク等の数 

平成２７年度：計 9 ネットワーク ⇔ ネットワーク参画大学は 57 大学  

（なお、本事業は、平成２７年度末までのため、新規募集は停止） 

 

◆広域大学知財 AD によるネットワーク等支援の形態 

 準備支援（原則、半年）：0 件 （平成２７年度） 

 通常支援（原則、３年間）：8 件 （平成２７年度） 

 フォローアップ支援（本支援終了後、原則１年）：1 件 （平成２７年度）  

 

◆広域大学知財 AD が行った支援活動 

○ネットワークの活動に対して 

 知財に係る有益な情報を大学ネットワーク内で共有化するための支援 

 ネットワーク内の共通する課題を抽出し、課題解決策を提示し課題解

決に向けて支援 

 ネットワーク内での連携プロジェクトの提案とプロモーション支援 

○個別の大学の知的財産活動に対して 

 知的財産管理体制の整備状況の診断、不足機能等の抽出、機能整

備の支援等 

 大学における知的財産管理体制等整備プランの策定支援 

 大学内の知財管理・活用支援人材の育成を目的とした実務者に対す

る具体指導（発明の評価、大学の承継判断、知財管理、ライセンス実

務に関する OJT 等） 

 大学の研究者、事務職員、学生等に対する知財啓発活動等 

 

◆広域大学知財 AD の支援活動のマネジメント 

 情報・研修館の統括大学知財 AD が、ネットワーク等に派遣された広

域大学知財 AD の活動内容等をモニタリング（毎月） 

（年間支援活動計画と月次報告のチェック、計画達成度のチェック等） 

 広域大学知財 AD 派遣先の関係者ヒヤリング（計 30 回） 

 

◆広域大学知財 AD の支援の質の向上を目的とする特定課題検討会等 

 年 8 回実施 

 

◆広域大学知財 AD 派遣事業の成果（アウトプット１） 

 広域大学知財 AD を派遣した大学ネットワークに参加した全大学にお

いて、知的財産ポリシー、知的財産規程、知的財産取扱体制が整備さ

れ大学が自立的に産学連携活動を行える基盤が整備された。 

 従来は規程や体制の整備が遅れていたために、全く知財活動や産学

連携活動が実施できていなかった幾つかの支援大学において、産学

連携プロジェクトのプロモーションが始まる成果が生まれた。 

 

◆広域大学知財 AD 派遣事業の成果（アウトプット２） 

 広域大学ネットワークの活動事例集の編纂・配布 

 広域大学ネットワークに対する支援活動の結果、小規模大学に適した

「知的財産ポリシー」「知的財産規程」、「知的財産管理体制」等の事例

集を編纂し、体制未整備大学等に配布 

 公開成果発表会の開催 → 大学関係者を中心に 104 名の参加者 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

① 中期計画・年度計画で

掲げる取組を全て確実

に実施したことに加え、

目標を超える取組を行

ったこと。 

 

② 知財体制未整備の中小

規模大学、知財体制に

不備等があった中小規

模大学の知財管理・活

用体制が整備されたと

いう成果（アウトプット）

が生まれたこと。 

 

③ 知財管理・活用体制の

整備に伴い、大学間連

携プロジェクトや産学連

携プロジェクトの組成が

進み、プロジェクト運営

が始まるという成果（ア

ウトプット）が生まれたこ

と。 

 

④ 上記②及び③の成果

（アウトプット）を生み出

す支援に対して、派遣

先大学から高い評価を

得たこと。 

 

⑤ 有識者から構成される

委員会において広域大

学知財 AD の活動は高

いパフォーマンスを発揮

していると評価されたこ

と。 

 

（課題と対応） 

① 本事業によって知的財

産戦略に取り組む大学

のすそ野の拡大が図ら

れたため、地方の中小

規模の大学等における

産学連携活動を支援す

ることが地方創生の観

点からも課題となってい

る。 

 

② 上記の課題に対応する

ため、情報・研修館での

内部検討と有識者委員

会での審議の結果、現

行事業を発展的に解消
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◆有識者委員会による広域大学知財ＡＤ派遣効果と活動内容の評価 

    有識者委員会による広域大学知財 AD の支援活動に関する評価の結果

は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価したネットワーク 評価結果 

8 ネットワーク  活動・取組が順調に進捗 50％ 

 活動・取組が概ね順調に進捗 50％ 

 改善すべき事項がある 0％ 

＜有識者の代表的な評価コメント＞ 

 加入校研究者間のマッチング案件を多数創出し、外部資金獲得の

連携プロジェクト案件を創出した取組等は、高く評価される 

 加入校各校において、初めて特許出願や商標登録出願がなされ

るまでになり、この成果を、全国の生活科学系大学に発信される

等、これらの取組等は、高く評価される。 

 幹事校の学術集会に他の加入校が参加する等により、加入校間

におけるシーズ・ニーズ情報も共有されるようになった。これらの取

組等は、高く評価される 

し、事業化を目指す産

学連携プロジェクトの知

財マネジメントを支援す

る「産学連携知的財産

アドバイザー派遣事業」

を行うこととし、平成 28

年度から実施することと

した。 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

 

① 広域大学知財ＡＤを「７箇所以上のネットワークに派遣する」とした年度計画

を上回る 9 箇所に派遣した。  

② 通常支援だけでなく、広域大学知財 AD の支援活動により生み出された、

公開可能な成果事例の編纂・配布、公開成果発表会の開催（104 名の大学

関係者等が参加）等により、蓄積したノウハウの拡散と普及を図った。 

③ 外部有識者により構成される「派遣先選定・評価委員会」において、派遣効

果 の評価を行った結果、評価を受けた全てのネットワークにおいて「活動取

り組みが順調に進捗している」、「活動・取組がおおむね順調に進捗してい

る」との評価を得た。 

 

  

 （３）知的財産情報活用のた

めの環境整備 

 

開放特許（権利譲渡又は

実施許諾の用意のある特

許）やリサーチツール特

許に関する情報の広く一

般への提供及び国内外

における知的財産情報の

共有、知的財産活用に関

する取組の情報交換、知

的財産活用に関わる者の

ネットワーク形成等を行う

機会の提供による知的財

産情報の活用のための

環境整備を行う。 

 

（３）知的財産情報活用のた

めの環境整備 

 

①開放特許やリサーチツー

ル特許に関する情報につ

いてのデータベースを提

供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）知的財産情報活用のた

めの環境整備 

 

①「知的財産推進計画２０１

４」（平成２６年７月４日）に

おいて支援の必要性が指

摘された「知財ビジネスマ

ッチング活動」のための基

礎的情報インフラとして位

置づけられる開放特許情

報データベースの充実の

ため、リサーチツール特

許データベースも含め、

企業、大学及び大学等技

術移転機関（TLO）等から

の新規登録を促進する活

動を継続する。 

 

 全国各地の自治体が配

置しているコーディネータ

ーに対する知財マッチン

グ活動の情報提供、コー

ディネーター間の情報交

換とネットワーク形成を目

的とする会議を年度に１

回以上開催する。 

 

〈評価の視点〉 

 

 

 開放特許及びリサーチツ

ール特許に関する情報の

新規登録を促進したか。

新規登録件数は昨年度

に比べ増加あるいは減少

したか。増減幅が大きい

場合、その原因等を分析

したか。 

 

 開放特許やリサーチツー

ル特許に関するデータベ

ースを利用するユーザー

に対して調査と意見聴取

を行った上で、システム

の機能改善の方向性を

見定めたか。 

 

 大規模フォーラムを開催

することで、知的財産活

用に関わる者のネットワ

ーク形成や国内外におけ

る知的財産情報の共有

等の環境整備に貢献した

か。 

〈主要な業務実績〉 

 

 

①知的財産情報の事業における活用を図るための情報提供インフラとして、｢開

放特許情報データベース｣と「リサーチツール特許データベース」を運用・管理

するとともに、新規案件の登録活動を行った。主要な業務実績は下記のとお

り。 

 

◆現行システムの運用・管理 

   年度を通して安定的な運用を行った。 

 

◆次期システムの調達準備に関する取組 

平成２６年度に実施したユーザーからの要望、現行システムの情報セキ

ュリティ機能の向上、コストパフォーマンスの確保等の観点に立って次期

システムの基本機能等について検討し、次期システムの調達準備に取り

かかった。 

具体的には、以下の検討業務を実施した。 

 次期システムに必要な機能仕様等の検討 

 業務要件の整理、要件定義書等の作成（調達範囲の取りまとめ） 

 登録促進活動の課題等の整理、今後の利用促進の具体策の検討 

 

◆開放特許情報の新規登録を促進する取組 

企業、大学等を訪問し、ライセンス可能な特許の登録を促すための営業

活動を実施 

  → 新規登録・追加登録を促した機関数：100 機関 

  → 新規登録件数：1,861 件 （前年度実績の約 3/4） 

→ 新規登録の減少の原因分析を行ったところ、 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

 根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で

掲げる取組を全て確実

に実施したことに加え、

ことに加え、目標を超え

る取組を行ったこと。 

 

② 開放特許情報データベ

ースに関し、必要な基

本機能の検討等次期シ

ステムの調達準備を行

うとともに、新規登録促

進のための利業活動を

精力的に行い、外部環

境 が 厳 し い な か で 、

1800 件以上の新規案

件登録を行ったこと。 

 

③ 開放特許情報データベ

ースへの新規登録が減

少傾向にある原因を探

り、次年度からの登録

活動の戦略方針を検討

した。 
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②国内外における知的財産

情報の共有、知的財産活

用に関する取組の情報交

換、知的財産活用に関わ

る者のネットワーク形成等

を行う機会としてのセミナ

ーを毎年度１回以上実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②国内外における大企業、

中小企業、ベンチャー企

業、大学等研究機関にお

ける知的財産活用に関す

る先進的な取組の紹介と

情報交換、グローバル知

財人財等の知的財産活

用に関わる者のネットワ

ーク形成等の機会として、

平成２８年１月を目途に１

０００名規模の参加者によ

る大規模フォーラムを開

催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 フォーラムの内容に対す

る参加者の満足度は９

０％を越えるものであった

か。フォーラム参加者を

対象とするアンケート調

査によって、今後の企画

で参考となる意見・要望

等はあったか。あった場

合どう活かす予定か。 

 

・企業における特許の棚卸し 

・大学等の特許出願の絞り込み 

等の影響が大きいものと判断 

      〔今後の登録促進の方針案〕 

    ・登録可能性が高い企業を中心に営業活動の範囲を拡大 

    ・広報の強化 

    等の方向を検討したところ。 

 

◆自治体特許流通コーディネーター等連絡会議の開催 

〔開催日〕 平成２８年２月１８日と１９日 （２日間） 

〔参加者〕 52 名  

自治体コーディネーターの他、業務管理担当者も参加 

〔内 容〕 (1) 最近のライセンシング取組事例等の発表・情報共有等 

(2) 自治体特許流通コーディネーター間の協働とネットワーク 

形成 

〔参加者の評価〕 参加者の 88％は満足で有用な内容と評価 

 

 

②平成２８年１月２５日、２６日の２日間にわたって、特許庁と情報・研修館の共催

により、1,000 名規模の参加者による大規模フォーラムを開催した。主要な業

務実績は下記のとおり。 

 

◆フォーラムの基本企画 

   情報・研修館において、有識者の意見を聴取しつつ、フォーラムの基本プ

ログラム案を作成し、共催者である特許庁の意見を聞きながら最終プロ

グラムを決定、過去 5 年間で最大数のプログラムを実施した。 

 

＜グローバル知財戦略フォーラムの概要＞ 

〔テーマ〕 新たなビジネス・知財戦略と地方創生に向けて 

〔開催日〕 平成２８年１月２５～２６日 の２日間 

〔プログラム〕 

第１日目 

特別講演 「IoT／インダストリー4.0 の時代の知財マネージメント」 

    講演者： 小川 紘一氏 

（東京大学政策ビジョン研究センターシニア・リサーチャー） 

パネルディスカッション 

ものづくり・サービス・IoT の結合と新たな

知財戦略 

（モデレータ：渡部 俊也氏） 

グローバル知財人材の素養 

（モデレータ：萩野 誠氏） 

IoT 時代の産業生態系を見通して知財マ

ネジメントをデザインできる人材をいかに

育成するか 

（モデレータ：妹尾 堅一郎氏） 

オープン＆クローズ戦略のた

めの営業秘密管理・活用策 

（モデレータ：後藤 晃氏） 

新興国の成長に応じた我が国企業のグロ

ーバル知財戦略 

（モデレータ：扇谷 高男氏） 

大学発シーズの知財活用戦

略 

（モデレータ：進藤 秀夫氏） 

第２日目 

  特別講演 「地域発イノベーションでローカルからグローバルを目指せ」 

   講演者：宇津山 晃氏 （浜松ホトニクス株式会社 知的財産部 部長） 

  特許庁講演 「職務発明に関する法改正の概要と指針（案）の概要」 

   講演者：中野 剛志氏 （特許庁 総務部総務課制度審議室 室長） 

パネルディスカッション 展示会 

個別企業相談会 地方創生で今、求められる機能、エコシス

テムとのその活用方法 

（モデレータ：久保 浩三氏） 

地方発グローバル展開企業の知財戦略 

（モデレータ：生島 博氏） 

 

◆フォーラムの準備及び当日の運営 

 

④ 大規模フォーラムに関

し、特許庁と共催するこ

とによって、２日間に拡

張するし、内容の充実

を図った結果、昨年度

を上回る参加者数と高

い参加者の満足度が得

られたこと。 

 

⑤ 政府の要請に基づき、

早期にタイムスタンプ情

報保管・証明システム

の開発とサービス提供

を開始するため、システ

ムとサービスの仕様の

検討・決定及び調達準

備を迅速に行ったこと。 

 

 

〈課題と対応〉 

① 開放特許情報データベ

ースの次期システム及

びタイムスタンプ情報

保管・証明システムに

ついて、スケジュール

はタイトではあるが、期

日までに確実にサービ

ス提供を行うことが課

題となっている。 

 

② 上記の課題を含め、増

加する情報システムサ

ービスへのニーズの増

大に対応するため、新

たに情報システムに精

通した専門人材の登用

を進め、情報・研修館

の情報システム系専門

人材の増強を進める予

定としている。 
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③企業等において秘匿管理

される技術ノウハウ、技術

データ、図面等の電子文

書に付されたタイムスタン

プ情報を長期保管するサ

ービスを提供するシステ

ムの構築に向けた準備を

進める。 

 

 

 

 

  情報・研修館担当者を中心に、プログラムの企画・調整、後援の依頼、フォ

ーラムのホームページ開設、フォーラム参加者の募集と参加受付、モデ

レータとパネリストの事前打ち合わせ、講演資料の依頼と資料集の作

成、当日の会場運営等を担当 

 

◆参加者数 

1,732 名（1 日目：1,103 名、2 日目：629 名） 

平成２６年度フォーラムの参加者（1,567 名）より約 150 名増加 

 

◆参加者の属性・地域 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

   ← 大企業だけでなく、幅広い属性の知財関係者が参加、2 日目は地方創

生をテーマにした結果、関東地域以外からの集客が向上。 

 

◆後援機関数 

過去 5 年間で最大の 31 機関（平成２３年度 13 機関）。 

 

  ◆参加者の満足度と意見 

参加者からのアンケート結果は以下のとおり。 

アンケート 

回答数 

1,029（全参加者の約 60％） 

アンケート 

結果の概要 

 有意義な考え方や情報が多く得られた 53％ 

 有意義な考え方や情報がある程度はあっ

た 

42％ 

 既に知っている内容でそれほど役に立た

なかった 

5％ 

参加者の 

代表的な意見 

 戦略を検討するにあたって重要な示唆を得ることが

できた。 

 知財の変遷と現在の状況がよく分かった。 

 ビジネスモデルの事前設計の重要性を認識できた。 

 自分が目指す方向性のヒントになりました。 

     ← 参加者の 95％が「有意義な考え方や情報が得られた」と評価。 

 

 

③営業秘密や先使用権の立証については、長いタイムスパンで証明できるよう

にしておく必要があることから、電子化された書類に付されたタイムスタンプを

長期間に渡って安定して保管することが重要とされ、情報・研修館では電子化

された書類に付されたタイムスタンプに関する情報を長期保管し、保管した年

月日の証明を発行するサービスを、平成２８年度末に提供する予定である。 

 

平成２７年度は、サービス提供に用いる情報システムに関する準備を進めると

ともに、新たなサービスの概要を公開した。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

◆タイムスタンプ情報保管・証明システムのサービス提供の準備業務 

 業務要件の整理 

 要件定義書の作成等 

52%

39%

13%

17%

7%

11%

6%

6%

4%

5%

4%
3%

3%

3%

13%

15%

1日目

2日目

参加者の属性

大企業 中小企業

大学・教育機関 法律・特許事務所

官公庁 個人

公設試 その他

86%

14%

75%

25%

地域別参加者割合
（内：1日目、外：2日目）

関東地域

関東地域

以外
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◆タイムスタンプ保管サービスの概要の一般ユーザーへの情報公開 

 電子書類におけるタイムスタンプ 

 情報・研修館が提供予定のサービスの概要 

 利用者のメリット等 

 想定される活用形態 

 サービス提供までのスケジュール 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

 

【開放特許情報データベースの特筆すべき取組または成果】 

開放特許情報データベースについては、以下に示す特筆すべき取組を行い、

利便性の向上、ユーザーからの要望への対応、情報セキュリティの向上を図

った。 

 次期システムの調達準備 

◇次期システムに必要な機能仕様等の検討 

◇業務要件の整理、要件定義書等の作成（調達範囲の取りまとめ） 

 全国の中小企業等を対象とした登録促進活動・利用促進活動 

◇登録促進活動の課題等の整理、今後の利用促進の具体策の検討 

 

【フォーラム開催の特筆すべき取組または成果】 

フォーラム開催については、以下に示す特筆すべき取組を行い、参加者にとっ

て有意な講演等となるよう内容の充実化、参加者の増加及び当該フォーラム

に対する満足度の向上を図った。 

 フォーラムの基本企画 

◇有識者の意見を聴取しつつ、特許庁との共催により、過去５年で

最大数のプログラムを実施 

 フォーラムの参加者 

◇1,732 名（前年度比 150 名増） 

◇幅広い属性の知財関係者が参加、地方創生をテーマとし関東地

域以外からの集客が向上 

 参加者の満足度 

◇参加者の 95％が「有意義な考え方や情報が得られた」と評価 

 

【タイムスタンプ情報保管・証明システムの特筆すべき取組または成果】 

タイムスタンプ情報保管・証明システムについては、以下に示す特筆すべき取

組を行い、平成２８年度末のサービス開始に向けて急ピッチで準備を進めた。 

 タイムスタンプ情報保管・証明システムのサービス提供の準備 

◇業務要件の整理 

◇要件定義書の作成 等 

 次の点について情報発信・情報公開 

◇電子書類におけるタイムスタンプについて 

◇提供予定のサービスの概要 等 

 

 

  

 

 
４．その他参考情報 

 

独立行政法人通則法第２８条の４に定める評価結果の業務運営の改善等への反映状況 

 開放特許情報データベースについては、機能改善等着実な推進を図るものとする。 

→開放特許情報データベースについては、本データベースに対するユーザー調査を行い、その結果を踏まえ、開放特許情報の検索・表示に関する機能に加え、情報セキュリティの強化、ユーザーの利便性の向上に資する機能追加を行うこととし、次期システムの

調達準備を進めた。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本事項 

３ 知的財産関連人材の育成 

関連する政策・施策 ・知的財産政策に関する基本方針（Ｈ２５．６．７閣議決定） 

・「日本再興戦略」改訂２０１４（Ｈ２６．６．２４閣議決定） 

・知的財産推進計画２０１５（Ｈ２７．６．１９知的財産戦略本部決定） 

・工業所有権に関する手続等の特例に関する法律第３７条 

・特許法施行令第１２条、第１３条、第１３条の２ 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条など） 

独立行政法人工業所有権情報・研修館法 第１１条 

七 特許庁の職員その他の工業所有権に関する業務に従事する者に対する研修を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビューシート 

平成２７年度行政事業レビューシート 事業番号 ０５６８ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

  平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

 調査業務実施者育成研修の実施

回数（計画値） 

毎年度2 回以

上 

－ 2 回 2 回 3 回 4 回 4 回  
予算額（千円） 710,170 1,155,163 771,924 822,949 963,290 

 調査業務実施者育成研修の実施

回数（実績値） 

－ － 4 回 4 回 4 回 4 回 4 回  
決算額（千円） 455,843 815,734 612,514 610,710 716,240 

 達成度 － － 200％ 200％ 150％ 100％ 100％  経常費用（千円） 689,617 842,432 835,321 848,030 930,530 

 登録調査機関の調査能力高める

研修の実施回数（計画値） 

毎年度1 回以

上 

－ 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回  
経常利益（千円） -15 473 1,126 611 2,443 

 登録調査機関の調査能力高める

研修の実施回数（実績値） 

－ － 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回  行政サービス 

実施コスト（千円） 
602,779 731,210 740,567 735,866 828,542 

 達成度 － － 100％ 100％ 100％ 100％ 100％  従事人員数 21 20 21 23 21 

 特許庁職員向け研修受講者の満

足度（計画値） 

毎年度平均

80％以上 

－ 80％ 80％ 85％ 90％ 90％ 

 特許庁職員向け研修受講者の満

足度（実績値） 

－ － 98％ 98％ 98％ 98％ 97％ 

 達成率 － － 123％ 123％ 116％ 109％ 108％ 

 調査業務実施者育成研修受講者

の満足度（計画値） 

毎年度平均

80％以上 

－ 80％ 80％ 85％ 90％ 90％ 

 調査業務実施者育成研修受講者

の満足度（実績値） 

－ － 100％ 99％ 99％ 100％ 100％ 

 達成率 － － 125％ 124％ 116％ 111％ 111％ 

 行政機関・民間企業等の研修受講

者の満足度（計画値） 

 

毎年度平均

80％以上 

－ 80％ 80％ 85％ 90％ 90％ 

※行政サービス経費については、共通経費を事業に配賊できないため計上していない。 

※年度計画予算における業務部門の人件費は、共通経費として一括で計上しているため、予算額及び決算額欄の

金額に人件費を含めていない。 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賊した後の金額を記載 
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  行政機関・民間企業等の研修受講

者の満足度（実績値） 

－ － 99％ 99％ 98％ 98％ 95％ 

 達成度 － － 124％ 124％ 115％ 109％ 106％ 

 ｅラーニングコンテンツの開発・改

訂数（計画値） 

5 年間で 15 ｺﾝ

ﾃﾝﾂ以上 

－ 4 程度 2 以上 3 以上 3 3 

 ｅラーニングコンテンツの開発・改

訂数（実績値） 

－ － 1 7 4 8 10 

 達成度 － － 33％ 350％ 133％ 267％ 333％ 

 特許庁職員向け研修の受講者数

（実績値） 

－ － 6,437 人 5,931 人 7,035 人 7,124 人 6,999 人 

 調査業務実施者育成研修の受講

者数（※途中辞退者除く）（実績値） 

－ － 441 人 684 人 575 人 596 人 600 人 

 調査業務実施者育成研修の修了

率（実績値） 

－ － 69％ 71％ 73％ 79％ 79％ 

 ﾊﾟﾃﾝﾄｺﾝﾃｽﾄ・ﾃﾞｻﾞｲﾝﾊﾟﾃﾝﾄｺﾝﾃｽﾄ

の応募件数（実績値） 

応募件数の伸長 

（※H27 年度） 

－ 512 件 680 件 727 件 768 件 686 件 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

       評定  

 ３．知的財産関連人材の育

成 

［人材育成業務］人材育成

業務の着実な実施 

 

知的財産に関連する行政

の円滑な実施及び知的財

産関連人材の充実を図るた

め、特許庁が有する専門的

な知識、経験及びノウハウ

を提供すること等を通じて、

知的財産立国の担い手で

ある知的財産関連人材の

育成を推進する。 

なお、審査官・審判官等特

許庁職員に対する研修及

び民間企業等の知的財産

人材の育成のための研修

については、「独立行政法

人の事務・事業の見直しの

基本方針」に基づき業務の

実施主体を含め抜本的な

見直しに向けた検討を行う

ことを踏まえ、見直しまでの

間については、引き続き情

報・研修館において着実に

各種研修業務を実施するこ

ととする。 

 

３．知的財産関連人材の育

成 

［人材育成業務］人材育成

業務の着実な実施 

 

３．知的財産関連人材の育

成 

〈主な定量的指標〉 

 調査業務実施者向け研

修の実施回数 

［指標］毎年度２回以上 

 

 登録調査機関の調査能

力を高めるための研修の

実施回数 

［指標］毎年度１回以上 

 

 特許庁職員向け研修受

講者の満足度 

［指標］毎年度平均８０％

以上 

 

 調査業務実施者向け研

修受講者の満足度 

［指標］毎年度平均８０％

以上 

 

 行政機関・民間企業等の

人材に対する各研修の参

加者満足度 

［指標］毎年度平均８０％

以上 

 

 ｅラーニングコンテンツの

開発・改訂数 

［指標］期中（５年間）で

15 コンテンツ以上 

 

〈その他の指標〉 

 研修の延べ受講生数 

 

 特許庁職員向け研修の

受講生数 

 

 調査業務実施者向け研

修の受講生数 

 

 調査業務実施者向け研

修の修了率 

 

 調査業務実施者向け研

修の受講生の満足度 

 

 知的財産に関する創造

力・実践力・活用力の開

発推進事業の参加校数 

 

 パテントコンテスト・デザイ

ンパテントコンテストの応

 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 人材育成業務の各項目

の自己評価結果は、 

Ｓ：０ Ａ：６ Ｂ：０ Ｃ：０ 

Ｄ：０ 

であり、総合自己評価を

すると「Ａ」に相当する。 

 

② 中期計画・年度計画で掲

げる取組を確実に実施し

（コメント：パテントコンテ

ストの応募件数のみ目標

未達）、数値目標を超える

成果を得ていること。 

 

③ 特許庁の新たな目標であ

る「世界最速・最高品質

の審査」の実現に大きく

貢献する研修の改善取

組を行ったこと。 

 

④ 政府として政策課題とな

っているグローバル知財

人財の育成・確保につい

て、１０件のケーススタデ

ィ教材を含む教材等を開

発するとともに、効果検証

研修を実施し、教材等の

改訂版を作成したこと。 

 

⑤ 情報通信技術を活用した

学習機会の提供におい

て、年度計画で予定して

いた３コンテンツを大幅に

上回る１０コンテンツの開

発・改訂を行ったこと。 

 

⑥ ベトナムの人材育成機関

である VIPRI との人材育

成機関間会合及び連携

セミナーを開催し、今後、

ASEAN 地域における知

的財産人材育成機関との

ネットワーク構築を進める

ための足がかりを強化す

ることができたこと。 

 

⑦ 東京で開催された第５回

日中韓連携セミナーにお

いて、中国における職務

発明条例案及び第４次専
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募件数 

 

利法改正案というユーザ

ーの関心の高いテーマを

設定し、多数の参加者か

ら高い評価を得たことに

加え、その内容について

e ラーニングコンテンツと

しても活用を図ったこと。 

 

〈課題と対応〉 

① 引き続き特許庁の新たな

目標である「世界最速・最

高品質の審査」の実現に

資する研修の改善取組

（先端技術分野の技術動

向に関する技術研修の充

実、新制度に対応するた

めの研修、実務演習の拡

充、グローバル時代に対

応するための研修の充実

等）を実施していく必要が

ある。 

 

② 民間人材向けの一部研

修については民間への移

管を円滑に進めるととも

に、政府として政策課題

となっているグローバル

知財人財の育成・確保に

ついて着実に事業を進め

ていくことが必要になって

いる。 

 

 （１）特許庁職員に対する研

修 

 

特許庁の業務を円滑に

遂行するため、知的財産

政策を取り巻く環境の変

化に対応しつつ、特許庁

職員の育成研修を着実

に実施する。 

 

（１）特許庁職員に対する研

修 

 

特許庁職員に対する研

修の実施にあたっては、

以下の点を踏まえつつ

着実に実施する。 

 

 実務実習を取り入れるな

ど特許庁職員の実践的

な能力を強化すること。 

 

 知的財産関係者と合同で

研修を実施する機会を確

保し、相互の研修効果を

高めること。 

 

 講師の充実及び効果的

かつ効率的なカリキュラ

ムの策定をすること。 

 

 研修を実施する立場か

ら、研修に対する要望を

的確に把握し、研修内容

に反映させること。 

 

（１）特許庁職員に対する研

修 

 

① 「知的財産推進計画２０

１４」（平成２６年７月４

日）において掲げられた

「世界最速・最高品質の

特許審査」の実現を目

標に据えて、特許庁「研

修基本方針」と別紙１の

「 平 成 ２ ７ 年 度 研 修 計

画」等に基づいて効果

的かつ効率的に研修を

実施するための研修実

施要領を定め、以下の

諸点に留意しつつ着実

に実施する。また、受講

生アンケート結果におい

て「有意義だった」との

評価を９０％以上の受講

生から得ることを目標に

するとともに、１００％を

目 指 す こ と と す る 。 な

お、研修後のアンケート

やヒヤリング等の研修

生や講師の意見をまと

め、特許庁へフィードバ

〈評価の視点〉 

 

 

 特許庁職員の育成研修

を着実に実施することで、

特許庁業務の円滑な遂

行に貢献したか。 

 

 特許庁の目標とする「世

界最速・最高品質の特許

審査」の実現に向けた審

査官の育成に寄与できた

か。 

 

 受講生に対するアンケー

ト調査において、「有意義

だった」との評価を９０％

以上の 者か ら確 保した

か。また、１００％を目指

すような取組を行ったか。 

 

 中期計画・年度計画で掲

げる取組以外で目標を達

成するために行った特筆

すべき取組はあるか。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

 

① 特許庁の新たな目標である「世界最速・最高品質の特許審査」を担う特許庁

審査官の育成において、情報・研修館は審査系職員研修等の一層の充実に

よって貢献した。主要な業績は以下のとおり。 

 

◆特許審査系職員の研修実施 

特許庁の研修計画に基づき、段階別の８つの研修コースの実施要領を 

作成し、着実に実施した。 

研 修 名 受講生数 

審査官補コース研修 34 名 

任期付職員初任研修 50 名 

審査官コース前期研修 102 名 

審査官コース後期研修 99 名 

審判官コース研修 36 名 

審査応用能力研修１ 38 名 

審査応用能力研修２ 37 名 

審査系マネジメント能力研修 17 名 

 

◆受講生の評価結果 

 全ての受講生に対する調査の結果、以下のような評価であった。 

有意義であった 97％ 

不満が残った 3％ 

             ↓ 

          年度計画で掲げた数値目標値（90％以上）達成 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ  

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に実

施したことに加え、数値目

標を超える成果を得たこ

と。 

 

② 特許庁の目標である「世

界最速・最 高品質 の審

査」の実現に資する改善

の取組（先端技術分野の

技術動向に関する技術研

修の充実、実務演習の拡

充等）を行い、外国企業

からの「我が国の特許審

査の質の高さ」を讃える

声の一因となるような研

修を実施していること。 

 

③ グローバル時代に対応す

るための語学研修におけ

る多様なメニューの提供

等により、語学研修受講

生の 数 が伸 びて いるこ
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 ｅラーニングによる学習

教材を積極的に活用する

こと。 

 

ックするとともに次年度

の特許庁の研修計画を

策定する場に積極的に

参画する。 

 

 グローバル化に対応する

ための語学研修の充実 

 

 審査・審判の品質向上を

図るための各階層別研修

における科目の充実や技

術研修等のさらなる充実 

 

 実務実習を取り入れた実

践的な能力育成研修の推

進 

 

 知的財産政策や環境の変

化に対応する審査系・事

務系職員研修の各研修コ

ース及び個別科目の目

的・内容等の見直しを反

映したシラバス等の充実

及び活用 

 

 特許庁以外の外部人材と

の合同研修によるシナジ

ー効果を活かした研修効

果の向上 

 

 受講生アンケート、講師ア

ンケート、受講生ヒヤリン

グ、講師ヒヤリング等によ

って収集した要望を参考

に行う研修内容、研修方

法、教材等の改善 

 

 ｅラーニング学習教材の

積極的活用 

 

 グローバル時代に対応す

るため、語学研修を充実

したことによる効果は何

か。 

 

 審査・審判の品質向上を

図るため、科目の充実や

技術研修の充実に努め

た具体内容は何か。どの

ような効果を生み出して

いるか。 

 

 平成２６年度から始まる

任期付き審査官に対する

研修 を着 実に 実 施した

か。 

 

 実務実習を取り入れた実

践能力育成を前年度に比

べどの程度進めたか。 

 

 審査系・事務系職員研修

の各研修コース及び個別

科目の目的・内容等の見

直しを反映したシラバス

等の充実及び活用は前

年度に比べどの程度進ん

だか。 

 

 特許庁以外の外部人材と

の合同研修によるシナジ

ー効果を活かす研修は前

年度に比べ増加したか。

効果に対する評価はどう

か。 

 

 受講生アンケート、講師

アンケート、受講生ヒヤリ

ング、講師ヒヤリング等に

よって収集した要望を参

考に行う研修内容、研修

方法、教材等の改善に努

めたか。 

 

 e ラーニングによる学習教

材を研修の中に効果的か

つ積極的に活用したか。 

 

 

◆特許審査系職員の講義・演習時間の充実 

 審査官初任者（審査官補）研修について、実践的な能力育成を推進す

るため、実務研修を取り入れるなど講義・演習時間を増加した。 

 

 
   （注）審査官補コースの講義・演習時間数 

 

（参考） 

特許審査官職員に対する他の研修については、昨年度に引き続き以下

の実務演習時間を確保した。 

研 修 名 時間数または回数 

審判官コース研修  6 時間  

審査官コース前期研修  16 時間  

審査官コース後期研修  6 時間  

審査官応用能力研修２  7 時間  

明細書等の記載に関する研修 7 時間  

サーチ実務研修 18 回／年  

 

◆最新の技術動向を把握させる機会の提供 

先端技術分野の技術動向に関する技術研修の充実を図った。以下にそ

の代表例を示す。 

 最新の技術動向に関する研修 受講生数 

例１ ゲノム編集技術の開発とその応用～

基盤技術から遺伝子治療・生物育種

まで～ 

特許審査・審判官 

62 名参加 

例２ 制御性 T 細胞の基礎と応用 特許審査・審判官 

73 名参加 

例３ 多孔性配位（PCP)／金属有機構造

体（MDF）の開発とそれを取り巻く現

状 

特許審査・審判官 

50 名参加 

↓ 

最新の技術に関する審査に活用できる基本知識を提供 

 

◆審査の質の強化 

審査官補コース研修及び任期付職員初任研修において、平成 26 年度

から取り入れた科目、「審査の品質とマネジメント」を継続実施した。 

 

審査官に対する研修を「質」「量」ともに拡大 

↓ 

審査期間の短縮及び国際的に信頼される審査の質の向上に寄与 

 

 

◆グローバル化時代に対応するための「語学研修」の充実 

 オーラル、リーディング、ライティングと強化したいスキルに特化したコ

ースや国際業務、国際条約に特化したコースを設置する等、グローバ

と。 

 

④ 各研修コース及び個別科

目の目的・内容等の見直

しを反映したシラバス等

の充実及び活用を進め、

シラバスと教材の受講者

への事前配布を進めたこ

と。 

 

⑤ 受講生の要望を聴取し

て、研修効果の向上につ

ながる研修環境等の改

善・整備に柔軟に取り組

み、研修効果を向上させ

たこと。 

 

⑥ ｅラーニング教材の活用

を進めたこと。 

 

〈課題と対応〉 

① 引き続き、特許庁の新た

な目標である「世界最速・

最高品質の審査」の実現

に資する研修の充実を図

ること。特に、先端技術分

野の技術動向に関する技

術研修の充実、実務演習

の拡充、グローバル時代

に対応するための語学研

修の充実等については、

計画的に実施していくこと

が課題である。 

 

② 特許庁庁舎の改修工事

に伴って、一部の研修で

は教室等の確保が新た

な課題として生まれてい

る。 

 

③ 上記①、②に記載した課

題については、平成 28 年

度から計画的に対応する

こととしている。 
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ル化に対応できる人材育成を図った。受講生数は以下のとおり。 

コース別語学研修 H26 H27 

  

集合型

研修 

  

  

   

  

リーディング 12 名 30 名 

オーラル 80 名 114 名 

ライティング 4 名 21 名 

国際業務 8 名 8 名 

国際条約（商標） － 3 名 

第二外国語(中国語） 19 名 19 名 

第二外国語リーディング 2 名 － 

通学型(英語他） 149 名 163 名 

通信教育型 119 名 139 名 

短期集中型語学研修  27 名 45 名 

受講生合計数 420 名 542 名 

 

 習得する外国語の種類を拡大し、平成 27 年度実績では、以下の７カ

国語に対応 

英語、中国語、韓国語、フランス語、ドイツ語、 

ベトナム語、ヒンディー語、アラビア語 

 

語学研修の受講生数は、前年度実績の 130％に増加 

↓ 

特許庁審査官等の語学力向上に貢献 

 

 

◆グローバル化時代に対応するための特別研修の実施 

 「米国における審査実務」及び「特許実務に関するプレゼンテーション

の演習」において、米国から講師を招き、英語による研修を実施。 

 「実務研修」の中で「ハーグ協定対応英語起案研修」を開催し、制度改

正後の実務を適確に行うための研修を実施。 

 

◆研修コースと科目の見直し、受講生の研修効果向上策 

 以下に示す一連の改善策を進めることにより、 

 研修コースと科目の目的、内容、成績評価方法の見直し 

 見直しした内容を反映したシラバスの整備・充実 

 受講生への事前シラバス配布 

受講生に対して、受講コース・科目の意義、達成目標等、受講の心構

え等への理解を喚起し、研修効果の向上を図った。 

 

 合同研修によるシナジー効果を期待して、審査官研修の一部に企業

関係者、弁理士との合同討議を組み込んだ。実施科目は、「審査応用

能力研修２」、「審査官コース後期研修」等 

 企業 弁理士 外部計 

審査官コース後期研修 3 名 3 名 6 名 

審査応用能力研修 32 名 32 名 64 名 

当事者系審判研修 － 19 名 19 名 

合計 35 名 54 名 89 名 

 

 

【合同研修の効果】 

 外部人材との合同研修によるシナジー効果が生起 

例えば、視点の違いを相互に理解等 

↓ 

【受講生からの評価】 

 審査系職員と外部の受講生の大多数が、「有意義だった」と反応 
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◆受講生等の要望に基づく研修環境の改善取組 

情報・研修館では、研修環境等の改善も継続的に進めている。受講生、

講師からの研修環境に関する要望を把握・分析し、対応可能な要望等に

対しては迅速に措置した。 

＜平成 27 年度に措置した研修環境の改善＞ 

 特許庁入庁者（100 人超）への初任者研修に対応できる研修教

室の大改修 

 空気がこもりがちな地下教室への空気清浄機の導入 

 板書が見えづらいとの声が多かったため、複写機能付きのホワ

イトボードを導入して研修終了後に資料として配付 

 DVD を用いる講義において、音声が聞き取りづらいとの声に対

応するスピーカー環境の改善 

 研修受講前に予習できるよう、テキストの事前配付を原則化 

 受講生の復習時間を保証するため、講義と試験の間隔を開け

るため、時間割等を調整 

 予習復習用の IP・ｅラーニングについて、受講生の要望に応え

る形で「ｅラーニング教材を用いた学習所要時間一覧」を作成し

て全受講生に配付 

 

◆ｅラーニング教材の積極活用 

（ｅラーニング教材を活用した科目の数） 

 
（注）審査官前期コースの科目数の減少は、教材内容の見直しを図った

結果によるもの。 

 

 ◆特許庁職員に対する研修の波及効果（アウトカム）に関する検討 

 研修等の人材育成に関する業務のアウトカムは、中長期的な組織の

パフォーマンスに現れるもので、中長期のモニタリングが必要なもの

であるとの認識がある。 

 一方、中長期のモニタリングを必要とせず比較的短期間でモニタリン

グしてアウトカムを評価できる指標を仮設定しておくことも考えられ

る。 

 

 一般に、研修による短期的な効果（アウトカム）を測るモニタリング指

標になりうる候補としては、 

 研修において実施される試験の成績 

 研修受講後、一定期間をおいて行われる試験の成績 

（例えば、語学研修受講後のＴＯＥＩＣの点数の伸び） 

 実務を行う現場でのＯＪＴの指導者による研修受講効

果に関する評価 

などが考えられる。 

 

 いずれにせよ、研修は実務に必要な知識水準の向上と基本能力の

育成という重要な役割を担うものとして位置づけられる。 
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13科目 13科目

15科目

11科目 11科目
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8科目
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

審査官補コース研修 審査官コース前期研修

任期付職員初任研修
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 一方、特許庁が目標とする「世界最速・最高品質の審査」の実現に

は、 

 研修による実務に必要な基本知識の獲得 

 研修による実務に必要な基本能力の育成 

 研修による実務を効果的に実施するために必要な最

新の知識の獲得 

 ＯＪＴによる知識を実務に活かす能力の獲得 

 実務における知識の能力の発揮 

が揃った価値で機能していくことが必要になるものと思われる。 

 

 したがって、特許庁職員に対する研修の波及効果（アウトカム）を測

るモニタリング指標としては、例えば、 

 審査官による審査件数 

 特許庁が行う審査に対する内外国の企業等から提示

される評判等 

 特許庁が行う国際サーチレポート（ＩＳＲ）に対する内

外国の企業等からの評価等 

等も候補として加えておいていいかもしれない。 

 

 情報・研修館としては、研修事業の成果（アウトプット）と効果（アウト

カム）のあり方、そのモニタリング方法等について、平成 28 年度以降

も、引き続き内部検討を重ねていく予定である。 

 

    

 

 

 

 

 〈特筆すべき取組または成果〉 

 

① 特許庁の目標である「世界最速・最高品質の審査」の実現に資する改善の

取組、具体的には、先端技術分野の技術動向に関する技術研修の 

充実、実務演習の拡充等を実施したこと。 

② 語学研修の受講形態の多様化によって、受講生増になったこと。 

③ 中期計画・年度計画で掲げられていなかったものの、受講生等の要望に基

づく研修環境の改善取組を迅速かつ柔軟に行ったこと。 

 

  

 （２）調査業務実施者の育

成研修 

 

「工業所有権に関する手

続等の特例に関する法

律」に基づく登録調査機

関の調査業務実施者を

育成するための研修を着

実に実施するとともに、

新たに登録調査機関の

調査能力を高めるための

研修を実施する。 

 

（２）調査業務実施者の育

成研修 

 

① 特許庁が定める調査業

務実施者育成研修方

針に基づき、工業所有

権に関する手続等の特

例に関する法律第３７

条に規定する調査業務

実施者に必要な研修を

毎年度２回以上実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査業務実施者の育成

研修 

 

① 「世界最速・最高品質の

特許審査」の実現に貢

献するため、特許庁が

定める調査業務実施者

育 成 研 修 方 針 に 基 づ

き、工業所有権に関す

る手続等の特例に関す

る法律第３７条に規定す

る調査業務実施者に必

要な法定研修（１回の研

修期間は約２カ月）を年

度内に計４回実施する。

受講後のアンケート結

果において「有意義だっ

た」と回答する者が全受

講生の９０％以上となる

ことを目標にし、１００％

を目指すこととする。 

 

 「世界最速・最高品質の特

許審査」を担う特許庁審

査官が求める調査業務実

施者の実践的調査能力を

養成するため、外国文献

〈評価の視点〉 

 登録調査機関の調査業

務実施者を育成する研修

を年間３回以上実施した

か。 

 

 登録調査機関の調査業

務指導者の能力を高める

ための研修を年１回実施

したか。 

 

 受講生に対するアンケー

ト調査において「有意義だ

った」との評価を９０％以

上の者から確保したか。

また、１００％を目指すよ

うな取組を行ったか。 

 

 中期計画・年度計画で掲

げる取組以外で目標を達

成するために行った特筆

すべき取組はあるか。  

 

 先行文献調査における調

査方針、調査プロセス、

〈主要な業務実績〉 

 

 

① 「世界最速・最高品質の特許審査」の実現に貢献するため、調査業務実施者

の育成研修を年４回（１回の研修期間は２カ月）実施した。募集要項の作成と

募集、受講料の収納、受講決定者の登録・管理等に係る業務、講義・演習会

場の手配、講師の手配、出席管理、成績管理、受講生・講師からの評価結果

調査及び修了認定等の一連の業務を確実に遂行した。主要な業績は以下の

とおり。 

 

◆調査業務実施者の育成研修の実施状況（４回実施） 

 平成２７年度 平成２６年度 

受講生（４回計） 600 名 596 名 

修了者（４回計） 472 名 470 名 

修了率 79％ 79％ 

 

◆受講生の受講後評価結果 

 有意義であった 不満が残った 

調査業務実施者育

成研修 
100％ － 

↓ 

年度計画に掲げた数値目標(90)％以上）を超過達成 

 

◆外国文献調査演習やグループ討議等の充実 

調査業務実施者の実践的調査能力を養成するため、外国文献調査演習

やグループ討議等を充実した。 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に実

施したことに加え、数値目

標を超える成果を得たこ

と。 

 

② 外国文献調査演習やグ

ループ討議等の充実、面

接における説明能力育成

に関するカリキュラムの

充実を行うことにより、研

修効果を高め、特許庁の

新たな目標となる「世界

最速・最高品質の審査」

の実現に貢献するととも

に、受講生の修了率を大

きく向上させたこと。 

 

 

〈課題と対応〉 

① 課題となっていた調査業

務実施者の育成研修、登

録調査機関の調査業務
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② 登録調査機関の調査

能力を高めるための研

修を毎年度１回以上実

施する。 

 

 

調査演習やグループ討議

等を引き続き充実するとと

もに、新たに先行文献調

査における調査方針、調

査プロセス、調査結果の

説明能力育成に関するカ

リキュラムを充実する。 

 

 研修受講料（平成２６年度

は受講区分によって２１９

千円または２５５千円）の

妥当性を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 登録調査機関の調査業

務指導者に求められる

能力を習得させるため

の研修（１回の研修は２

日）を、引き続き年１回

実施する。受講後のア

ンケート結果において

「有意義だった」と回答

する者が全受講生の９

０％以上となることを目

標にし、１００％を目指

すこととする。 

 

 研修受講料（平成２６年度

は２２.６千円）の妥当性を

検討する。 

 

調査結果の説明能力育

成に関するカリキュラムを

充実したか。 

 

 調査業務実務者の海外

で通用する実践的調査能

力を高めるため、外国文

献調査演習やグループ討

議等を充実したか。 

 

 受講料について、方針を

定め妥当性 を検討した

か。 

 

 

◆研修フロー及び面接評価第一の評価内容の見直し 

面接官には、受講生に与えられた課題をインタラクティブに再認識させる

ことを求め、受講生の実態を把握した上で能力開発をする面接に変更 

↓ 

受講生が自らの課題を再認識し、当該課題を克服する機会を与えられた

ことによって、研修効果が向上 

 

◆外国特許文献検索業務のためのカリキュラムの見直し 

外国特許文献検索業務のための知識習得のため、「分類の概論」及び

「検索の考え方と報告書の作成」の科目中に加えた。 

 

◆外国特許文献検索実習の実施 

外国特許文献検索のための検索キーの探索方法、高度検索端末による

外国語文献検索手法等について実習を強化 

↓ 

受講生の理解度が高まった。 

 

◆研修内容の改善取組による成果（アウトプット） 

受講生の修了率：平成２６年度実績値 75.6％ 

↓ 

平成２７年度実績値 78.7％ 

 

◆研修受講料の妥当性に関する検討 

 複数年度（平成２６、２７年度）の収支を分析した。 

 検討の結果、平成２８年度の受講料は、現状維持が妥当であると結論

した。 

 

② 登録調査機関の指導者の能力育成のため、募集要項の作成と募集、受講料

の収納、受講決定者の登録・管理等に係る業務、講義・演習会場の手配、講

師の手配、出席管理、成績管理、受講生・講師からの評価結果調査及び修

了認定等の一連の業務を確実に遂行した。主要な業績は以下のとおり。 

 

◆登録調査機関の調査業務指導者研修の実施状況（１回実施） 

 平成２７年度 平成２６年度 

受講生 34 名 14 名 

 

◆受講生の受講後評価結果 

 有意義であった 不満が残った 

調査業務実施者調

査能力向上研修 
100％ － 

↓ 

年度計画に掲げた数値目標(90)％以上）を超過達成 

 

◆研修受講料の妥当性に関する検討 

 複数年度（平成２６、２７年度）の収支を分析の結果、受講料は現状維

持が妥当であると結論した。 

 

指導者研修の受講料に

ついては、収支分析の結

果、現状維持が妥当との

結論を得たため、平成 28

年度も受講料の改定は

行わないこととした。 

 

② 引き続き、特許庁の新た

な目標となる「世界最速・

最高品質の審査」の実現

に貢献できるよう、外国特

許文献の調査能力や審

査官への説明を念頭に置

いたコミュニケーション能

力の向上に力を入れてい

く必要がある。 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

① 外国文献調査演習やグループ討議等の充実、面接評価第一の評価内容の

見直し等を行い、研修内容の改善取組による成果（アウトプット）である研修

受講生の修了率が向上したこと。 

 

  

 （３）行政機関・民間企業等

の人材に対する研修 

 

公益的見地から中立・公

平に実施することを基本

（３）行政機関・民間企業等

の人材に対する研修 

 

公益的見地から中立・公

平に実施することを基本

（３）行政機関・民間企業等

の人材に対する研修 

 

特許庁及び情報・研修館

が有する知識・経験及び

〈評価の視点〉 

 

 

 弁理士、民間企業の知財

部員等を対象とする特許

〈主要な業務実績〉 

 

 

 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

 根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲
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に、行政機関や民間企業

等において知的財産権

に関する業務に従事する

者の実務的な知見や先

行技術調査能力を高め

るための研修を効果的に

実施するとともに、中小・

ベンチャー企業等に対し

てはより参加しやすい形

態での研修を実施する。 

その際には、受講者数や

その推移、費用対効果及

び市場化テストの実施結

果を踏まえ、独立行政法

人として実施する必要性

について講座ごとに厳格

に検証し、必要な見直し

を行う。 

 

に、政府の促進する知的

財産関連人材の育成に

向けた政策に資する観

点から、大学を含む民間

の知的財産人材育成機

関と協力・補完しながら

行政機関・民間企業等の

知的財産関連人材の育

成を推進するため、特許

庁の有する知識・経験及

びノウハウの提供等を以

下の研修を含め、必要な

研修を実施することで行

う。 

 

① 弁理士、民間企業の知

財部員等の知的財産

専門人材に対する特許

要件の判断等に係る実

務能力向上のための研

修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 民間企業等の検索業

務者に対する特許情報

等に係る調査・検索能

力向上のための研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 中小・ベンチャー企業の

経営者や知財部員等に

対する知 的 財産 の保

護・活用能力向上のた

めの研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 行政機関等の知的財

産関連業務担当者に対

する知的財産に係る業

ノウハウ等を活用して以

下の研修を実施する。受

講後のアンケート結果に

おいて「有意義だった」と

回答する者が全受講生の

９０％以上となることを目

標にし、１００％を目指す

こととする。 

 

 

 

 

 

 

 

① 弁理士、民間企業の知

財部員等の知的財産専

門人材に対し、特許要

件の判断等に係る実務

能力を向上させる目的

で、特許審査基準討論

研修、意匠審査基準討

論研修、意匠拒絶理由

通知応答研修を民間と

の共催により、それぞれ

年度内に３回、１回、１

回、実施する。 

 

 

 

② 出願の厳選等を促進す

るうえで重要となる民間

企業等の検索業務担当

者における特許情報等

の調査・検索能力を向

上するための検索エキ

スパート研修[上級]、同

[意匠]を、それぞれ年度

内に４回、１回、さらに特

許調査実践研修を年度

内に１回、実施する。 

 

 

③ 中小・ベンチャー企業の

経営者や知財部員等に

対 す る 知 的 財 産 の 保

護・活用能力向上のた

めに、知的財産活用研

修[検索コース]、知的財

産活用研修[活用検討コ

ース]、知的財産権研修

[産学官連携]を、それぞ

れ年度内に２回、１回、

１回、実施する。 

 

 

④ 行政機関等における知

的財産関連の業務担当

者の業務遂行能力を向

審査基準討論研修、意匠

審査基準討論研修、意匠

拒絶理由通知応答研修

を民間との共催も含め、

それぞれ年度内に３回、

１回、１回、実施したか。 

 

 民間企業等の検索業務

担当者の特許情報の調

査・検索能力を向上する

ため、検索エキスパート

研修［上級]、同[意匠]を、

それぞれ年度内に４回、

１回、さらに特許調査実

践研修を年度内に１回、

実施したか。 

 

 中小・ベンチャー企業の

経営者や知財部員等を

対象とする知的財産活用

研修[検索コース]、知的

財産活用研修[活用検討

コース]、知的財産権研修

[産学官連携]を、それぞ

れ年度内に２回、１回、１

回、実施したか。 

 

 行政機関等の知的財産

関連の業務担当者を対

象とする知的財産権研修

[初級]を、年度内に４回、

実施したか。 

 

 知的財産プロデューサー

に対する事業戦略を支援

する能力の向上のための

研修を１回以上実施した

か。 

 

 研修内容の充実に関する

取り組みを不断に実施し

ているか。 

 

 受講者の研修に対する評

価で「有意義だった」と回

答する者が８０％を越え

たか。 

 

 上記の研修について、独

立行政法人が実施する

必要性を厳格に検証し、

一部の研修については民

間等との共催を進めた

か。 

 

 中期計画・年度計画で掲

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 知的財産専門人材（弁理士、企業知財部員等）を対象に、特許要件の判断等

に係る実務能力を向上させる目的で、特許審査基準討論研修、意匠審査基

準討論研修、意匠拒絶理由通知応答研修を実施した。 

 

◆知財専門人材を対象とする研修の実施 

 情報・研修館と特許庁の知見とノウハウを活用し、民間機関との共催

により、以下の研修を実施した。 

研修タイトル 実施回数 

特許審査基準討論研修 ３回 

意匠審査基準討論研修 １回 

意匠拒絶理由通知応答研修 １回 

（注１）これら研修は、平成 28 年度以降の民間移行を前提にして実

施したものである。 

（注２）実施回数は年度計画で掲げた回数と同じ。 

 

② 民間企業等の検索業務担当者を対象に、特許情報等の調査・検索能力を向

上するための検索エキスパート研修［上級］、検索エキスパート研修[意匠]、

特許調査実践研修を実施した。 

 

◆民間企業等の検索業務担当者を対象とする研修の実施 

 情報・研修館と特許庁の知見とノウハウを活用し、以下の研修を実施

した。 

研修タイトル 実施回数 

検索エキスパート研修［上級］ ４回 

検索エキスパート研修［意匠］ １回 

特許調査実践研修  １回 

（注）実施回数は年度計画で掲げた回数と同じ。 

 

③ 中小・ベンチャー企業の知的財産の保護・活用能力向上のため、知的財産活

用研修［検索コース］、知的財産活用研修［活用検討コース］、知的財産権研

修［産学官連携］を実施した。 

 

◆中小・ベンチャー企業の経営者や知財部員等に対する研修の実施 

 情報・研修館の知見とノウハウを活用し、以下の研修を実施した。 

研修タイトル 実施回数 

知的財産活用研修［検索コース］  ２回 

知的財産活用研修［活用検討コース］  １回 

知的財産権研修［産学官連携］   １回 

（注）実施回数は年度計画で掲げた回数と同じ。 

 

④ 行政機関等の知的財産関連の業務担当者を対象に、知的財産権制度や実

務上必要な諸制度に関する知的財産権研修［初級］を実施した。 

 

げる取組を全て確実に

実施したことに加え、数

値目標を超える成果を

得たこと。 

 

② 政府全体としても大きな

政策課題となっているグ

ローバル知財人財の育

成・確保について、前倒

しで事業実施体制を確

立するなど、年度計画で

掲げる「所要の取組の検

討・準備を進める。」を越

える取組を行ったこと１０

件のケーススタディ教材

を含む教材等を開発す

るとともに、効果検証研

修を実施し、教材等の改

訂版を作成したこと。 

 

〈課題と対応〉 

① 一部研修の民間への移

管を円滑に進めるととも

に、政府全体としても大

きな政策課題となってい

るグローバル知財人財

の育成・確保について着

実に事業を進めていくこ

とが必要になっている。 

 

 



 

- 51 - 

務遂行能力向上のため

の研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 知的財産プロデューサ

ーに対する知的財産戦

略の視点から事業戦略

を支援する能力向上の

ための研修 

 

また、上記の研修の実施に

あたっては、市場化テスト

の実施結果等に示された

情報・研修館に対する社会

のニーズの把握に努めな

がら、以下の点に重点的に

取り組む。 

 

 討論形式を取り入れるな

ど研修生の相互研鑽が

行われるようにすること。 

 

 講師の充実及び研修内

容の質的向上を図るこ

と。 

 

 個別の研修に対する要

望を的確に把握し、研修

内容に反映させること。 

 

 特許庁職員と合同で研

修を実施する機会を確

保し、相互の研修の効果

を高めること。 

 

 中小・ベンチャー企業等

に対して、より参加しや

すい形態で研修を実施

すること。 

 

 民間等において対応が

容易となった研修につい

ては合理化を図ること。 

 

上記（１）から（３）の研修を

通じ、研修生に対するアン

ケート調査において、「有意

義だった」との評価を毎年

上させるため、知的財産

権制度や実務上必要な

諸制度に関する知的財

産権研修[初級]を、年度

内に４回、実施するとと

もに、研修受講から一定

期間経過した後に、受

講生が職場等における

業務で研修効果を活か

しているか等について確

認するフォローアップ調

査を実施する 

 

⑤ 研究開発機関等に派遣

する知的財産プロデュ

ーサー（２．（１）に記載）

の能力向上を目的とし

て、研究開発戦略、知的

財産戦略、事業戦略等

の研修を実施する。 

 

げる取組以外で目標を達

成するために行った特筆

すべき取組はあるか。 

 

◆行政機関等の知的財産関連の業務担当者に対する研修の実施 

 情報・研修館の知見とノウハウを活用し、以下の研修を実施した。 

研修タイトル 実施回数 

 知的財産権研修［初級］ ４回 

【注】実施回数は年度計画で掲げた回数と同じ。 

 

 研修受講から一定期間の経過後に、フォローアップ調査を実施 

↓ 

講義内容が業務上役立ったとの回答が 89％ 

業務上でも役立つ研修であったことが確認された 

 

 

 

⑤ 知的財産プロデューサー等の能力向上のため、研究開発戦略、知的財産戦

略、事業戦略等の研修を、計 4 回実施した。 

 

 

 

 

 

上記の①～⑤の研修実施に際しては、討論形式の導入、講師の充実、 

研修内容の見直し、受講者から聴取した要望への対応等を、適宜実施 

↓ 

全ての研修で、受講者の 95％以上から「有意義な内容」との評価 

目標とした値を越えている 

 

 

   中小・ベンチャー企業等の受講者に対しては、受講料の減免を実施 

↓ 

中小企業等の受講者から謝意 

 

 

中期目標に掲げられた、「独立行政法人として実施する必要性について講座

ごとに厳格に検証」するため、調査事業を実施した。主要な業務実績は以下の

とおり。 

 

◆情報・研修館が実施する研修と同様な内容の民間主催の研修等の調査 

 情報・研修館が実施する民間企業等の人材に対する研修の今後のあ

り方を検討するため、民間等が実施している研修等を網羅的に調査

し、報告書としてとりまとめた。 

 調査結果をもとに、研修の内容充実、研修の民間移管等の検討を平

成 28 年度から実施する予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の（１）～（３）の全ての研修において、研修内容の改善、研修環境の 

改善、討論形式の導入、講師の充実、受講者から聴取した要望への 

迅速な対応等を実施 

↓ 

全ての研修で、受講者の 95％以上から「有意義な内容」との評価 

目標とした値（80％以上）を超過達成 
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度平均で８０％以上の者か

ら確 保 すると とも に 、 １０

０％を目指すこととする。 

 

 

 

    〈特筆すべき取組または成果〉 

 

① 研修の持続的な改善取組を実施したことによって、中期計画に掲げられた数

値目標を大幅に超過達成したこと。 
 

  

 （４）情報通信技術を活用し

た学習機会の提供 

 

特許庁職員を含む知的

財産に関連する人材に

対して行っている情報通

信技術を活用した自己研

鑽の機会の提供を充実さ

せる。 

 

（４）情報通信技術を活用し

た学習機会の提供 

 

① 特許庁職員を含む知的

財産関連人材全般の

学習機会を拡大し、か

つ、ニーズに応じた多

様な学習教材を提供す

るため、特許庁の有す

る知識・経験及びノウハ

ウに基づいたｅラーニン

グによる学習教材を改

訂版を含め５年間で１５

科目以上作成するとと

もに、ｅラーニングシス

テムの利用性の向上を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 研修において使用した

教材について、公開可

能なものは、ホームペ

ージ等を通じて外部に

提供する。 

 

 

（４）情報通信技術を活用し

た学習機会の提供 

 

① 特許庁及び情報・研修

館が有する知識・経験

及びノウハウを活用し

て、平成２６年度に策定

した e ラーニング教材改

訂計画に則った改訂分

を含め計３科目のｅラー

ニング教材を開発する。 

 

 現行のｅラーニングシステ

ムホスティングサービス

の契約が平成２７年度末

で終了することを踏まえ、

次期ホスティングサービ

スの調達に向け、平成２

７年度上期までに、費用

対効果を十分に踏まえな

がらユーザーの利便性の

向上を図るため、次期シ

ステムのあり方について

調査・検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 情報・研修館が実施す

る研修等で用いる教材

のうち、産業財産権制度

の 学 習 に 有 効 な 教 材

等、開示可能なものに

ついては、引き続きホー

ムページ等に掲載して

広くユーザーの利用に

供する。情報・研修館の

定期刊行物である「特許

研究」については、１年

に２回（３月及び９月）編

集・発行することとし、情

報・研修館のホームペ

ージに電子化した雑誌

〈評価の視点〉 

 

 

 特許庁職員及び民間等

の知的財産人材の自己

研鑽の機会を充実・拡大

させるため、ｅラーニング

用教材を５年間で１５科

目以上作成する計画を

達成するため、２７年度

に３コンテンツ以上を開

発し、２７年度までに累計

１５コンテンツ以上を開発

したか。 

 

 ２７年度以降のｅラーニン

グ用教材の改訂につい

て、特許庁と優先順位を

定めたか。 

 

 公 開 可 能 な 研 修 教 材

は、ホームページ等を通

じて外部に提供している

か。 

 

 情報・研修館の定期刊行

物である「特許研究」を編

集・発行し、ホームペー

ジで公開するとともに、

関係機関等に提供した

か。 

 

 中期計画・年度計画を上

回った部分について特筆

すべき点はあるか。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

 

① 特許庁及び情報・研修館が有する知識・経験及びノウハウを活用して、最新

のトピックであってユーザーの関心も極めて高いｅラーニング教材の開発及び

改訂を行った。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

◆開発したｅラーニング教材 

平成２７年度に開発または改訂した教材は以下のとおり。 

ｅラーニング教材のタイトル 新規 改訂 視聴時間 

産業財産権の現状と課題（平成２７年度版） ○  59 分 

平成２７年度特許法等改正講義 ○  56 分 

営業秘密・知財戦略セミナー ◯  47 分 

改訂「特許・実用新案審査基準」及び「特許・

実用新案審査ハンドブック」の概要 

◯  60 分 

「PCT 国際調査及び予備審査ハンドブック」

の概要 

○  45 分 

ハーグ協定のジュネーブ改正協定（概要編） ◯  96 分 

中国職務発明条例案の紹介（平成２７年度

日中連携セミナー） 

◯  38 分 

中国専利法第 4 次改正案の紹介（平成２７

年度日中連携セミナー） 

◯  45 分 

日米英独仏の知財裁判官・弁護士による模

擬裁判「標準必須特許の差止と損害賠償に

ついて」 

◯  400 分 

面接の概要  ◯ 58 分 

計 10 コンテンツ 

 

 年度計画では３コンテンツの作成を計画していたが、ニーズが高いも

のを前倒しで作成 

↓ 

年度計画で掲げた数値目標（３科目）を超える成果（アウトプット） 

 

② 情報・研修館が実施する研修・セミナー等で使われた教材のうち、著作者の

許諾が得られたものはホームページの該当ページに掲載するなど、幅広い層

での利活用を促した。 

 研修教材のホームページ掲載： 平成 27 年度は２件を新規掲載 

 情報・研修館の定期刊行物である「特許研究」は年間２回発行し、関係

機関に配布すると同時に、ホームページにも電子ファイルを掲載、 

 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

 根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に

実施したことに加え、数

値目標を超える成果を

得たこと。 

 

② 最新のトピックであって、

ユーザーの関心も極め

て高い、「平成２７年度特

許法等改正講義」、「産

業財産権の現状と課題」

等を含め、年度計画で予

定していた３コンテンツを

大幅に上回る１０コンテ

ンツの開発・改訂を行っ

たこと。 

 

〈課題と対応〉 

① 引き続き、ユーザーの関

心も高く、研修効果も高

いテーマについてコンテ

ンツの開発を進めていく

必要がある。 
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を掲載することにより公

開するとともに、冊子体

は国公立図書館をはじ

めとする関係機関等に

配布する。 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

① 中期計画・年度計画に掲げられた目標を大幅に超えるｅラーニング教材の開

発と改訂を行い、特許庁職員に対する研修、民間等を対象とする研修での利

用促進を進めてきたこと。 

 

  

 （５）人材育成に資する情報

の提供及び実践的な能力

構築の支援 

 

知的財産権に関する実践

的な知識及び経験を備えた

人材の育成に資するため、

知的財産権の重要性に係

る意識の啓発及び醸成に

必要な情報や資料の整備、

提供を行うこと等により、実

践的な能力構築を支援す

る。 

 

（５）人材育成に資する情報

の提供及び実践的な能力

構築の支援 

 

① 知的財産権に関する実

践的な知識を備えた人

材の育成を目的として、

知的財産権の重要性に

係る意識の啓発及び醸

成に必要な情報や資料

を整備し、効率的に提

供を行う。また、これま

でに作成した情報や資

料の見直しを行うととも

に、ホームページ公開

の準備を進め、準備の

整ったものから、情報・

研修館のホームページ

において公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 人材育成に資する情報

や資料を利用し、知的

財産権に関する実践的

な能力構築を支援する

事業を展開する。 

 

（５）人材育成に資する情報

の提供及び実践的な能力構

築の支援 

 

① 知的財産関連人材の育

成に資する教材・資料

等の開発、実践的な能

力育成を目的とするセミ

ナー等の開催支援を行

う。 

 

 「知的財産政策に関する

基本方針」（平成２５年６

月７日閣議決定）におい

て示されたグローバル知

財人財の育成・確保につ

いて、特許庁等関係機関

と協力しつつ、平成２７年

度から本格的に中小企業

向けのケース教材開発等

に着手する。 

 

 民間の知的財産人材育

成機関７団体と連携し、

知的財産人材育成推進

協議会の一員として、民

間や行政機関の人材育

成に資するオープンセミ

ナー（年度内に２回以上

実施）を企画し、協議会事

務局としてセミナーの運

営を担う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 情報・研修館が保有す

る人材育成用学習資料

等を活用しながら、明日

の産業人材を対象とす

る知的財産に関する創

造力・実践力・活用力の

〈評価の視点〉 

 

 

 

 知的財産権の重要性に

係る意識の啓発及び醸

成に必要な情報・資料を

整備し、効率的に提供す

るための取組を行った

か。 

 

 「知的財産政策に関する

基本方針」（平成２５年６

月７日閣議決定）を踏ま

えたグローバル知財人

財の育成に資する教材

等資料の作成・提供を進

めるための取組を行った

か。 

 

 中期計画・年度計画で掲

げる取組以外で目標を

達成するために行った特

筆すべき取組はあるか。 

 

 明日の産業人材を対象

に知的財産に関する創

造力・実践力・活用力の

開発を推進する人材育

成事業について、平成２

５年度の外部有識者から

構成された委員会の提

言を踏まえ、導入・定着

型と展開型の２種目に分

けて実施し、グッドプラク

ティスを生み出したか。 

 

 高校生、高専生、大学生

を対象とするパテントコン

テスト・デザインパテント

コンテストを共催団体と

連携して開催したか。 

 

 上記の取組において、特

筆すべき成果はあるか。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

 

 

① 「知的財産政策に関する基本方針（平成２５年６月７日閣議決定）」で示された

グローバル知財人財の育成・確保について、情報・研修館は、中小・ベンチャ

ー企業等のグローバル知財人財の育成に資する教材及び学習用資料の開

発に取り組み、中小企業等の経営層へのヒヤリングにより収集した事例をも

とに、ケース教材等を開発。開発したケース教材を使った効果検証研修を実

施し、教材等の改訂版を作成した。主要な業務実績は以下のとおり。 

 

 ◆中堅・中小・ベンチャーの経営層と経営支援層を対象とした教材開発  

   （開発手順） 

 ヒヤリング先の候補となる中堅・中小企業の選定 

 選定した中堅・中小企業の経営層へのヒヤリング実施 

 海外展開、新事業展開に関するケーススタディ教材を 10 件開発 

 ティーチングノートも開発 

 開発教材を用いた効果検証研修を実施 

 ケース教材とティーチングノートの改訂 

   （成果） 

 成果（アウトプット）として計 10 編の教材 

（開発した教材に対する評価） 

教材を使った有識者、効果検証研修の受講者の双方から極めて高い評

価 

   （教材の利活用） 

     平成２８年度に、ワークショップ等で利活用を開始する予定 

 

◆知的財産人材育成推進協議会（民間の 7 団体と構成）の事務局として、 

“産業生態系の加速的変革における知財活用の新たな挑戦 ～次世代の知

財マネジメント人財について考える～”とのタイトルでオープンセミナーを、計

３回開催した。  

 

 セミナータイトル 参加者数 

第１回 
ＩｏＴと製造業のサービス化における知財活用 

 ～次世代の知財マネジメント人財の方向性～ 
133 名 

第２回 
産業生態系の加速的変革における知財活用の

新たな挑戦 
132 名 

第３回 
ＩｏＴ／インダストリー4.0 時代の日本をどう方向

付けるか 
166 名 

合計  431 名 

 

② 高等学校（専門学科）の生徒及び高等専門学校の学生を対象に、知的財産

権制度の理解、知的財産の権利化と活用に関する実践学習を支援するた

め、「明日の産業人材育成のための知的財産に関する創造力・実践力・活用

力開発事業」（以下、開発事業という）を実施。さらに、年に 1 回全国規模の

パテントコンテスト／デザインパテントコンテストを開催。主要な業務実績は以

下のとおり。 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲

げる取組を確実に実施し

た（コメント：パテントコン

テストの応募件数のみ目

標未達）。 

 

② 政府全体としても大きな

政策課題となっているグ

ローバル知財人財の育

成・確保について、１０件

のケーススタディ教材を

含む教材等を開発すると

ともに、効果検証研修を

実施し、教材等の改訂版

の作成にまで至るなど、

年度計画（「教材開発等

に着手する」）を大きく上

回る取り組みを行ったこ

と。 

 

③ 学校等での知財学習支

援において、着実に成果

を上げていること。 

 

〈課題と対応〉 

① 平成 27 年度に作成した

ケーススタディ教材等に

ついて、その利活用を積

極的に推進する方策を

具体化することが課題の

１つとなっている。 

 

② 平成 28 年度も引き続き

グローバル知財人財の

育成・確保に努めるとと

もに、引き続きケースス

タディ教材等の拡充を図

る必要がある。 
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開発を推進する人材育

成事業を推進する。本

事業では、導入・定着型

（事業期間：１年）と展開

型 （ 事 業 期 間 ： 最 長 ３

年）の２種目に分けて公

募し、展開型について

は外部有識者で構成さ

れる選定・評価委員会

で選定し、年度末に提

出される中間成果報告

書 を 同 委 員 会 で 評 価

し、委員会からの指摘

事項にもとづいて活動

改善を求める。こうした

取組によってグッドプラ

クティスを多数生み出

し、将来の知的財産制

度ユーザーの拡大を目

指す。 

 

 上記事業とも関連する高

校生、高専生、大学生を

対象とするパテントコンテ

スト・デザインパテントコン

テストを文部科学省、特

許庁、日本弁理士会との

共催で年１回開催する。

総応募件数の伸長を目

標とする。 

 

 

 中期計画・年度計画で掲

げる取組以外で目標を

達成するために行った特

筆すべき取組はあるか。 

 

 

◆開発事業の公募、事業実施校の選定・採択 

（公募） 

  「導入・定着型」と「展開型」の２つの枠で、それぞれ公募 

 導入・定着型 

取組期間：1 年、最高 50 万円の活動費を支弁 

 展開型 

取組期間：最長３年間、最高 100 万円／年の活動費を支弁 

（選定・採択） 

有識者から構成される委員会で審議して選定後、採択 

（平成 27 年度事業での採択校） 

タイプ 校種 採択数 タイプ 校種 採択数 

導入・ 

定着型 

工業高校 45 校 

展開型 

工業高校 3 校 

商業高校 22 校 商業高校 2 校 

農業高校 11 校 農業高校 4 校 

水産高校 5 校 水産高校 2 校 

高等専門

学校 
7 校 

高等専門

学校 
2 校 

合計 90 校 合計 13 校 

（注）展開型 13 校には、平成 26 年度採択校（8 校）を含む 

 

◆開発事業の実施による成果（アウトプット） 

   （学校内の指導体制） 

   委員会等の構築等 

   （知財学習指導者（教員）の育成） 

      指導者の拡大、他機関指導者との連携等 

   （外部との連携体制構築） 

      企業等との商品開発アイデアに関する連携、学校間での連携、 

      地域の弁理士等の知財専門家との連携等 

   （効果的な知財学習法、創造学習法の導入・開発） 

      独自教材や指導法の開発、アクティブラーニングの導入等 

 

◆開発事業の実施による波及効果（アウトカム） 

   （学生・生徒による発明、創作等） 

      学内コンテスト、サンフェアでの発表（優秀者の表彰） 

パテントコンテスト、デザインパテントコンテストへの応募 

優秀者には弁理士による明細書作成指導 

権利化された知財の活用等 

 

◆パテントコンテスト・デザインパテントコンテストの開催 

情報・研修館が実施事務局となり、文科省、特許庁、弁理士会との共催

で、高校生、高専生、大学生を対象とする「パテントコンテスト／デザイン

パテントコンテスト」を開催した。また、応募案件の中から優れた作品とし

て出願支援対象発明または創作を選出した。 

（応募件数と出願支援件数） 

  部門 応募数 出願支援数 

パテント 

コンテスト 

大学部門 160 件 11 件 

高専部門 59 件 3 件 

高校部門 198 件 17 件 

デザイン 

パテント 

コンテスト 

大学部門 83 件 14 件 

高専部門 33 件 2 件 

高校部門 153 件 14 件 

合計  686 件 61 件 

（表彰式の開催） 

    出願支援対象者を表彰 → 弁理士が出願を支援 

    特に優秀な者は、主催団体の主催者賞を授与 

 

平成２７年度は、コンテスト応募数の増加を目指したが 
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応募総数の増加には至らなかった 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

① 政府が重視している、グローバル知財人財のうち、中堅・中小・ベンチャー企

業の経営層及び経営支援層に利活用してもらうケース教材等を開発し、効果

検証研修の受講者や有識者から高評価を得たこと。 

 

② 今後のケース教材利活用の検討も進められたこと。 

 

  

 （６）海外の知的財産人材

育成機関との連携・協力の

推進 

 

経済のグローバル化の

進展に伴い、国際的に知

的財産が適切に保護さ

れる環境の整備が世界

的 な 課 題 と な っ て い る

中、特 許審査 ハイウエ

イ、ＰＣＴ等各国特許庁の

国際分業が進み、人材

育成の一層の国際協力

の必要性が高まっている

ことにかんがみ、海外の

知的財産人材育成機関

との連携・協力を推進す

る。 

 

（６）海外の知的財産人材

育成機関との連携・協力の

推進 

 

中国等、アジアの人材育

成機関との育成機関間

連携会合を開くとともに、

ＷＩＰＯ・ＧＮＩＰＡの会合

（知的財産研修所長シン

ポジウム）に参加し、情

報・研修館の取組を発信

するなど、海外の知的財

産人材育成機関との情

報交換及び相互協力を

推進する。 

（６）海外の知的財産人材育

成機関との連携・協力の推

進 

 

① 中国知識産権トレーニン

グセンター（ＣＩＰＴＣ）や

韓国国際知識財産研修

院（ＩＩＰＴＩ）と人材育成機

関間会合を開催するな

ど、知的財産人材育成

に係る各機関の最新の

取組等についての情報

交換及び各機関との相

互協力を推進する。 

 

 これら人材育成機関と協

力して、民間等の知財専

門家を対象にした研修会

を開催し、それらの資料

等をホームページで公開

するとともに、資料等の一

部をｅラーニングコンテン

ツとして開発し提供する。 

 

 アセアンなどアジア地域

における知的財産人材育

成機関と情報交換及び相

互協力を行うなど、アジア

地域における知的財産人

材育成機関とのネットワ

ーク構築を進める。 

 

〈評価の視点〉 

 

 

 

 ＣＩＰＴＣやＩＩＰＴＩとの会合

及び民間等の知的財産

人材を対象とする研修会

の 開 催 等 が 行 わ れ た

か。 

 

 アジア地域の知的財産

人材育成機関との情報

交換及び相互協力を推

進し、ネットワークを構築

する取組を進めたか。 

 

 ＣＩＰＴＣやＩＩＰＴＩと開催す

る研修会の資料等を編

集して、ｅラーニングコン

テンツを開発し提供した

か。 

 

 中期計画・年度計画で掲

げる取組以外で目標を

達成するために行った特

筆すべき取組はあるか。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

 

 

① 産業財産権の出願規模が大きくなっている中国、韓国で知的財産人材育成

に注力され始めている状況を踏まえ、両国の知的財産人材育成機関である、

中国特許庁（SIPO）に属する「知識産権トレーニングセンター（CIPTC）」及び

韓国特許庁（KIPO）に属する「国際知識財産研修院（IIPTI）」との会合を行い、

両機関との相互協力協定のもとに連携事業を行った。主要な実績は以下のと

おり。 

 

◆海外の知的財産人材育成機関との会合及び連携セミナーの開催 

 

開催日 会合名 開催地 

6/2 第６回日中韓人材育成機関長会合 北京 

6/3 第４回日中韓連携セミナー 北京 

8/26 第９回日中人材育成機関間連携会合 東京 

8/27 第５回日中連携セミナー 東京 

11/17 第３回日韓人材育成機関実務者会合 ソウル 

11/17 第３回日韓連携セミナー ソウル 

    ＊東京開催の日中連携セミナーでは、我が国の知財関係者の興味が高

いテーマを取り上げたため、参加者からの評価が極めて高かった。 

 

◆海外の知的財産人材育成機関との会合及び連携セミナー 

日本企業の進出が盛んな ASEAN 諸国の中で、平成２７年度は、特にベトナ

ムの人材育成機関である VIPRI との連携強化を図るため、下記の会合と連

携セミナーを実施した。 

 

開催日 会合名 開催地 

9/16 日越人材育成機関間会合 ハノイ 

9/16 日越人材育成機関連携セミナー ハノイ 

 

 

◆外国の人材育成機関との連携成果としてのｅラーニングコンテンツの作成 

第５回日中連携セミナーでの講演をもとに、以下のコンテンツを作成した。 

「職務発明条例案について」  

「第４次専利法改正案について」 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に実

施したこと。 

 

② ベトナムの人材育成機関

である VIPRI との人材育

成機関間会合及び連携

セミナーを開催し、今後、

ASEAN 地域における知

的財産人材育成機関との

ネットワーク構築を進める

ための足がかりを強化す

ることができたこと。 

 

③ 東京で開催された第５回

日中連携セミナーにおい

て、中国における職務発

明条例案及び第 4 次専利

法改正案というユーザー

の関心の高いテーマを設

定し、多数の参加者から

高い評価を得たこと。 

 

 

〈課題と対応〉 

① 引き続き、着実に中国、

韓国との連携を進めると

ともに、ベトナムとの連携

強化を通じて ASEAN 諸

国とのネットワーク構築に

取り組んでいくことが課題

となっている。 

 

② 平成２８年度以降も引き

続き ASEAN との連携強

化を進めることとしてい

る。 

 

 

     〈特筆すべき取組または成果〉 

① 日中韓に加え、日本企業の進出とともに、現地人の知財リテラシーに関する

要望が高くなっている ASEAN 諸国、特にベトナムとの連携強化を進め、現地

での連携セミナーの開催等を進めたこと。 
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４．その他参考情報 

 

独立行政法人通則法第２８条の４に定める評価結果の業務運営の改善等への反映状況 

 

 今後の評価に当たっては、研修等の満足度等だけではなく、人材育成業務を実施することにより発現することが期待される成果・効果についての客観的かつ具体的な指標を設定し評価を行うものとする。 

→情報・研修館としては、効果的な研修事業の実施のために、特許庁職員に対する研修の波及効果（アウトカム）を計る指標として、研修の成果（アウトプット）と効果（アウトカム）、そのモニタリング方法等について、平成２７年度から検討を開始（その一部の内容に

ついては本評価書に開示）し、平成２８年度以降も、引き続き内部検討を重ねていく。 

 特許庁職員向け研修を除く研修については、引き続き、民間能力を活用する等、効率的な実施に向けた検討や取組を行うものとする。 

→特許審査基準討論研修等の知的財産専門人材を対象とする研修については、独立行政法人として実施する必要性について検証した結果、平成２６年度から民間と共催で実施している研修については平成２８年度以降円滑に民間へ移行できるよう緊密に連携し

て研修を実施した。これら研修に加え、本年度実施した「工業所有権情報・研修館が実施する民間企業等に対する研修に関する調査事業」の報告書の内容等最新の状況に基づいて民間への移管可能性について検討する予定。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本事項 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビューシート 

平成２７年度行政事業レビューシート 事業番号 ０５６８ 

 

 （注）一般管理費（実績値）及び業務経費（実績値）は、新規・拡充分を除く予算額を記載している。 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 

 指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成23 年度 平成24 年度 平成25 年度 平成26 年度 平成27 年度 （参考資料） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 一般管理費（計画値）（千円） 338,853 － 398,651 383,701 368,751 353,801 338,851  

 計画値の削減率 － － － 3.8％ 7.5％ 11.3％ 15.0％  

 一般管理費（実績値）（千円） － － 398,651 349,753 328,753 331,322 326,122  

 初年度実績値に対する削減率 新規追加・拡充分を除き、中期目標期間終了時まで

に同期間中の初年度に比べて 15％程度の効率化 
－ － 12.3％ 17.5％ 16.9％ 18.2％  

 達成度 － － － 324％ 233％ 150％ 121％  

 業務経費（計画値）（千円） － 9,389,096 9,295,205 8,402,133 8,352,487 8,216,852 7,533,381  

 業務経費（実績値）（千円） － － 8,487,003 8,436,856 8,299,850 7,609,476 5,704,761  

 前年度実績値に対する削減率 新規追加・拡充分を除き、前年度対比1％程度の効

率化 

－ 9.6％ 0.6％ 1.6％ 8.3％ 25.0％  

 達成度 － － 960％ 60％ 160％ 830％ 2,500％  



- 58 - 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

       評定  

 Ⅲ 業務運営の効率化に関す

る事項 

 

これまで情報・研修館が提供し

てきた国民向けサービスの維

持・向上を図りつつ、さらなる

業務運営の効率化に努める。 

Ⅲ 業務運営の効率化に関す

る目標を達成するためにとる

べき措置 

Ⅲ 業務運営の効率化に関する

目標を達成するためとるべき措

置 

〈主な定量的指標〉 

 新規追加もしくは拡充される

部分を除き、一般管理費（人

件費除く）について前年度予

算比１％程度の削減、業務

経費については前年度予算

比１％程度の削減、特許庁

新システムの稼働に伴い廃

止となる事業に関しては２％

程度の削減 

 

〈その他の指標〉 

なし 

 

 〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 業務運営の効率化に関す

る各項目の自己評価結果

は、 

Ｓ：０ Ａ：３ Ｂ：２ Ｃ：０ 

Ｄ：０ 

であり、総合自己評価をす

ると「Ａ」に相当する。 

 

② 中期計画・年度計画で掲げ

る取組を全て確実に実施

し、数値目標を超える成果

を得ていること。 

 

③ 特許庁の業務運営計画に

基づき、平成２７年４月に

組織再編を行い、知財活用

支援センターの新設、セン

ター傘下の各部の新設・再

編等、事業の効果的な実

施と事業間のシナジー効

果が発揮される業務運営

組織への体制の刷新を適

確に実施したこと。 

 

④ 情報提供部と情報管理部

の統合及び業務合理化等

により７名の削減を実現し

たこと。 

 

⑤ 情報・研修館の「基本理

念」、「運営基本理念と運営

方針」、「行動指針」を策定

するとともに、「監査室」を

設置し監事との積極的な情

報連携を図り、法人のコン

プライアンス強化の更なる

充実を図ったこと。 

 

〈課題と対応〉 

① 中堅・中小企業等に対する

中核的な支援実施機関とし

て地方における知財活用

の推進を図るため、業務を

効果的・効率的に実施し、

組織内外の人材とノウハウ

等の効果的な活用しつつ

業務運営を行う必要があ

る。 
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平成２８年度以降、新規業

務も増えていくので、これ

まで以上に、外部人材の活

用と採用、独自研修の実

施、重要プロジェクトの計

画的な進捗管理などを積極

的に進めて、業務の効果的

な実施を図っていく必要が

ある。 

 

 １．業務の効果的な実施 

 

独立行政法人の特長を最大限

に活かし、その目標達成に適

応した人材の的確な配置や柔

軟な組織運営を行い、業務の

効果的な実施を図る。また、他

機関との連携に向けた取組も

含め、業務内容に応じた民間

事業者等の能力の効果的活用

を推進する。 

１．業務の効果的な実施 

 

業務を効果的に実施するた

め、人員配置及び組織構成が

最も効率的な体制となるよう、

業務量等の変動に応じた的確

かつ柔軟な組織運営を行う。

また、外部能力の効果的な活

用の観点から、自ら実施すべ

き業務を精査し、民間事業者

等との協力・連携、アウトソー

シングを積極的かつ適正に行

う。 

１．業務の効果的な実施 

 

特許庁が策定した「業務運営計

画」（平成２６年６月）において、

情報・研修館は「中小企業等に

対する中核的な知財支援実施機

関」と位置づけられたことを受

け、情報・研修館では、業務の

見直しだけでなく、政府の新た

な政策課題への対応、情報・研

修館のミッションに則った事業の

効果的な実施と事業間のシナジ

ー効果発揮のために、平成２７

年度に業務運営組織の体制を

刷新し、事業環境の変化等にも

機動的かつ効果的に対応してい

く。また、高度な知識と能力を有

する外部専門人材を積極的に活

用することにより効果的に業務

を遂行する。 

 

・情報提供部と情報管理部の２

つの部で遂行してきた知財情報

に関する業務には相互協力を必

要とする業務が多数存在するこ

とを踏まえ、平成２７年度より「知

財情報部」として両部を統合し、

業務の効果的な実施を推進す

る。また、情報システム等に関

する高度な知識をもつ外部専門

人材を引き続き採用・活用するこ

とにより、業務内容の高度化に

対応する。 

 

・中小企業等から寄せられる経

営問題と深く関連する知的財産

に関する各種相談や高度な支援

依頼に効果的に対応するため、

平成２７年度より新たに「知財活

用支援センター」を設置して、セ

ンター長による効果的な業務マ

ネージメントの下、センター傘下

の地域支援部が所掌する知財

総合支援窓口の機能強化等業

務、相談部が所掌する工業所有

権の出願及び権利化の手続き

等に関する相談業務、知財戦略

部が所掌する知財戦略・営業秘

密相談窓口業務と中小企業が海

〈評価の視点〉 

 

 情報・研修館のミッションに

則った事業の効果的な実施

と事業間のシナジー効果が

発揮できる業務運営組織へ

と体制の刷新を行ったか。 

 

 情報提供部と情報管理部の

両部を知財情報部として統

合し業務の効果的な実施を

推進したか。 

 

 情報システム等に関する高

度な知識をもつ外部専門人

材を引き続き採用・活用した

か。 

 

 新たに知財活用支援センタ

ーを設置する等知的財産に

関する各種相談や高度な支

援依頼に効果的に対応する

体制を構築したか。 

 

 民間等で経験を積んだ外部

専門人材等を積極的に活用

したか。 

 

 人材育成に関する所掌業務

を再整理し関係の深い業務

を集約化して業務の効果的

な実施を図ったか。 

 

 職員に対する独自研修の充

実を図ったか。 

 

 高い評価に値する特筆すべ

き取組又は成果があった

か。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

◯業務運営計画（平成２６年６月特許庁策定）において、情報・研修館は「中小企業等に対

する中核的な知財支援実施機関」と位置づけられたことを受け、平成２７年４月に組織

再編を行い、事業の効果的な実施と事業間のシナジー効果が発揮される業務運営組

織へと体制を刷新した。 

 

◆業務運営組織の体制刷新の主な内容 

 知財情報に関する業務を実施する２つの部（情報提供部、情報管理部）を「知財

情報部」として統合して効率化を図るとともに業務の効果的な実施を推進した。 

 「知財活用支援センター」を新設し、センター傘下に知財に関する各種相談や企

業支援対応等を行う３つの部（地域支援部、相談部、知財戦略部）を配置して、効

果的な業務マネジメントの下に相互のシナジー効果によるユーザーサービスの

質の向上を推進する組織への知性を刷新するとともに、外部専門人材の積極的

な活用、業務効果の向上を図った。 

 研修部と知財人材部（再編前の人材育成部）の所掌業務を再整理し、関係の深い

業務を集約化することによって業務の効果的な実施を図った。 

 内部統制を強化するため「監査室」を新設し、内部監査等を適確に実施する体制

を整備した。 

 

◆人材の適確な配置と柔軟な組織運営 

 平成２７年度期初の体制刷新に伴う人員再配置については、特許庁の業務運営

計画に基づく情報・研修館の一部業務と特許庁の一部業務の移管・整理及び新

規業務の追加などの変化に対し、理事長・理事の主導により業務の効率化も踏

まえて適切に実施し、２６年度末に対し 2 名の増員にとどめた。 

 

◆常勤職員の推移（各年度３月末現在の内訳） 

（単位：名） 

 H26 年度 H27 年度 増減 

総務部 15 15 0 

知財情報部 - 25  

△7 

 

（情報提供部） 17 - 

（情報管理部） 15 - 

研修部 8 10 ＋2 

知財人材部 - 10 △4 

（人材育成部） 14 - 

知財活用支援センター - 5 ＋5 

地域支援部 - 6 ＋6 

相談部 6 6 0 

知財戦略部 - 8 ＋8 

（活用促進部） 8 - △8 

参事 (1) (1) (0) 

人材開発統括監 1 1 ０ 

情報統括監 - 1 1 

審議役 1 (2) △1 

合計 85 87 ＋2 

（注）（）の数値は､知財人材部（人材育成部）､研修部､知財活用支援センター､ 

情報統括監の内数 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に実

施していること。 

 

② 特許庁の業務運営計画に

基づき、平成２７年４月に

組織再編を行い、知財活

用支援センターの新設、

センター傘下の各部の新

設・再編等、事業の効果的

な実施と事業間のシナジ

ー効果が発揮される業務

運営組織への体制の刷新

を適確に実施したこと。 

 

③ 情報・研修館の効率的な

組織運営及び効果的な事

業実施のために必要な外

部専門人材を積極的に活

用したこと。 

 

（課題と対応） 

① 平成２８年度以降、知財戦

略・知財活用支援が多様

化し、これまで以上の外部

人材の活用と採用、重要

プロジェクトの計画的な進

捗管理などを積極的に進

めて、業務の効果的な実

施を図っていく必要があ

る。 
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外展開する際の知的財産面で

のリスク低減等の戦略に係る支

援業務等の連携を強化し、相互

のシナジー効果によってユーザ

ーサービスの質の向上を推進

する。このため、センター長の

傘下各部の統括機能を補佐する

スタッフを配置する。また、セン

ター傘下の各部が担うユーザー

フロントサービス業務に関して

は、民間等で経験を積んだ外部

専門人材及び法務専門家等を積

極的に活用することにより、業務

効果の向上を図る。 

 

・特許庁内外の人材育成を所掌

してきた研修部及び人材育成部

（平成２７年度より「知財人材部」

に名称変更）については、所掌

業務を再整理し、関係の深い業

務を集約化することによって業

務の効果的な実施を図る。 

 

・情報・研修館が「中小企業等に

対する中核的な知財支援実施機

関」であると位置づけられたこと

を踏まえ、ＣＳ向上研修等、職員

に対する独自研修の充実を図

り、ユーザーサービスの質を向

上する。 

 

◆知財情報関連業務の統合による効率・効果的な業務実施及び外部専門人材の活用 

 平成２７年４月の組織再編で、これまでの情報提供部と情報管理部で遂行してき

た知財情報に関する業務を統合・整理して新たに「知財情報部」を組織し、業務を

効果的に推進する体制を整備した。また、情報システム等に関する業務の従事

経験を有する IT 技術に精通した外部専門人材を契約職員として引き続き３名採

用・配置した。 

 平成２７年８月から最高情報責任者（CIO）の下に、特許庁の業務・システム最適

化計画の進捗管理の全体総括を担当していた経験者を審議役として採用しシス

テム開発体制を強化した。その後、同年１２月には新たに「情報統括監」を設置、

審議役と兼務させて、情報システムの整備、管理及び運用を的確に推進する組

織体制を確立した。 

 

◆知財活用支援センターの新設等による効果的な業務マネジメントの実施及び相互

のシナジー効果によるユーザーサービスの質の向上の推進並びに外部専門人材

の積極的活用 

 平成２７年４月に組織改編を行い、新たに「知財活用支援センター」を設置してセ

ンター長を配置するとともに、同センターの傘下に、知財総合支援窓口の業務を

所掌する地域支援部、産業財産権相談窓口の業務を所掌する相談部、営業秘

密・知財戦略相談窓口及び海外展開知財支援窓口の業務を所掌する知財戦略部

の３部を配置し、センター長による効果的な業務マネジメントを実施する体制を

構築した。また、同センターに、総括担当及び企画調査担当を設け、センター内

の連携強化と相互のシナジー効果によるユーザーサービスの質の向上を一層

推進する体制を整備した。 

 全国４７都道府県に設置されている「知財総合支援窓口」の機能強化を図るため

各窓口を巡回して助言・指導等の支援を行う地域ブロック担当者として、民間企

業等で知財管理部門において豊富な経験を積んだ外部専門人材を新たに契約

職員として 6 名を採用・配置するなど、外部専門人材を積極的に活用して業務効

果の向上を図った。 

 

◆知財活用支援センターにおける主な外部専門人材の活用推移 

※各年度3 月末現在（単位：人） 

 H23

年度 

H24

年度 

H25

年度 

H26

年度 

H27

年度 

海外知的財産プロデューサー 6 6 6 6 6 

知的財産戦略アドバイザー（注） - - - 4 4 

地域ブロック担当者 - - - - 6 

（注）知的財産戦略アドバイザーのうち数として、弁護士1 名が含まれている。 

 

◆人材育成業務の所掌再整理（業務集約化）による効果的な実施 

 平成２６年度まで人材育成部で実施していた調査業務実施者の育成研修及び調

査業務実施機関の指導者研修を、平成２７年度より研修部に移管し、研修業務を

集約化することで、研修実施ノウハウの共有や研修教室の割当てなど研修イン

フラの効率的な活用等業務の効率的・効果的な実施を図った。 

 

◆監査室の設置による内部統制の強化及び外部専門人材の活用内 

 平成２７年４月に組織改編を行い、内部統制の強化のために内部監査を所掌す

る監査室を設置し、監査・コンプライアンスに関する専門知識を有する外部専門

人材を活用して、理事長の指示の下に、各部門の業務が円滑に遂行され、目的・

目標の達成に寄与することを目的として、業務に係わる諸制度及び業務の遂行

状況を合法性、合理性の観点から公正かつ客観的な立場で、遵法性、妥当性及

び有効性を診断し、業務改善や規定改正の提案を行うなど、内部監査等を適確

に実施する体制を整備した。 

 

◆職員に対する独自研修の充実 

情報・研修館が「中小企業等に対する中核的な知財支援実施機関」であると位置づ

けられたことを踏まえ、以下の研修を実施した。 

 「業務プロセスの可視化について」 

今後、多様化する業務を効率的に実施するための業務改善への取組に向け、
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その方法や考え方を職員が認識するために、新たな「業務プロセスの可視化

について」の研修を開催した。 

 「INPIT 情報セキュリティポリシー研修」 

顧客情報等の情報管理を徹底し一層のセキュリティ対策の強化を図るための

「INPIT 情報セキュリティポリシー研修」を情報・研修館の全職員が受講できるよ

う３日に分けて開催した。 

 「顧客満足度向上（CS）研修」 

職員の顧客対応能力等を一層高める目的で、「顧客満足度向上（CS）研修」を４

回開催した。また、相談部においては、顧客満足度の高い相談サービスを提供

すべく新たに独自研修として、電話対応スキルの向上を図るため「電話応対研

修」（外部機関開催）を延べ４日間で７名が受講した。 

 

〈特筆すべき取組または成果〉 

① 特許庁が策定した「業務運営計画」において中核的な知財支援実施機関と位置づけ

られたことを受け、業務を効果的に実施するための人員の再配置を含め業務運営組

織の体制を刷新し、事業環境の変化にも機動的かつ迅速に対応できる体制整備を行

った。 

② 平成２８年度以降の知財総合支援窓口事業の活動をモニタリングし活動改善支援を

行う地域ブロック担当者、内部統制強化のための監査・コンプライアンスに関する専

門知識を有する者など、情報・研修館における効率的な組織運営及び効果的な事業

実施のために必要となる外部専門人材を積極的に活用した。 

 

 ２．業務運営の合理化 

 

「独立行政法人等の業務・シス

テム最適化実現方策」（平成１

７年６月２９日各府省情報化統

括責任者（CIO）連絡会議決定）

に基づき、国の行政機関の取

組に準じて、業務・システムに

係る監査の実施、刷新可能性

調査の実施により、既に策定

された「特許庁業務・システム

最適化計画」（平成１６年１０月

５日策定、平成２１年１０月３０

日改定）と連動しつつ、業務・

システムの最適化を推進す

る。 

また、「特許庁業務・システム

最適化計画」に基づく特許庁新

システムの稼働に伴い情報・

研修館の事業が一部廃止され

る予定であることを踏まえ、同

システムの稼働に向け、情報・

研修館の組織・体制の計画的

な縮小・合理化を行う。 

 

２．業務運営の合理化 

 

業務運営の合理化を図るた

め、「独立行政法人等の業務・

システム最適化実現方策」（平

成１７年６月２９日各府省情報

化統括責任者（CIO）連絡会議

決定）及び「特許庁業務・シス

テム最適化計画」（平成１６年１

０月５日策定、平成２１年１０月

３０日改定）に基づき、業務・シ

ステムに係る監査の実施、刷

新可能性調査の実施により、

業務・システムの最適化を推

進する。 

また、「特許庁業務・システム

最適化計画」に基づく特許庁新

システム稼働に向け、事業の

一部廃止を含めた組織・体制

の計画的な縮小・合理化の検

討を行う。 

２．業務運営の合理化 

 

「特許庁業務・システム最適化計

画」（平成２５年３月１５日改定）

の進捗状況等を踏まえつつ、ＩＴ

化による業務の合理化を引き続

き検討し、必要に応じ、適確な投

資を行う。 

〈評価の視点〉 

 

 IT 化による業務の合理化を

引き続き検討し必要に応じ

て適確な投資を行ったか。 

 

 高い評価に値する特筆すべ

き取組又は成果があった

か。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

◆「特許庁業務・システム最適化計画」に基づく合理化 

 「特許庁業務・システム最適化計画」（平成２５年３月１５日改定）の進捗にあわせ

て特許情報プラットフォームのさらなるサービス向上に向けたシステム（データ

ベース等）が平成２８年度以降に段階的にリプレースされることを踏まえ、次期シ

ステムのアーキテクチャ設計等の検討を行うための調査事業を開始した。 

 

◆組織体制の計画的な縮小合理化 

 特許庁の「業務運営計画」において、特許庁情報システムと密接な関係を持つ業

務については、効率面及び情報セキュリティの確保の両面から特許庁が行うこと

となった。このため、電子出願ソフト整備・管理業務及び公報システムの整備管

理業務については、平成２７年度期初から一部事業を残し廃止した。これに伴

い、情報提供部と情報管理部の２つの部を統合し「知財情報部」とし、△６名を削

減（３２名→２６名）した。また、知財情報部の閲覧担当については、業務合理化

により△１名を削減（７名→６名）した。 

 

〈特筆すべき取組または成果〉 

① 特許庁が策定した「業務運営計画」を受け、理事長、理事の指揮の下、業務の整理合

理化等により、人員の効率化を実現（△７名削減）しつつ、政府の新たな政策課題へ

迅速・適確に対応して、情報・研修館のミッションに則った事業の効果的な実施と事業

間のシナジー効果を発揮する業務・運営・組織に刷新することができた。 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に実

施していること。 

 

② 情報提供部と情報管理部

の統合及び業務合理化等

により７名の削減を実現し

たこと。 

 

 ３．業務の適正化 

 

運営費交付金を充当して行う

業務については、第三期中期

目標期間中、新規追加・拡充部

分を除き、一般管理費につい

て中期目標期間終了時までに

中期目標期間中の初年度と比

べて１５％程度の効率化を行う

とともに、業務経費について平

成２２年度限りで廃止となる工

業所有権情報流通等業務を除

３．業務の適正化 

 

運営費交付金を充当して行う

業務については、第３期中期

目標期間中、新規追加・拡充

部分を除き、一般管理費につ

いて中期目標期間終了時まで

に中期目標期間中の初年度と

比べて１５％程度の効率化を

行うとともに、業務経費につい

て平成２２年度限りで廃止とな

る工業所有権情報流通等業務

３．業務の適正化 

 

業務プロセスの可視化とコスト

分析を計画的に実施し、その結

果を活用して予算と人員等の資

源配分を適正化することとする。

また、委託契約または請負契約

によって外部の民間等機関を活

用する業務については、「平成２

７年度独立行政法人工業所有権

情報・研修館調達等合理化計

画」に基づいて調達情報等を情

〈評価の視点〉 

 

 可能な限り競争的手法によ

り契約を締結したか。 

 

 契約の締結状況について情

報・研修館ホームページに

おいて公表したか。 

 

 産業財産権相談サイトを使

った情報提供に関し、その

業務プロセスの可視化とコ

〈主要な業務実績〉 

 

◆業務プロセスの可視化とコスト分析 

 産業財産権の手続等に関する相談についてＦＡＱの形でユーザーへ情報提供す

る「相談データベース・ＦＡＱホスティングサービス事業」において、民間事業者を

活用して官民競争入札等監視委員会が提示する業務フロー・コスト分析に係る手

引きに基づき、業務の可視化と分析作業を実施した結果、相談記録業務につい

て、担当者が記録する相談内容票の「その他」欄に文章で記述せざるを得ないケ

ースが頻繁に生じており、かなりの作業時間を要するなどの課題が判明した。こ

のため平成２９年４月からの運用開始予定の相談データベース等の開発におい

ては、相談内容の記録方法を改善するとともに、随時発生する改善点が迅速に

反映できるシステム開発を進め相談業務の効率化を図ることとした。 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ｂ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に実

施し、数値目標を超える成

果を得ていること。 

 

〈課題と対応〉 

① 平成２８年度からの業務

の追加や移管に迅速かつ
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いた上で期間中平均で前年度

比１％程度の効率化を行う。 

また、委託等により実施する

業務については、情報・研修

館が策定した「調達等合理化

計画」に基づく取組を着実に実

施し、一者応札・応募解消を含

め契約の適正化を推進すると

ともに、密接な関係にあると考

えられる法人との契約にあた

っては、一層の透明性の確保

を追求する。 

を除いた上で期間中平均で前

年度比１％程度（特許庁新シ

ステムの稼働に伴い廃止とな

る事業は２％程度）の効率化

を行う。 

また、委託等により実施する

業務については、情報・研修

館が策定した「調達等合理化

計画」に基づく取組を着実に実

施し、一者応札・応募解消を含

め契約の適正化を推進すると

ともに、密接な関係にあると考

えられる法人との契約にあた

っては、一層の透明性の確保

を追求する。 

報・研修館ホームページに掲載

して広く民間等事業者の入札参

加を促し、可能な限り競争的手

法による契約を行う。なお、契約

の締結状況については、情報・

研修館ホームページにおいて

公表する。 

 

・中小企業等のユーザーに対す

るＩＴを通じた情報提供、例えば

「産業財産権相談サイト」を使っ

た情報提供に関し、その業務プ

ロセスの可視化とコスト分析を

行う。 

 

・平成２７年度に予定されている

委託契約及び請負契約につい

ては、調達仕様書の内容の見直

し、公募説明会の内容充実また

は意見招請機会の提供等によっ

て、競争的環境を拡大すること

によって、新規追加もしくは拡充

される部分を除き、一般管理費

（人件費を除く）については前年

度予算比１％程度の削減、業務

経費について前年度予算比１％

程度の削減、特許庁新システム

の稼働に伴い廃止となる事業に

関しては２％程度の削減の目標

を達成する。 

スト分析を行ったか。 

 

 新規追加もしくは拡充される

部分を除き一般管理費（人

件費除く）について前年度予

算比１％程度の削減、業務

経費については前年度予算

比１％程度の削減、特許庁

新システムの稼働に伴い廃

止となる事業に関しては

２％程度の削減を行った

か。 

 

 高い評価に値する特筆すべ

き取組又は成果があった

か。 

 

 

◆調達等合理計画の実施状況について 

 調達に当たっては、真にやむを得ないものを除き、引き続き競争性等の確保を

図るため、仕様書条件の見直し、説明会から入札等の締切りまでの十分な期間

確保、一事業としては相乗効果が期待できない事業を複数事業に分割し、複数

契約にして実施する等、事業者の入札参加の拡大を図り、全ての案件について

競争的手法を取り入れた契約を締結した。 

 「競争性のない随意契約」は、虎ノ門三井ビルディングの賃貸契約及びそれに付

随する清掃等の指定業者との契約 2 件、公募による応募がなかった地域ブロッ

ク担当者用執務室の賃貸契約6 件、TOEIC テスト 1 件の計9 件となっている。 

 

（参考）平成２７年度の情報・研修館の調達全体像 

（単位：件、億円） 

 
平成26 年度 平成27 年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
（59.1%） 

26 

（90.9%） 

92.2 

（63.0%） 

46 

（62.7%） 

72.1 

（176.9%） 

20 

（78.2%） 

△20.1 

企画競争・公募 
（31.8%） 

14 

（1.8%） 

1.8 

（24.7%） 

18 

（33.9%） 

39.0 

（128.6%） 

4 

（2,166.7%） 

37.2 

競争性のある

契約（小計） 

（90.9%） 

40 

（92.7%） 

94.0 

（87.7%） 

64 

（96.6%） 

111.1 

（160.0%） 

24 

（118.2%） 

17.1 

競争性のない

随意契約 

（9.1%） 

4 

（7.3%） 

7.4 

（12.3%） 

9 

（3.4%） 

3.9 

（225.0%） 

5 

（52.7%） 

△3.5 

合 計 
（100%） 

44 

（100%） 

101.4 

（100%） 

73 

（100%） 

115.0 

（165.9%） 

29 

（113.4%） 

13.6 

（注１）少額契約を除く。また、各案件の契約件数・金額は、総務省基準により最初の

支出が属する年度（平成２６年度契約分を含む）のものとして整理。 

（注２）平成２７年度は、平成２８年３月末現在の契約件数及び契約金額である。 

（注３）計数は、それぞれ四捨五入しているため合計において一致しない場合がある。 

（注４）比較増△減の（ ）書きは、平成２７年度の対２６年度伸率である。 

 

○１者応札・応募となった案件に関する調達 

 平成２７年度の一者応札・応募の状況は、契約件数は 11 件と前年度から 5 件増

加したが、この 11 件については、前年度と同一の案件ではなく、新たな案件とし

て一者応札（5 件）・応募（6 件）が対象となっている。 

 なお、「平成２７年度独立行政法人工業所有権情報・研修館調達等合理化計画」

において、重点的に取り組むこととした２事業については、公告期間や事業開始

までの準備を充分に確保きるよう調達スケジュールの見直し及び事業分割を行

った結果、競争性を確保した。 

 

（参考）平成２７年度の情報･研修館の一者応札・応募状況 

（単位：件、億円） 

 平成26 年度 平成27 年度 比較増△減 

２者以上 
件数 34 （85.0%） 53 （82.8%） 19 （155.9%） 

金額 14.2 （15.1%） 54.1 （48.7%） 39.9 （381.0%） 

１者以下 
件数 6 （15.0%） 11 （17.2%） 5 （183.3%） 

金額 79.8 （84.9%） 57.0 （51.3%） △22.8 （ 71.4%） 

合 計 
件数 40 （100%） 64 （100%） 24 （160.0%） 

金額 94.0 （100%） 111.1 （100%） 17.1 （118.2%） 

（注）上表「（参考）平成２７年度の情報・研修館の調達全体像」の脚注と同じ。 

 

○平成２７年度における官公需契約については、契約金額のうち中小企業・小規模事

業者との契約金額の割合の目標値として設定した67.2％に対して実績69.8％と目標

を達成した。 

 

○調達に関するガバナンスの徹底 

調達に対するガバナンスの徹底については、調達等合理計画に基づき着実に実施

した。 

的確に対応するため、引

き続き業務の効率化や予

算の見直し、調達等合理

化計画に基づく調達の適

正な実施を着実に進めて

いく必要がある。 
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 推進体制実施回数 

（１）調達検討会（平成２７年度新設） 

開催数：12 回、案件数：14 件 

（２）契約審査委員会 

開催数：21 回（平成２６年度：11 回）、案件数：48 件（平成２６年度：26 件） 

（３）契約監視委員会 

開催数：2 回（平成２６年度：1 回） 

 

◆一般管理費と業務経費の削減 

 一般管理費については、知財総合支援窓口事業等の業務増等に伴い対前年度

予算比＋7.4％（平成２６年度335,001千円 →平成２７年度359,777千円）となって

いるが、新規追加及び拡充分を除くと△1.6％（平成２６年度331,322千円 →平成

２７年度326,122 千円）となっている。 

 一般管理費（人件費を除く）については、上述記載の理由により＋3.1％（平成２６

年度 134,338 千円 →平成２７年度 138,452 千円）となっているが、組織体制の整

備に併せた内部統制の強化に係る新規・拡充分を除くと前年度予算比△4.0％

（平成２６年度 130,659 千円 →平成２７年度 125,459 千円）となり年度目標を上回

る経費削減を実現している。なお、第３期中期目標の削減目標（目標期間終了ま

でに初年度比 15％程度の効率化）に対し、予算ベースで対平成２３年度比△

33.3％（人件費分を含むと△18.2％）となり中期目標を上回る経費削減を実現して

いる。 

 業務経費については、知財総合支援窓口事業等の段階的移管に伴う増を含み前

年度対比△3.0％となっている。 

 業務改善による効率化については、知財総合支援窓口関連事業及び産業財産

権情報提供サービス等の新規追加・拡充部分を除く業務経費について前年度予

算比△25.0％（平成２６年7,609,476 千円 →平成２７年度5,704,761 千円）となって

いる。なお、特許庁新システムの稼働に伴い廃止となる事業については、特許

電子図書館（ＩＰＤＬ）事業の廃止及び特許庁業務運営計画に基づく特許庁への業

務移管に伴う廃止により大幅に縮減し、前年度対は△83.3％となっている。 

 

（参考）業務経費及び一般管理費の予算推移 

（単位：千円） 

項  目  
平成23年

度 

平成24年

度 

平成25年

度 

平成26年

度 

平成27年

度 

一般管理費  398,651 349,753 328,753 335,001 359,777 

 
平成23 年度

対比 
 △12.3% △17.5% △16.0% △9.8% 

  

うち新規追加・拡充

部分を除く  
398,651 349,753 328,753 331,322 326,122 

  
平成23 年度

対比 
 △12.3% △17.5% △16.9% △18.2% 

一般管理費(人件費を

除く）  
188,118 139,220 135,088 134,338 138,452 

 
平成23 年度

対比 
 △26.0% △28.2% △28.6% △26.4% 

  

うち新規追加・拡充

部分を除く  
188,118 139,220 135,088 130,659 125,459 

  
平成23 年度

対比 
 △26.0% △28.2% △30.5% △33.3% 

業務経費  8,487,003 8,436,856 8,299,850 9,816,410 9,521,230 

 前年度対比  △0.6% △1.6% 18.3% △3.0% 

 

うち新規追加・拡充

部分を除く  
8,487,003 8,436,856 8,299,850 7,609,476 5,704,761 

  前年度対比  △0.6% △1.6% △8.3% △25.0% 

  

うち特許庁新シス

テムの稼働に伴い

廃止となる事業 

3,847,033 3,717,841 3,656,380 3,495,835 565,315 

  前年度対比  △3.4% △1.7% △4.4% △83.8% 

 



- 64 - 

 

〈特筆すべき取組または成果〉 

 特になし 

 

 ４．給与水準の適正化 

 

給与水準の適正化の取組を継

続するため、給与水準に係る

目標水準・目標期限を設定して

計画的に取り組むとともに、そ

の検証結果、取組状況を公表

する。また、総人件費について

は、「行政改革の重要方針」

（平成１７年１２月２４日閣議決

定）に基づく国家公務員の定員

の純減目標（平成１８年度から

５年間で５％以上の純減）に準

じた取組を「経済財政運営と構

造改革に関する基本方針２００

６」（平成１８年７月７日閣議決

定）を踏まえ平成２３年度まで

継続するとともに、中期目標期

間を通じて国家公務員におけ

る総人件費改革の取組を踏ま

えて着実に実施する。 

４．給与水準の適正化 

 

給与水準については、平成２１

年度における対国家公務員指

数（年齢勘案１１２．５、年齢・地

域・学歴勘案１００．８）に鑑

み、第３期中期計画期間中に

おいても引き続き、目標水準・

目標期限を設定してその適正

化に計画的に取り組み、国家

公務員に準じた給与改定を行

い国家公務員と同程度の給与

水準を維持するとともに、その

検証結果、取組状況を公表す

る。また、総人件費改革の取

組については、「経済財政運営

と構造改革に関する基本方針

２００６」（平成１８年７月７日閣

議決定）を踏まえ平成２３年度

まで継続するとともに、中期目

標期間を通じて国家公務員に

おける総人件費改革の取組を

踏まえ着実に実施する。 

４．給与水準の適正化 

 

給与水準の適正化の取組を継続

するため、人事院勧告等を踏ま

えた給与改定を行い、国家公務

員と同程度の給与水準を維持す

るとともに、その検証結果、取組

状況を公表する。 

〈評価の視点〉 

 

 国家公務員と同程度の給与

水準が維持されているか。 

 

 給与水準の検証結果、取組

状況を情報・研修館ホーム

ページにおいて公表した

か。 

 

 高い評価に値する特筆すべ

き取組又は成果があった

か。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

◆国家公務員と同程度の給与水準を維持した給与改定の実施 

 情報・研修館の給与関係規程について、人事院勧告等を踏まえた給与改定を行

い、国家公務員と同程度の給与水準（東京都特別区に在勤する国家公務員との

比較では１０１．１）を維持するよう努めるとともに、その検証結果、取組状況を平

成２７年６月３０日に公表した。 

 

◆ラスパイレス指数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈特筆すべき取組または成果〉 

特になし 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ｂ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に実

施し、数値目標を超える成

果を得ていること。 

 

（課題と対応） 

① 引き続き、適正な給与水準

の維持に努める必要があ

る。 

 

 ５．内部統制の充実・強化 

 

総務省政策評価・独立行政法

人評価委員会から通知される

事項等も活用し、内部統制の

充実・強化を図る。また、「第２

次情報セキュリティ基本計画」

等の政府の方針を踏まえ、適

切な情報セキュリティ対策を推

進する。 

５．内部統制の充実・強化 

 

総務省政策評価・独立行政法

人評価委員会から通知される

事項等も活用し、内部統制の

充実・強化を図る。 

併せて、政府の情報セキュリ

ティ対策における方針を踏ま

え、適切な情報セキュリティ対

策を推進する。 

５．内部統制の充実・強化 

 

平成２７年度から実施する情報・

研修館の業務運営組織の体制

刷新に伴い、従来の内部統制シ

ステムを総点検して見直しを行

うとともに、平成２７年度期初に

「監査室」を新設し、内部統制の

充実・強化を進める。 

 

・平成２７年度から実施する業務

運営組織の体制刷新に伴って、

情報・研修館の組織内部におい

て適用される規程、規則、細則、

要領等、業務に係る決済権限と

決裁ライン、契約行為に係る決

裁権限と決裁ライン、人事評価

における評価と最終確認に至る

プロセス等の運用について、総

点検して見直しを行い、内部統

制を充実させる。 

 

・平成２７年度期初に設置する

「監査室」は、監査計画を定めて

内部監査を実施し、理事長に監

査結果を報告する。 

 

・重要な課題やリスクに対する

対応策を検討・決定するために

平成２６年度から運用を開始し

〈評価の視点〉 

 

 監査室を新設し内部統制の

充実・強化を進めたか。 

 

 業務及び契約行為に係る決

裁権限と決裁ライン、人事評

価における評価と最終プロ

セス等の運用について総点

検して見直しを行ったか。 

 

 新設した監査室は、監査計

画を定めて内部監査を実施

し理事長に監査結果を報告

したか。 

 

 幹部会を定期開催する等し

て重要な課題やリスクに対

応策の検討や重要なプロジ

ェクトの目標管理等したか。 

 

 定例監事監査報告会を年度

内に３回以上実施したか。 

 

 情報・研修館セキュリティポ

リシーの徹底を図るととも

に、秘匿情報の厳格な情報

管理を行ったか。 

 

 特許庁と連携して大規模な

〈主要な業務実績〉 

 

◯内部統制については、改正後の独立行政法人通則法第２８条第２項に基づき、情報・

研修館の業務方法書を改正して、役員(監事を除く)の職務の執行が同法律、個別法又

は他の法令に適合するための体制その他独立行政法人の業務の適正を確保するた

めの体制(以下「内部統制システム」という)の整備に関する事項を新たに設けるととも

に、内部統制システムに関する情報・研修館の各種規程を改正もしくは制定を行い、理

事長・理事の下、更なる充実・強化を推進した。 

 

◆法人のミッション及び組織運営方針の周知徹底 

 平成２７年４月に、理事長主導の下、内部統制の強化を図るため、情報・研修館

の「基本理念」、「運営基本理念と運営方針」、「行動指針」を策定し、全職員に周

知するとともに、情報・研修館のホームページで公表した。 

 理事長は、新規採用（新規異動）職員を対象とした業務説明会（年２回）におい

て、法人ミッション及び組織運営方針を説明・周知を行った。 

 

◆監査室新設、監査室長等任命及び関連規程整備による内部統制の充実・強化 

 情報・研修館の業務・運営・組織の刷新と併せて内部統制を強化するため、情報・

研修館の業務に関わる諸制度及び業務の遂行状況を合法性、合理性の観点か

ら公正かつ客観的な立場で、違法性、妥当性及び有効性を診断し、業務運営の

適正化及び改善提案を行う「監査室」を平成２７年度期初に設置、監査室長及び

監査室員を任命するとともに、内部監査の関連規程を整備して内部統制の充実・

強化を図った。 

 また、情報・研修館の役職員等又は情報・研修館の役職員以外の者からの法令

違反行為等に関する相談又は通報を適正に処理することにより、法令違反行為

等の早期発見と是正を図り、情報・研修館における倫理・コンプライアンスの強化

に資するために必要な事項を定めた内部通報及び外部通報に関する規程を４月

に制定、さらに、当該規定の実効性を高めるべく条項の精査を行い７月に改正

し、内部統制の更なる充実・強化を図った。 

 

〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に実

施し、数値目標を超える成

果を得ていること。 

 

② 情報・研修館の「基本理

念」、「運営基本理念と運

営方針」、「行動指針」を策

定するとともに、「監査室」

を設置し監事との積極的

な情報連携を図り、法人

のコンプライアンス強化の

更なる充実を図ったこと。 

 

③ 内部統制の強化を図り円

滑な業務遂行を実現する

上で必要となるＰＤＣＡマ

ネジメントを適確に実施し

たこと 
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た幹部会を、引き続き、毎週月

曜日に定期開催する。なお、緊

急事態が発生した時は臨時幹部

会を開催し、迅速な対応を行う。

また、継続的なフォローが必要

な重要プロジェクトについては、

役員と業務担当責任者との定期

ミーティングを開催し、進捗管理

とリスク低減方針等を決定し、重

要なプロジェクトの目標管理とプ

ロジェクト管理等を行う。 

 

・監事による事業等に関する監

査が有効かつ迅速に組織内で

生かされるよう、監事が理事長

に監査結果等を報告する定例監

事監査報告会を年度内に３回以

上実施する。 

 

・政府の情報セキュリティ対策に

おける方針等を踏まえ、「情報・

研修館セキュリティポリシー」の

徹底を図るとともに、相談・支援

事業等において中小企業等の

ユーザーが秘匿を希望する情

報については厳格な情報管理を

行う。 

 

・大規模な地震・火災等の非常

事態において、ユーザーの安全

確保を最優先とし、職員の連絡

体制等を記載したマニュアルを

特許庁と連携して改訂する。 

地震・火災等の非常事態に

おける職員の連絡体制等を

記載したマニュアルを改訂

したか。 

 

 高い評価に値する特筆すべ

き取組又は成果があった

か。 

 

◆決裁範囲・順序等の明確化及び人事評価プロセスの見直しによる内部統制の充実 

 情報・研修館における調達手続について、契約審査委員会や物品等調達審査委

員会での審議・了承や実施伺いの決裁を得る等の調達に関する手続を明確化し

た事務フローを作成し館内に周知したほか、情報・研修館の規程類の点検を実

施して決裁規程等を一部改正し、決裁範囲及び順序を明確化して内部統制の充

実を図った。 

 また、人事評価プロセスにおいて、管理職の人事評価を情報・研修館の業務を掌

理する理事が必ず確認を行うように関連規程の改正等見直しを行った。 

 

◆内部監査計画の作成及び内部監査の実施・報告 

 監査室は、平成２７年度内部監査計画を作成し、同年度第１回役員会に報告、そ

の後、当該計画に基づき、上期においては、次期中期目標の策定に向けた共通

認識の醸成等に資するよう定例会議の報告状況等について内部監査を実施、監

査結果をまとめた報告書を平成２７年１０月に理事長へ提出した。また、下期に

おいては、業務プロセスの改善に資するよう研修部及び知財戦略部の事業を対

象とした内部監査を実施するとともに、上期の定例会議の報告状況等についてフ

ォローアップを行い、その監査結果をまとめた内部監査報告書を平成２８年３月

に理事長へ提出した。 

 平成２７年度の内部監査の結果としては、内部統制及び規定に基づく業務実施

が的確に行われていることが確認された。 

 また、内部監査における事業部とのヒアリングにおいては、監査室から業務の改

善につながる提案がされるなど、組織の業務改善につながる取組となった。 

 

◆幹部会等による重要課題・リスクの対応策検討及び重要プロジェクトの目標等管理 

 毎週月曜日に定期的に幹部会を開催し、喫緊の重要事項についての情報共有及

び対応の検討を行うとともに、緊急に対応すべき案件が発生した場合には、その

都度臨時で幹部会を開催して迅速な対応等を行った。 

 また、各部から平成２７年度の組織目標及び新規・重要案件に関して理事長・理

事ヒアリングを実施し、各部における平成２７年度の組織目標を決定した。さら

に、新規・重要案件については、役員と業務担当責任者（部長等）とのミーティン

グを適時に開催し、進捗管理及びリスク低減方針等を適宜決定してプロジェクト

管理を実施した。 

 

◆監事と理事長等幹部との定例監事監査報告会の開催 

 監事と理事長ほか理事等幹部との定期的な意見交換の場として、定例監事監査

報告会を４回開催し、今後の監査の進め方や業務方法書と各規程等の関係、次

期中期目標及び中期計画に関して意見交換等を実施した。 

（参考）定例監事監査報告会の開催実績 

第１回：５／２６、第２回：１１／２４、第３回：１／２７、第４回：２／２３ 

 

◆情報セキュリティポリシーの徹底等による厳格な情報管理の実施 

 政府の策定するサイバーセキュリティ戦略（平成２５年６月、改訂平成２７年９月）

を踏まえ、理事（最高情報セキュリティ責任者）の指示の下に、情報・研修館が定

めた「情報セキュリティポリシー」に基づく点検・監査、「個人情報保護規程」に基

づく管理状況等の点検・監査の実施や不審メールを含むサイバー攻撃等に対す

る注意喚起を随時行うなど情報セキュリティ対策として以下の取組を行い情報・

研修館セキュリティポリシーの徹底を図った。 

・サイバー攻撃等に対する注意喚起（随時） 

・セキュリティ注意事項の周知による意識向上（随時） 

・セキュリティに関する点検・調査等（随時） 

・セキュリティ研修の開催（全職員対象：全５回） 

・個人情報保護規定改定（特定個人情報及び情報漏洩対策に関する見直し） 

・標的型メール攻撃訓練の実施（２回） 

・個人情報保護監査の実施（平成２８年２月） 

・セキュリティポリシー自己点検及びセキュリティポリシー監査の実施（平成２８

年３月） 

・情報システムにかかる調達におけるセキュリティ対策事項の明確化 

 また、相談・支援事業等における秘匿情報や個人情報を含む重要情報のセキュ

リティ強化を図るため、全職員に対する研修等により情報の取扱いについての
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徹底を図るとともに、全共有ドライブを対象とした保有情報のセキュリティ対策に

ついての再点検及び対策強化を行った。 

・平成２７年６月 日本年金機構における個人情報流出の事件を受けた情報管

理の点検作業 

※各担当が保有する保有個人情報を含むファイルの取扱い（機密性（文書の

重要性）及び保護の方法（文書管理の方法））について調査 

・平成２７年７月 情報セキュリティ管理に関する総点検について 

※共用ドライブ上の情報について格付けの確認とパスワード等の実施 

 

 

◆防災等復旧・応急対策マニュアルの改訂 

 大規模な地震・火災等の非常事態において、ユーザーの安全確保を最優先と

し、職員の連絡体制等を記載した「防災等復旧・応急対策マニュアル」の改訂に

おいては、特許庁との連絡体制とシステム障害時の連絡体制など業務継続計画

（ＢＣＰ）も一部含めた形で見直しを行い、平成２８年３月に防災委員会を開催して

改訂版を策定した。 

 

 

〈特筆すべき取組または成果〉 

① 理事長の主導の下、各部門の業務が円滑に遂行され、目的・目標の達成に役立つこ

とを目的として、情報・研修館の「基本理念」、「運営基本理念と運営方針」、「行動指

針」を策定し、業務に関わる諸制度及び業務の遂行状況を合法性、合理性の観点か

ら公正かつ客観的な立場で、遵法性、妥当性及び有効性を診断し、業務改善提案を

行う「監査室」を設置し、新たに内部監査を実施するなど内部統制の更なる充実・強

化を図った。 

 

 

４．その他参考情報 

 

独立行政法人通則法第２８条の４に定める評価結果の業務運営の改善等への反映状況 

 プロパー職員を新たに採用する等、より法人として高い自立性が悪鬼できる組織の整備を検討するものとする。 

→情報・研修館が蓄積してきた実績、ノウハウを承継し、法人としての高い自立性を構築するため組織や人員体制の検討を行い、新たなプロパー職員を採用することとし、平成28 年度の採用に向けプロパー職員化を前提とした総合職人材と専門職人材の採用活動を進めた。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本事項 

Ⅲ 財務内容に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業レビ

ューシート 

平成２７年度行政事業レビューシート 事業番号 ０５６８ 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 

 指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成23 年度 平成24 年度 平成25 年度 平成26 年度 平成27 年度 （参考資料） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 ※該当なし         
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

       評定  

 Ⅳ 財務内容の改善に関する

事項 

Ⅳ 財務内容の改善に関する

目標を達成するためにとるべ

き措置 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目

標を達成するためとるべき措置 

〈主な定量的指標〉 

なし 

 

〈その他の指標〉 

なし 

 

 〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ｂ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に実

施し、数値目標を超える成

果を得ていること。 

 

〈課題と対応〉 

① 平成２８年度からの業務

の追加や移管に迅速かつ

的確に対応するため、引

き続き効率的な予算運

営、執行管理を着実に進

めていく必要がある。 

 

 

 １．財務内容の透明性の確保 

 

積極的な情報提供により財務

内容の透明性を確保する観点

から、経理事務や財務諸表の

作成に外部の知見を積極的に

活用するよう努める。 

１．財務内容の透明性の確保 

 

経理処理、決算処理及び財務

諸表の作成等の経理全般業務

を適正に処理するため、外部

コンサルティングの知見を積

極的に活用する。 

１．財務内容の透明性の確保 

 

経理業務全般（経理処理、決算

処理及び財務諸表の作成等）を

適正に処理するため、外部コン

サルタントを必要に応じて活用

する。 

〈評価の視点〉 

 

 経理業務において必要に応

じて外部コンサルタントを活

用したか。 

 

 高い評価に値する特筆すべ

き成果があったか。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

◆外部コンサルタントを活用した経理業務の適正な処理 

 経理業務全般における専門的知見の支援を受けられるよう、有限責任あずさ監

査法人と顧問契約を締結し、適宜必要な指導や助言を得るなどして、経理業務を

適正かつ正確に処理した。 

 

  

 ２．効率化予算による運営 

 

運営費交付金を充当して行う

業務については「Ⅲ 業務運営

の効率化に関する事項」で定

めた事項について配慮した中

期計画の予算を作成し、当該

予算による運営を行うことと

し、毎年度の運営費交付金額

の算定にあたっては、運営費

交付金債務の発生状況にも留

意した上で厳格に行う。 

２．効率化予算による運営 

 

運営費交付金を充当して行う

業務については「Ⅲ 業務運

営の効率化に関する目標を達

成するためにとるべき措置」で

定めた事項について配慮した

中期計画の予算を作成し、当

該予算による運営を行うことと

し、毎年度の運営費交付金額

の算定にあたっては、運営費

交付金債務の発生状況にも留

意した上で厳格に行う。 

２．効率化予算による運営 

 

「Ⅲ 業務運営の効率化に関す

る目標を達成するためとるべき

措置」を踏まえて作成した別紙２

の平成２７年度予算に基づき、

効率的な運営を行う。 

〈評価の視点〉 

 

 「Ⅲ 業務運営の効率化に

関する目標を達成するため

にとるべき措置」で定めた事

項について配慮した平成２７

年度計画の予算を作成し、

当該予算による運営を行っ

たか。 

 

 高い評価に値する特筆すべ

き取組又は成果があった

か。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

◆平成２７年度予算に基づく計画的・効率的な運営 

 総務部と各事業部は、年度計画を踏まえて詳細な業務実施計画（業務内容・規

模・経費の見積もり等）を策定するとともに平成２７年度予算計画を作成。当該予

算計画を踏まえた執行状況を適確に把握するため毎月予算執行実績を確認し、

全役員と部長級以上の職員が出席して原則毎月開催する役員会に報告し、業務

計画に即した適正な予算執行に努めた。なお、平成２７年度の支出に関する予算

額と決算額の差額は、2,343 百万円（21.9％）となっており、主な発生要因は、下表

のとおり。 

 

（参考）平成２７年度 決算額 

（単位：百万円） 

収 入  

運営費交付金 

複写手数料収入 

研修受講料収入 

雑収入 

計 

決算額 

10,594 

1 

102 

1 

10,699 

(予算額) 

(10,594) 

(2) 

(98) 

(0) 

(10,695) 

 

支 出 

業務経費 

工業所有権関係公報等閲覧業務関係経費 

審査・審判関係図書等整備業務関係経費 

特許情報の高度利用による権利化推進事業費 

決算額 

7,292 

64 

142 

782 

(予算額) 

(9,521) 

(71) 

(191) 

(1,010) 
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工業所有権情報普及業務関係経費 

工業所有権相談等業務関係経費 

情報システム業務経費 

人材育成業務関係経費 

一般管理費 

人件費 

計 

3,888 

1,470 

229 

716 

319 

741 

8,352 

(5,297) 

(1,751) 

(238) 

(963) 

(360) 

(814) 

(10,695) 

収入と支出との差 2,347 (0) 

（注）計数は、それぞれ四捨五入しているため合計において一致しない場合がある。 

 

（参考）予算と決算額での差額の主な要因 

 

○競争入札効果及び出願件数の変動等                      14.1 億円 

米国公開・米国特許明細書・欧州公開公報日本語翻訳データ作成事業

費 

10.4 

公開特許公報英文抄録データ作成 0.5 

知的財産に関する創造力・実践力・活用力開発推進事業 等 1.3 

タイムスタンプ保管システム入札支援業務費     等 1.9 

○計画変更等により節減に努めたもの                        6.2 億円 

Ｆターム解説等の英語翻訳・データ編纂事業費 等 2.4 

知的財産活用等関係経費（人材不足による採用抑制等等） 0.5 

包袋の保存年限見直しによる廃棄作業の中止     等 3.3 

○確定減、その他                                     2.8 億円 

知的財産プロデューサー等派遣事業（確定減） 0.3 

窓口相談支援事業（確定減） 0.9 

知的財産に関する創造力・実践力・活用力開発推進事業（確定減） 0.2 

人件費、水道光熱費   等 1.4 

 

 

 ３．自己収入の確保 

 

事業の目的を踏まえつつ受益

者負担の適正化と自己収入の

確保に努める。 

３．自己収入の確保 

 

人材育成業務において研修内

容に応じた実費の徴収を行う

など、事業の目的を踏まえつ

つ受益者負担の適正化と自己

収入の確保に努める。 

３．自己収入の確保 

 

民間等の人材を対象とする研修

については、受益者負担を原則

に研修実施に必要な実費に相当

する受講料を定め、受講料の事

前徴収を行うことにより、確実な

自己収入確保に努める。なお、

政府の政策的判断等を踏まえて

中小企業等に対しては受講料の

減免を認めることがある。 

〈評価の視点〉 

 

 民間等の人材を対象とする

研修における受講料及び公

報閲覧室における複写手数

料について、受益者負担の

適正化と自己収入の確保に

努めたか。 

 

 高い評価に値する特質すべ

き取組又は成果があった

か。 

〈主要な業務実績〉 

 

◆複写手数料等の徴収による自己収入の確保 

 公報閲覧室における複写手数料及び人材育成事業の民間向け研修における研

修受講料については、事業の目的を踏まえつつ、実費勘案相当の料金を徴収し

自己収入の確保に努めた。 

 

（参考）自己収入の推移 

（単位：千円） 

区 分 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

複写手数料収入 1,986 1,469 1,101 1,019 871 

研修受講料収入 86,838 111,222 94,754 112,164 101,988 

その他 9 8 95 416 1,165 

合計 88,833 112,699 95,950 113,599 104,024 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

 

独立行政法人通則法第２８条の４に定める評価結果の業務運営の改善等への反映状況 

 引き続き、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化と自己収入の確保に努める。 

→公報閲覧室における複写手数料及び人材育成業務の民間向け研修における研修受講料については、事業の目的を踏まえつつ実費勘案相当の料金を徴収し、自己収入の確保に努めた。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本事項 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業レビ

ューシート 

平成２７年度行政事業レビューシート 事業番号 ０５６８ 

 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 

 指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最

終年度値等） 

平成23 年度 平成24 年度 平成25 年度 平成26 年度 平成27 年度 （参考資料） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 ※該当なし         
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

       評定  

 Ⅴ その他業務運営に関する

重要事項 

Ⅴ その他業務運営に関する

目標を達成するためにとるべ

き措置 

Ⅴ その他業務運営に関する目

標を達成するためとるべき措置 

〈主な定量的指標〉 

なし 

 

〈その他の指標〉 

なし 

 

 〈評定と根拠〉 

自己評価結果：Ａ 

根拠は以下のとおり 

 

① 中期計画・年度計画で掲

げる取組を全て確実に実

施し、数値目標を超える成

果を得ていること。 

 

② 情報・研修館の情報発信

力を強化するため、ホー

ムページを「利用しやす

さ」の観点から抜本的に刷

新し、より多くのユーザー

に利用されるよう、情報・

研修館が有するサービス

をわかりやすいコンテン

ツとして発信した。また、

ユーザーの利用環境や方

法にかかわらずアクセス

できるスマートフォン等の

対応を行うなど、ユーザビ

リティーの大幅な向上を図

った。 

 

〈課題と対応〉 

① 情報・研修館が実施する

事業等について、より一層

多くの国民に普及させる

ため、今後、同館Ｔ単独に

よるプレスリリース、ＳＮＳ

（ Facebook 、 Twitter 、

YouTube）の発信を実施し

ていく必要がある。 

 

 １．ユーザーフレンドリーな事

業展開 

 

非公務員型の特長を活用し、

弾力的な勤務形態の導入など

を通じたユーザーサービスの

一層の向上を目指す。また、

ユーザーニーズの業務への

機敏な反映を図るとともに、内

部組織間の相互補完・協力を

一層拡大するため、必要な組

織の見直しを行う。 

１．ユーザーフレンドリーな事

業展開 

 

非公務員型の特長を活かした

弾力的な勤務形態の導入な

ど、業務の機動性やユーザー

サービスの一層の向上に努め

る。また、ユーザーニーズをよ

り機敏に把握し、業務に反映さ

せるため、法人内での情報の

共有化について組織的な取組

を強化する。 

１．ユーザーフレンドリーな事業

展開 

 

非公務員型の職員で構成される

情報・研修館の特長を活かし、

弾力的な勤務形態の導入などを

通じてユーザーサービスの一層

の向上を図る。また、ユーザー

ニーズを的確に捉えつつ、職員

等から広く業務改善等に関する

提案を募るなど、業務改善に向

けた活動を強化し、ユーザーフ

レンドリーな事業展開を図る。 

〈評価の視点〉 

 

 ユーザーサービスの一層

の向上を図るための方策を

行ったか。 

 

 高い評価に値する特質すべ

き取組又は成果があった

か。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

◆ユーザーフレンドリーな相談対応の実施によるユーザーサービスの向上 

 相談部の相談窓口について、勤務時間外（昼休み、夜間（１８：１５～１９：００）に

おいても当番制によりユーザーへの相談対応を行った。また、時間外の電話相

談に対して、代表電話の案内アナウンス機能を利用して、「産業財産権相談サイ

ト」の「よくある質問と回答（ＦＡＱ）」の利用を促すアナウンスを流すことにより、担

当者が対応できない夜間・休日におけるユーザーへの利便性向上を引き続き図

った。また、「よくある質問と回答（FAQ）」に新たな相談回答事例を随時追加掲載

するとともに、同サイトのユーザーインターフェイスやコンテンツの表示等の機

能面の改善も行った。 

（主要な実績） 

 FAQ への追加掲載数 

平成２７年度追加掲載数：21 件  （平成２７年度末の総掲載件数：456 件） 

 産業財産権相談サイトの利用促進と FAQ 検索回数の増加、高い満足度 

相談者への閲覧促進、知財総合支援窓口での利用促進等の取組 

      → 平成２７年度：321,769 回 
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平成２６年度実績値に比べ 43,627 回増加、対前年比：116％ 

      →「参考になった」とするユーザー：85.2％ 

 サイト内のコンテンツの改訂 

「かんたん商標出願講座（動画コンテンツ）」の内容刷新 

 

◆業務改善に向けた活動強化 

 知財活用支援センターにおいて、今後の中小企業等のユーザーに向けた情報

提供のあり方について職員等から広く提案を求め調査・検討を実施し、「産業財

産権相談サイト」，「営業秘密・知財戦略ポータルサイト」，「海外知的財産活用ポ

ータルサイト」の内容を統合するとともに必要な機能・コンテンツ等を適宜追加し

た新たなポータルサイトを新たに構築し、ＩＴを活用する情報提供の推進を進める

方針を決定した。 

 

 ２．特許庁との連携 

 

高い専門性に基づく信頼性の

高いサービスを安定的にかつ

確実に提供していくとともに、

情報・研修館と特許庁の両者

の業務の効率化に資するよ

う、引き続き人事交流を含めた

特許庁との密接な連携を図

る。 

２．特許庁との連携 

 

特許庁との人事交流を含めた

密接な連携を図り、特許庁が

蓄積している情報、審査官等

が持つ審査ノウハウ等、最新

の制度・運用に関する知識を

活用した業務の実施に努め

る。 

２．特許庁との連携 

 

情報・研修館のミッションを実現

する業務の多くは、特許庁が行

う業務と密接に関連するため、

特許庁との人事交流及び業務連

携を進め、特許庁が蓄積してい

る情報やノウハウ等も活用し

て、「中小企業等に対する中核

的な知財支援実施機関」として

信頼性の高いサービスを確実

かつ継続的に提供する。また、

知的財産戦略本部、経済産業

省、特許庁の施策・方針を正確

に把握するとともに、最新の制

度及び制度運用に関する情報等

を常時収集して用いることによ

り、情報・研修館に求められる業

務を的確に実施する。 

 

〈評価の視点〉 

 

 特許庁と密接な連携を図り、

適切な人事交流を行った

か。 

 

 特許庁等の施策・方針を正

確に把握し、最新の制度及

び制度運用に関する情報等

を用いて業務を的確に実施

したか。 

 

 高い評価に値する特質すべ

き取組又は成果があった

か。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

◆特許庁との連携による的確な業務実施及び信頼性の高いサービス提供 

 政府における知財政策や特許庁の新たな施策を踏まえて情報・研修館の業務を

着実に実施できるよう、特許庁の人事担当部署とも密接な連携を図りながら特許

庁との人事交流を行った。 

 「特許庁業務・システム最適化計画」の進捗状況、特許庁の「業務運営計画」等に

おいて「中小企業等に対する中核的な知財支援実施機関」として位置づけられた

ことを踏まえ、理事長、理事の指示の下、特許庁から情報・研修館への業務移管

について、特許庁と密接な協議を行い、平成２６年度から段階的に移行してきた

知財総合支援窓口事業を平成２８年度期初に完全移行した。 

 また、特許庁の施策の最新動向や法律改正や国際条約加盟に伴う制度改正等

について、特許庁から講師を迎え勉強会を開催し、当館職員の知識の向上を図

り、ユーザーに対して信頼性の高い最新の情報を提供した。 

 

 

  

 ３．広報・普及活動の強化 

 

知的財産に係る総合支援を目

指し、ユーザーサービスの広

報・普及活動の強化に積極的

に努める。 

３．広報・普及活動の強化 

 

事業内容や施策等について広

く一般への理解を図るため、

各事業におけるホームページ

の拡充等を活用した効果的な

広報・普及活動を行う。 

３．広報・普及活動の強化 

 

情報・研修館が実施する事業・

サービス内容を、ユーザーフレ

ンドリーに迅速かつ正確に知ら

せる広報活動を強化するため、

平成２７年度に情報・研修館ホー

ムページを刷新し、コンテンツ

の見直しだけでなく、HTML ペー

ジのアクセシビリティを JIS の等

級AA 準拠を目標とし、必要な改

善措置を実施する。また、高度

な情報技術に関する専門知識が

乏しい職員でも容易にコンテン

ツの追加や編集ができる環境を

整備することにより、一層のユ

ーザー利便性向上の期待に応

える。 

情報・研修館ホームページによ

る情報発信だけでなく、マスメデ

ィアへのタイムリーな情報提供

やインタビュー対応等を通じた

広報機会の拡大にも努めるとと

もに、ソーシャルネットワーク等

の普及を踏まえ、情報提供にお

いては正確な事実にもとづく情

〈評価の視点〉 

 

 情報・研修館のホームペー

ジについてアクセシビリテ

ィの向上等必要な改善措置

を実施したか。 

 

 情報・研修館ホームページ

だけでなく、マスメディア

へのタイムリーな情報提供

等広報機会の拡大にも努め

たか。 

 

 高い評価に値する特質すべ

き取組又は成果があった

か。 

 

〈主要な業務実績〉 

 

◆情報・研修館ホームページの刷新及びタイムリーな情報提供による広報・普及活動

の強化 

 情報・研修館の広報活動を強化するため、平成２７年１０月に情報・研修館ホーム

ページを刷新し、運用を開始した。同ホームページの刷新にあたっては、コンテ

ンツの見直しに加え、HTMLページのアクセシビリティをJISの等級AA準拠を達

成し、「高齢者や障害者に対する情報伝達、サービスの保障」を図ったほか、レ

スポンシブ Web デザインを採用し、ＰＣ・タブレット・スマートフォンのいずれにも

シームレスに最適化された情報の提供を可能とすることで、誰でも・容易に必要

な情報を得られるようにするなど、必要な改善措置を実施し、ユーザーの利便性

を大きく向上させた。また、併せて専門知識が乏しい職員でも容易にコンテンツ

の追加・編集ができる環境を整備するなど業務の効率化に必要な改善措置を実

施した。 

◯情報・研修館が実施する事業等の情報発信に資するコンテンツの見直し 

 グローバルナビゲーションの再配置：従来、組織別（部毎）に分類されていたカテ

ゴリを利用者から見た事業内容の観点で分類し直し、再配置することで利便性の

向上を図った。 

 シーン別ナビゲーション：新機能として、事業内容を「調査する」「相談する」「活用

する」「知る・学習する」に分類しナビゲート（シーン別ナビゲーション）することで

、初心者でも必要な情報にアクセスできるよう利便性の向上を図った。 

 トップバナー：新機能として、画面中央にスライド式大型バナーを配置し、注目事

業を効率的に周知し、ワンクリックでアクセスできる機能を追加し、広報機能の強

化を図った・画面中央にメインバーナーを追加 

 

また、特許庁と連携し新事業・サービスのプレスリリースを行ったほか、業界紙へ
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報の迅速な提供を徹底する。 の記事掲載についても積極的に行い、事業・サービスの周知を図った。また、ＩＮＰＩ

Ｔ単独によるプレスリリース、ＳＮＳ（Facebook、Twitter、YouTube）の発信につい

て、次年度からの実施に向けた準備を行った。 

 

（プレスリリースの実績） 

・平成２７年６月／「巡回特許庁in KANSAI」開催 

・平成２７年９月／画像意匠公報検索支援ツール（Graphic Image Park）サービス開

始 

・平成２７年１１月／「グローバル知財戦略フォーラム 2016」開催 

・平成２８年１月／平成２７年度「パテントコンテスト・デザインパテントコンテスト」

受賞者決定 

（発明通信社「発明KAWARA 版」への掲載実績） 

・平成２７年５月号：知財活用支援センター設置 

・平成２７年１１月号：画像意匠公報検索支援ツール提供開始 

 

 

〈特筆すべき取組または成果〉 

① 情報・研修館が実施する事業等の情報発信の強化として、情報・研修館ホームペー

ジを刷新し、「グローバルナビゲーション再配置やシーン別ナビゲーション（「調査す

る」「相談する」「活用する」「知る・学習する」）など改善を図るとともに、「高齢者や障

害者に対する情報伝達、サービスの保障」及びレスポンシブ Web デザインを採用す

るなど改善を行い、ユーザーの利便性拡充を図り、ユーザーとの距離を縮める取組

を行った。 

 

４．その他参考情報 

 

 


